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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 

売上高 (千円) 7,312,150 11,291,335 12,564,007 23,058,025 58,906,610 

経常利益 (千円) 713,900 1,238,870 1,539,655 2,255,289 3,755,279 

当期純利益 (千円) 390,583 544,079 732,668 928,165 1,663,416

純資産額 (千円) 1,246,927 2,151,459 4,058,851 12,097,257 18,853,352 

総資産額 (千円) 15,865,153 24,428,026 43,671,081 99,306,900 146,713,772 

１株当たり純資産額 (円) 130,568.36 54,288.66 49,343.54 87,069.85 66,701.85 

１株当たり当期純利益 (円) 56,908.45 14,005.89 9,168.48 10,653.83 8,553.07

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 53,948.47 13,224.43 9,055.01 9,251.17 7,329.12

自己資本比率 (％) 7.8 8.8 9.3 8.2 9.8 

自己資本利益率 (％) 43.75 32.02 23.60 15.2 14.8 

株価収益率 (倍) 10.9 38.6 31.7 22.9 17.0 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 926,646 4,085,424 4,054,150 △3,678,444 △10,154,595

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △5,377,866 △7,445,634 △19,362,909 △23,730,048 △13,238,683

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 3,909,956 5,866,841 13,906,814 31,224,143 26,871,786

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 941,666 3,451,056 2,049,112 6,201,508 9,650,722

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(名) 
186 
〔56〕

325
〔94〕

606
〔145〕

912 
〔219〕

1,413
〔366〕



(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員は就業人員であり、従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３ 平成15年11月10日開催の取締役会決議に基づき、平成16年2月20日をもって普通株式１株を４株に分割しております。な

お、当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指標の推移を参考までに掲げると以下のとお

りとなります。 

４ 平成16年9月22日開催の取締役会決議に基づき、平成16年12月20日をもって普通株式１株を２株に分割しております。な

お、当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指標の推移を参考までに掲げると以下のとお

りとなります。 

      ５ 平成18年５月12日開催の取締役会決議に基づき、平成18年６月１日をもって普通株式１株を２株に分割しております。な
お、当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指標の推移を参考までに掲げると以下のとお
りとなります。 

６ 第10期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月9日企業会計基準第
5号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月9日
企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。 

  

回次 第７期 

決算年月 平成15年５月 

(1) 連結経営指標等   

１株当たり純資産額 (円) 32,642.09 

１株当たり当期純利益 (円) 14,227.11
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 13,487.11

回次 第７期 第８期 

決算年月 平成15年５月 平成16年５月 

(1) 連結経営指標等     

１株当たり純資産額 (円) 16,321.05 27,144.33 

１株当たり当期純利益 (円) 7,113.56 7,002.95 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 6,743.56 6,612.22 

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 

(1) 連結経営指標等         

１株当たり純資産額 (円) 8,160.52 13,572.17 24,671.77 43,534.93 

１株当たり当期純利益 (円) 3,556.78 3,501.48 4,584.24 5,326.92 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 3,371.78 3,306.11 4,527.50 4,625.59 



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員は就業人員であり、従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３ 平成15年11月10日開催の取締役会決議に基づき、平成16年2月20日をもって普通株式１株を４株に分割しております。な

お、当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指標の推移を参考までに掲げると以下のとお

りとなります。 

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 

売上高 (千円) 8,965,645 8,536,070 7,691,149 13,583,745 20,668,173 

経常利益 (千円) 688,722 925,538 1,219,097 1,861,479 5,093,274 

当期純利益 (千円) 361,452 481,354 655,507 1,038,761 543,335 

資本金 (千円) 488,849 691,575 1,067,698 2,675,976 5,228,351 

発行済株式総数 (株) 9,550.2 39,769.48 82,905.10 93,543.16 215,439 

純資産額 (千円) 1,393,867 2,235,674 4,065,905 8,245,566 13,666,245 

総資産額 (千円) 10,255,168 13,177,269 18,275,834 34,811,060 72,316,922 

１株当たり純資産額 (円) 145,954.70 56,413.70 49,429.29 88,441.37 63,573.05 

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
(円) 

2,000 
(―)

1,100
(―)

800
(―)

1,000 
(―)

1,200
(300)

１株当たり当期純利益 (円) 52,663.99 12,391.21 8,202.89 11,923.28 2,793.76 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 50,317.84 11,754.46 8,101.37 10,353.49 2,393.97

自己資本比率 (％) 13.6 17.0 22.2 23.7 18.9 

自己資本利益率 (％) 34.3 26.5 20.8  16.9 5.0 

株価収益率 (倍) 11.8 43.6 35.5 20.5 51.9 

配当性向 (％) 3.8 8.9 9.8 8.4 43.0 

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(名) 
42 
〔4〕

62
〔7〕

76
〔3〕

102 
〔4〕

130
〔―〕

回次 第７期 

決算年月 平成15年５月 

(2)提出会社の経営指標等   

１株当たり純資産額 (円) 36,488.68 

１株当たり当期純利益 (円) 13,166.00 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 12,579.46



４ 平成16年9月22日開催の取締役会決議に基づき、平成16年12月20日をもって普通株式１株を２株に分割しております。な

お、当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指標の推移を参考までに掲げると以下のとお

りとなります。 

５ 平成18年５月12日開催の取締役会決議に基づき、平成18年６月１日をもって普通株式１株を２株に分割しております。な

お、当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指標の推移を参考までに掲げると以下のとお

りとなります。 

６ 第10期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月9日企業会計基準
第5号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月9
日 企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。 

  

回次 第７期 第８期 

決算年月 平成15年５月 平成16年５月 

(2)提出会社の経営指標等     

１株当たり純資産額 (円) 18,244.34 28,206.85 

１株当たり当期純利益 (円) 6,583.00 6,195.61 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 6,289.73 5,877.23 

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 

(2)提出会社の経営指標等         

１株当たり純資産額 (円) 9,122.17 14,103.42 24,714.65 44,220.69 

１株当たり当期純利益 (円) 3,291.50 3,097.80 4,101.45 5,961.64 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 3,144.87 2,938.62 4,050.69 5,176.75 



２ 【沿革】 

  

  

平成８年６月 

  

不動産の価値を向上させる最適なソリューションの提供を目的として東京都新宿区新宿

に株式会社ゼクス(資本金1,000万円)を設立 

平成８年９月 宅地建物取引業として東京都知事免許取得。(東京都知事(1)第74391号) 

建設業として特定建設業免許取得。(東京都知事免許(特-13)第104513号) 

不動産コンサルティング事業を開始 

平成13年１月 宅地建物取引業として国土交通大臣免許取得。(国土交通大臣(1)第6112号) 

平成13年２月 株式会社ゼクスコミュニティにてアシステッドリビング(介護付有料老人ホーム)「ボン

セジュール」シリーズを運営開始 

平成14年11月 不動産特定共同事業許可を取得(東京都知事 第48号) 

平成15年４月 株式を日本証券業協会に店頭登録 

  シニアレジデンス「チャーミング・コート溝の口」開業 

平成15年７月 「那須グリーンコース倶楽部」及び「那須グリーンホテル」を取得し、同施設の運営を

開始 

平成16年2月 大阪支店の設置 

平成16年8月 「藤岡ゴルフ倶楽部」、「関越ハイランドゴルフクラブ」を取得 

平成16年10月 シニアレジデンス「チャーミング・スクウェア本郷」開業 

平成16年12月 日本証券業協会への登録を取消し、株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成17年3月 ゼクス不動産投資顧問株式会社を通じて、資産運用会社であるエルシーピー・リート・

アドバイザーズ株式会社に出資し、不動産投資信託事業に参入 

平成17年4月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場、同時に株式会社ジャスダック証券取引所へ上

場廃止を申請 

  

平成17年９月 

平成17年11月 

平成17年12月 

平成18年６月 

平成18年11月 

「ワイルドダックカントリークラブ」を取得 

「都ゴルフ倶楽部」を取得 

中央毛織株式会社(現株式会社中央コーポレーション)を連結対象子会社にする 

シニアレジデンス「チャーミング・スクウェア舞子」開業 

「ホテルＪＡＬシティ那覇」開業 

東京証券取引所市場第一部に上場 

平成18年11月 複合型レクリエーション施設「すんぷ夢ひろば」開業 

平成18年12月 スポーツクラブ運営会社として「株式会社ゼクススポーツ」を設立 

平成19年３月 シニアレジデンス「チャーミング・スクウェア芦屋」開業 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び連結子会社22社で構成されており、不動産価値創造を通じて、心の豊かさにつなが

るホスピタリティサービスの提供をミッションに不動産価値創造に関する幅広いソリューション業務と、シニア

向け住宅等の施設運営業務を行っております。 

不動産コンサルティング事業においては、不動産の物件毎に最適なビジネスモデルを開発しており、自社グルー

プにおいて情報の収集から事業スキーム構築・建築企画・証券化アレンジメント・施設運営事業まで一貫して行

っております。 

シニアハウジング＆サービス事業においては、シニアレジデンス（健常高齢者向けの住宅）「チャーミング」シ

リーズの運営とアシステッドリビング（介護付有料老人ホーム）「ボンセジュール」シリーズの運営、並びに医

療関連サービス、シニア向けコンサルティング等のシニアハウジングに関連する事業を行っております。 

また、その他施設運営事業として「心の豊かさにつながる施設運営」をミッションにゴルフ場やホテル、ペット

関連施設等ホスピタリティー関連施設の運営を行っております。 

  

（1）不動産コンサルティング事業 

不動産コンサルティング事業は、主に以下の事業を中心に展開しております。 

１．収益性の低い不動産を所有する顧客に対して、当該不動産の収益性改善のための事業計画の策定、事業化後
の収益の予測、基本設計等の提供、用途変更の提案等のコンサルティングサービスの提供を行っております。 

２．顧客から不動産を購入し、事業主として、エンドユーザーの意向及び当該不動産の特性を踏まえた当該不動
産の開発を行っております。なお、当社グループは、事業企画の策定に特化しており、開発後の販売業務は、外
部に委託しております。 

当社グループは、銀行による不良債権処理、企業再生及び企業の保有と利用の分離の進展等により不動産取引

が活発化してきたことに対応し、収益性の改善が見込める不動産（ビジネスホテル、オフィスビル、賃貸マンシ

ョン、商業用施設など）に投資を行い、収益性改善策が実施された不動産を保有する業務を行なっております。

また、顧客の不動産オフバランスニーズに対し、不動産流動化スキームをアレンジする業務を行なっておりま

す。かかる不動産流動化取引において、当社グループは、ノンリコースローン等のファイナンスアレンジの他、

特別目的会社に譲渡された不動産の改装、用途変更等によって当該不動産の価値向上に寄与しております。 

  

（2）シニアハウジング＆サービス事業 

当社グループでは、高齢化社会に対応し、高齢者が安全で快適に生活できる住居空間とコミュニティの提供を

目的として、高齢者用各種住宅の企画、開発及び運営を行っております。株式会社ゼクスコミュニティにて、介

護が必要な高齢者である居住者に対してケアサービスを行う高齢者向け施設を運営しております。また、株式会

社ゼクスアクティブ・エイジならびに株式会社チャーミング・エイジ研究所にて、健常高齢者向けの住宅を運営

するとともに、入居後に介護が必要となった入居者に対し、介護サービスを提供しております。さらに、高齢者

向け住宅事業の付加価値事業として、株式会社ジーメドを設立し、医療関連サービスの提供を行っております。 

  

（3）その他施設運営事業 

当社グループは、施設運営事業として様々な付加価値施設の運営を行っております。株式会社チャーミング・

リゾーツにおいて当社グループ保有のゴルフ場・リゾートホテルの運営およびシニア住宅優先入居権付ゴルフ＆

リゾート会員権の販売を行い、株式会社チャーミング・リゾート那須、株式会社チャーミング・リゾート藤岡、

株式会社チャーミング・リゾート関越、株式会社チャーミング・リゾートワイルドダックおよび株式会社チャー

ミング・リゾート都ゴルフ倶楽部5社がリゾートホテル・ゴルフ場を保有しております。また、株式会社チャーミ

ング・リゾート沖縄においてリゾートホテルの保有および運営、株式会社チャーミング・リゾートすんぷにおい

て静岡県における温浴施設の運営を行っております。さらに、株式会社ゼクスペットコミュニティが、総合ペッ

ト施設及びペットスクール２校の運営を行っております。 



また、株式会社ゼクススポーツを設立し、スポーツクラブ運営を行う予定であります。 

  



事業の系統図は、次のとおりであります。 

  

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

名称 住所 
資本金又は
出資金 
(千円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

(連結子会社)   

株式会社 
ゼクスコミュニティ 

  
東京都千代田区 80,000

シニアハウジ
ング＆サービ
ス事業 

100.0

役員の兼任 ２名 
当社より運転資金を借入れ
ております。 
当社より業務委託契約を受
託並びに委託しておりま
す。 
当社に対して経営支援料を
支払っております。 
当社にて預り金が発生して
おります。 
当社より金融機関からの借
入及びリース取引に伴い債
務保証を受けております。 

株式会社 
ゼクスアクティブ・エイジ 東京都千代田区 400,000

シニアハウジ
ング＆サービ
ス事業 

100.0

役員の兼任 ２名 
当社より業務委託契約を受
託しております。 
当社より建物を賃借してお
ります。 
当社に対して経営支援料を
支払っております。 
当社より運転資金を借入れ
ております。 
当社にて預り金が発生して
おります。 
当社よりリース取引に伴い
債務保証を受けておりま
す。 

株式会社 
チャーミング・エイジ研究所 

  
神奈川県川崎市高津区 165,000

シニアハウジ
ング＆サービ
ス事業 

100.0
(100.0)

役員の兼任 ２名 
当社より金融機関からの借
入に対し債務保証を受けて
おります。 
当社に対して経営支援料を
支払っております。 
当社にて預り金が発生して
おります。 

株式会社 
ゼクスペットコミュニティ 
           (注)４ 

東京都多摩市 525,750

その他施設運
営事業 
(カルチャー
部門) 

100.0

役員の兼任 ３名 
当社に対し、施設利用に伴
う役務を提供しておりま
す。 
当社より運転資金を借入れ
ております。 
当社に対して経営支援料を
支払っております。 
当社にて預り金が発生して
おります。 
当社より金融機関からの借
入及びリース取引に伴い債
務保証を受けております。 

株式会社 
チャーミング・リゾート那須 

  
東京都千代田区 450,000

その他施設運
営事業 
(リゾート部
門) 

100.0
(100.0)

役員の兼任 １名 
当社に対し、施設利用に伴
う役務を提供しておりま
す。 
当社より運転資金を借入れ
ております。 
当社よりリース取引に伴い
債務保証を受けておりま
す。 
当社にて預り金が発生して
おります。 

株式会社ジーメド 東京都千代田区 75,000
シニアハウジ
ング＆サービ
ス事業 

100.0

役員の兼任 ２名 
当社よりリース取引に伴い
債務保証を受けておりま
す。 
当社より運転資金を借入れ
ております。 
当社に対して経営支援料を
支払っております。 
当社にて預り金が発生して
おります。 

    
  

株式会社 
チャーミング・リゾート沖縄 沖縄県那覇市 390,000

その他施設運
営事業 
(リゾート部
門) 

100.0

役員の兼任 ２名 
当社に対して経営支援料を
支払っております。 
当社より運転資金を借入れ
ております。 
当社より金融機関からの借
入に伴い債務保証を受けて
おります。 
当社にて預り金が発生して
おります。 



株式会社 
チャーミング・リゾート藤岡 東京都千代田区 10,000

その他施設運
営事業 
(リゾート部
門) 

100.0
(100.0)

役員の兼任 １名 
当社に対し、施設利用に伴
う役務を提供しておりま
す。 
当社より金融機関からの借
入に伴い債務保証を受けて
おります。 
当社にて預り金が発生して
おります。 

株式会社 
チャーミング・リゾート関越 東京都千代田区 10,000

その他施設運
営事業 
(リゾート部
門) 

100.0
(100.0)

役員の兼任 １名 
当社に対し、施設利用に伴
う役務を提供しておりま
す。 
当社より金融機関からの借
入に伴い債務保証を受けて
おります。 
当社にて預り金が発生して
おります。 

株式会社 
チャーミング・リゾートすんぷ 静岡県静岡市葵区 450,000

その他施設運
営事業 
(リゾート部
門) 

100.0

役員の兼任 2名 
当社に対して経営支援料を
支払っております。 
当社より運転資金を借入れ
ております。 
当社よりリース取引に伴い
債務保証を受けておりま
す。 

ゼクス不動産投資顧問株式会社 東京都千代田区 50,000
不動産コンサ
ルティング事
業 

100.0

役員の兼任 2名 
当社より運転資金を借入れ
ております。 
当社にて社債を引受けてお
ります。 
当社にて預り金が発生して
おります。 

株式会社 
チャーミング・リゾートワイル
ドダック     

東京都千代田区 10,000

その他施設運
営事業 
(リゾート部
門) 

100.0
(100.0)

役員の兼任 １名 
当社に対し、施設利用に伴
う役務を提供しておりま
す。 
当社にて預り金が発生して
おります。 

株式会社 
チャーミング・リゾーツ 

  
東京都千代田区 460,000

その他施設運
営事業 
(リゾート部
門) 

100.0

役員の兼任 ２名 
当社に対して経営支援料を
支払っております。 
当社に対し、施設利用に伴
う役務を提供しておりま
す。 
当社より運転資金を借入れ
ております。 
当社にて預り金が発生して
おります。 

株式会社 
チャーミング・リゾート 
都ゴルフ倶楽部 

東京都千代田区 100,000

その他施設運
営事業 
(リゾート部
門) 

100.0
(100.0)

役員の兼任 １名 
当社に対し、施設利用に伴
う役務を提供しておりま
す。 
当社より運転資金を借入れ
ております。 
当社より金融機関からの借
入に伴い債務保証を受けて
おります。 
当社にて預り金が発生して
おります。 

株式会社 
中央コーポレーション 

(注)３,４ 
愛知県名古屋市中区 3,361,765

不動産コンサ
ルティング事
業 

54.0

役員の兼任 ４名 
（役員の兼任 4名のうち
3名は、当該会社の非常勤
役員を当社の役員、従業
員及び顧問が兼任してい
るものであります。） 
当社より運転資金を借入れ
ております。 
当社に対し、経営指導料を
支払っております。 
当社と共同で不動産の開発
を行っております。 

株式会社 
チャーミング・リゾート 
ファイナンス 

東京都千代田区 10,000

その他施設運
営事業 
(リゾート部
門) 

100.0
(100.0)

役員の兼任 1名 
当社より運転資金を借入れ
ております。 
当社にて預り金が発生して
おります。 

有限会社カヌチャ・ゼット 
  東京都千代田区 3,000

不動産 コン
サルティン
グ事業 

―

当社より匿名組合出資を受
入れております。匿名組合
出資の割合は、100.0%であ
ります。 

有限会社すんぷ夢ひろば 
  東京都千代田区 3,000

その他施設運
営事業 
(リゾート部
門) 

―

当社より運転資金を借入れ
ております。 
当社より建築工事代金の支
払に伴い債務保証を受けて
おります。 

有限会社ゼット投信 東京都千代田区    3,000
不動産コンサル
ティング事業 ―

当社より運転資金を借入れ
ております。 



株式会社ゼクススポーツ 東京都千代田区   100,000
その他施設運
営事業 
(リゾート部門)

90.0

役員の兼任 2名 
当社に対して経営支援料を
支払っております。 
当社にて預り金が発生して
おります。 

株式会社 
ゼクスラーニングコミュニティ 神奈川県横浜市港北区   15,000

その他施設運
営事業 
(カルチャー部

門) 

100.0
(100.0)

役員の兼任 1名 
  

那覇バスターミナル株式会社 沖縄県那覇市   61,000
その他施設運
営事業 
(リゾート部門)

100.0
役員の兼任 1名 
当社にて預り金が発生して
おります。 



  

(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 「議決権の所有割合」欄の(内書)は間接所有となっております。 

３ 有価証券報告書の提出会社であります。 

４ 特定子会社であります。 

５ ㈱ゼクスコミュニティについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超

えております。同社の主な損益情報等は次のとおりであります。 

（1）売上高            8,378,589千円 

（2）経常利益            324,836千円 

（3）当期純利益           208,210千円 

（4）純資産額            506,188千円 

（5）総資産額           7,108,975千円 

６ ㈲Z・ONEについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えておりま

す。同社の主な損益情報等は次のとおりであります。 

（1）売上高            9,834,459千円 

（2）経常利益             81,545千円 

（3）当期純利益                      43,582千円 

（4）純資産額                        42,399千円 

（5）総資産額                        229,383千円 

７ ㈱中央コーポレーションについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％

を超えておりますが、当該連結子会社は、有価証券報告書の提出会社であるため、主要な損益情報は省略しております。 

  

  

  

名称 住所 
資本金又は
出資金 
(千円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

(持分法適用関連会社)          

東西アセット・マネジメント 
株式会社 東京都港区 754,750

不動産コンサル
ティング事業 31.78

役員の兼任 1名 
（当該会社の非常勤役員
を当社の従業員が兼任し
ております。） 

有限会社ＲＺ ＯＮＥ 東京都千代田区 3,000
不動産コンサル
ティング事業 ―

当社より匿名組合出資を受

入れております。匿名組合

出資の割合は、24.1%であ

ります。 

ＮＳＢサポート・ファンド 
有限会社 東京都千代田区 3,000

不動産コンサル
ティング事業 ―

当社子会社より匿名組合出

資を受入れております。匿

名 組 合 出 資 の 割 合 は、

29.7%であります。 

有限会社ゼット・スター 東京都千代田区 3,000
不動産コンサル
ティング事業 ―

当社より匿名組合出資を受

入れております。匿名組合

出資の割合は、33.3%であ

ります。 

チャーミング・アセット溝の口 
特定目的会社 東京都千代田区 100

不動産コンサル
ティング事業 ―

当社より優先出資を受入れ

ております。優先出資の割

合は、24.8%であります。 

レオ・アセット特定目的会社 東京都千代田区 100
不動産コンサル
ティング事業 ―

当社より優先出資を受入れ

ております。優先出資の割

合は、25.0%であります。 

ＮＳＢサポート・ファンド 
合同会社 東京都千代田区 100

不動産コンサル
ティング事業 ―

当社子会社より匿名組合出

資を受入れております。匿

名 組 合 出 資 の 割 合 は、

28.3%であります 

特定目的会社アクロポリス 東京都千代田区 100
不動産コンサル
ティング事業 ―

当社より優先出資を受入れ
ております。優先出資の割
合は、25.0%であります。 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年５月31日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は〔  〕内に、当連結会計年度の平均雇用人員(但し、１日勤務時間８時

間換算による)を外数で記載しております。 

２ 全社(共通)として記載されている従業員数は特定のセグメントに区別できない管理部門に所属しているものであります。

３ 当連結会計年度において従業員数が501名、臨時雇用者数が147名増加しております。主な理由は、シニアハウジング＆サ

ービス事業の拡大に伴い新規施設の開設並びに開業準備、およびその他施設運営事業の拡大に伴い新たにビジネスホテル

及び大型レクリエーション施設の運営を開始したこと等により、期中採用が増加したことによるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年５月31日現在 

(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であり、臨時雇用者はおりませ

ん。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 当連結会計年度において従業員数が28名増加しております。主な理由は、業容の拡大に伴い期中採用が増加したことによ

るものであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

不動産コンサルティング事業 
130 
〔6〕 

シニアハウジング＆サービス事業 
774 
〔98〕 

その他施設運営事業 
438 

〔262〕 

全社(共通) 
71 

〔―〕 

合計 
1,413 
〔366〕 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

130 31.8 2.3 5,832,241



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度における日本経済は、輸出関連産業を中心に企業収益が好調に推移し、設備投資も順調に増加し

ました。また、雇用環境の改善を背景に個人消費も緩やかながらも回復基調を維持し、国内景気は、堅調な拡大を

続けています。一方で、不安定な国際情勢や原油価格の高騰、金利の上昇等の不安定要素は見られるものの、日本

経済は、引き続き、緩やかな拡大基調を維持するものと考えられます。 

一方、不動産関連業界につきましては、都心部の空室率改善および賃料上昇等が示すように、Ｊ-REITや私募フ

ァンド等の運用額は依然増加傾向にありますが、不動産価格の上昇、金利上昇懸念等により先行きに対する不透明

感が出てきております。 

このような事業環境のもと、当社グループは土地の特性に適合した不動産価値創造ビジネスを中核とした不動産

コンサルティング事業に加え、高齢者を対象としたシニアハウジング＆サービス事業、その他施設運営事業を展開

しました。 

その結果、当連結会計年度の売上高は58,906百万円（前期比155.5％）、経常利益は3,755百万円（前期比

66.5％）となり、当期純利益は1,663百万円 (前期比79.2％)と前期に比べ増収増益となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績につきましては、次のとおりであります。 

    ① 不動産コンサルティング事業 

ＲＥＩＴ向け不動産事業、不動産に関わる大手企業向けコンサルティング等、コンバージョンにおけるコン

ストラクションマネジメント、不動産証券化プロジェクト等を行いました。その結果、売上高は46,407百万円

（前期比204.0％）、営業利益は10,576百万円（前期比125.7％）となりました。 

② シニアハウジング＆サービス事業 

 シニアハウジングの展開を積極的に進め、当連結会計年度においては、要介護者を対象としたアシステッド

リビング（介護付有料老人ホーム）「ボンセジュール」シリーズ11棟の新規オープン、および営業譲受による

介護付き有料老人ホーム１棟の取得、ならびに健常高齢者を対象としたシニアレジデンス「チャーミング・ス

クウェア」シリーズ１棟を新規オープンした結果、売上高は5,758百万円（前期比28.0％）、営業損失は703百

万円となりました。 

③ その他施設運営事業 

  従来のゴルフ場５施設の運営に加え、沖縄県那覇市にてリゾートホテル「ホテルＪＡＬシティ那覇」、なら

びに静岡県静岡市にて温浴を中心としたテーマパーク「すんぷ夢ひろば」を開業するとともに、シニア向け住

宅優待入居権付ゴルフ＆リゾート会員権「C-stage membership」の販売を開始いたしました。その結果、売上

高は6,740百万円（前年同期比104.7％）、営業損失は602百万円となりました。 



(2) 総資産、負債および純資産の状況 

総資産は、仕掛販売用不動産の増加等により、146,713百万円（前年同期比47.7％増）となりました。 

負債は、有利子負債の増加等により、127,860百万円（前年同期比46.6％増）となりました。 

純資産は、新株発行に伴う資本金および資本準備金の増加、当期純利益の増加等により、18,853百万円（前年同期

比55.8％増）となりました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度の連結ベースでの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、たな卸資産及び有形固定資

産の取得による支出があったものの、長期借入れおよび社債の発行等により収入が増加した結果、前連結会計年度

に比べ、3,449百万円増加し、当連結会計年度末には9,650百万円（前年同期比55.6％）となりました。 

  

当連結会計年度における各キャッシュ・フロ－の状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロ－） 

営業活動により使用した資金は、10,154百万円（前年同期比176.1％）と前連結会計年度に比べて6,476百万円増

加しました。これは主として、分譲マンション事業等不動産コンサルティング事業にかかる土地等のたな卸資産の

取得による支出並びに利息の支払いが大幅に増加したこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロ－） 

投資活動により使用した資金は、13,238百万円と前連結会計年度に比べて10,491百万円減少しました。これは、

子会社及び関連会社株式を積極的に取得したことによる支出増があったものの、不動産流動化をはじめとする有形

固定資産の売却による収入が大幅に増加したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロ－） 

財務活動の結果得られた資金は、26,871百万円と前連結会計年度に比べて4,352百万円減少しました。これは、主

に新規のたな卸資産及び有形固定資産の取得、並びに子会社及び関連会社株式の取得に伴い、長期借入れおよび社

債の発行による資金調達を行ったこと等による収入増の一方、不動産流動化をはじめとする有形固定資産の売却に

より長期借入金の返済が進んだことによるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社グループは、コンサルティング・ＣＭ事業、ディベロップメント事業、インベストメント・ＡＭ事業及び施

設運営事業を主体としており、生産実績を定義することが困難であるため、生産実績の記載はしておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社グループは、受注生産を行っていないため、受注実績の記載はしておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

３ 事業の種類別セグメントにおける販売実績を部門別、用途別に示すと次のとおりであります。 

４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

販売高(千円) 前年同期比(％) 

不動産コンサルティング事業 46,407,245 304.0 

シニアハウジング＆サービス事業 5,758,714 128.0 

その他施設運営事業 6,740,650 204.7 

合計 58,906,610 255.5 

相手先 

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

合同会社ヘムロック・デベロッ

プメント 
― ― 9,700,000 16.5 

エルシーピー投資法人 ― ― 7,168,054 12.2 

事業の種類別セグメントの名称 当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日)

前年同期比 
(％) (部門別) (用途別) 

不動産コンサルティング事業 46,407,245 304.0 

シニアハウジング＆サービス事業 5,758,714 128.0 

  

介護付高齢者住宅 3,656,605 130.0 

健常高齢者向け住宅 1,975,558 133.2 

その他 126,550 62.7 

その他施設運営事業   6,740,650 204.7 

リゾート部門   4,799,751 212.2 

カルチャー部門   518,310 109.5 

その他部門   1,422,588 254.9 

合計 58,906,610 255.5 



３ 【対処すべき課題】 

不動産コンサルティング事業においては、不動産市場の動向や金利動向などのマクロ要因を十分に認識した

うえで、個々の不動産の特性を最大限活かした不動産価値創造に努めてまいります。シニアハウジング＆サー

ビス事業に関しては、入居者に対する虐待や介護保険の不正受給などが社会問題化しておりますが、当社グル

ープは、同事業の社会的重要性を十分認識し、コンプライアンスを遵守した堅実な業務運営に努めてまいりま

す。その他施設運営事業においては、各事業の事業性および事業特性を十分に見極めたうえで、メリハリをつ

けた業務運営を行なってまいります。 

以上の課題を認識の上、当社グループは、当社グループの強みである不動産開発力と施設運営力をベースと

して、シニア世代に対し、「遊び」「健康」「住まい」「介護」「医療」の５つの分野において、付加価値の

高いサービスを幅広く提供することで、顧客基盤の拡大・収益性の向上を実現し、安定的な成長を図ってまい

ります。 

株主の皆様におかれましては、当社グループの経営活動に引き続きご理解をいただき、一層のご支援を賜り

ますようお願い申し上げます。 

  

   （会社の支配に関する基本方針） 

     当社は、平成19年７月12日開催の取締役会に於いて、会社法施行規則第127条に定める「当社の財務および事

業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を以下のように決定いたしました。 

  

  ① 基本方針の内容 

     当社は公開会社であることから、当社が当社株式の大量買付けによる当社グループへの経営への関与または

支配権の移転を伴う買付提案を受けた場合には、その提案・実施に応じるか否かの判断は、最終的には株主の

皆様の意思に基づき行われるべきものと考えております。 

     しかしながら、将来起こりうる当社株式の大量買付行為の中には、その目的等から見て明らかに企業価値を

損なうと考えられるもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、対象会社の取締役会

や株主が買付の条件等について検討するに十分な情報や時間を提供しないものなど、濫用目的によるものがな

いとは言えず、その結果として、企業価値を毀損し、株主の皆様の利益を損なう可能性もあります。 

     そのため、当社は当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社グループ・ミッションおよび社

会的存在価値を踏まえた企業経営を十分に理解し、当社の企業価値および株主の皆様の共同の利益を中長期的

に確保、向上していくことに理解あることが必要であり、上記に挙げたような大量買付行為を一方的かつ強行

に行う者に対しては必要かつ相当な対策を講じることとし、これをもって、会社の財務および事業の方針の決

定を支配する者の在り方に関する基本方針としております。 

      

② 具体的な取り組み 

     当社は、当社株式の大量買付の提案・実施がなされるに際しては、株主の皆様が不適切な買付行為等ではな

いかどうかを判断されるために十分な情報や時間の提供がなされること、また、当社の企業価値・株主の皆様

の共同の利益を毀損する買付等を未然に防止するために一定のルールを策定しました。 

     当ルールは、当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20%以上となる買付、または、

当社が発行者である株券等について、公開買付にかかわる株券等の株券等所有者割合およびその特別関係者の

株券等所有割合の合計が20%以上となる公開買付等を対象とし、イ．買付者等が買付等を行う前に、買付等の内

容の検討に必要な情報および当ルールに定める手続を遵守する旨を記載した書面を提出すること、ロ．買付行

為は買付者等が当社取締役会に対して前述の情報および書面を提出した後、一定の評価期間の経過後に開始さ

れることを必要条件といたしました。 



     当ルールが遵守されない場合、または、当ルールが遵守された場合であっても、当社の企業価値、株主共同

の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合、当社は、当該買付者等による権利行使

は認められないとの行使条件、および当社が当該買付者等以外の者から当社株式と引換に新株予約権を取得す

ることができる旨の取得条項、が付された新株予約権を、その時点の全ての株主に対して新株予約権無償割当

の方法により割り当てます。 

     なお、当新株予約権無償割当手続きの実施、不実施の判断については、当社取締役会の恣意的判断を排する

ため、当社の経営陣から独立した者で構成される独立委員会を設置しており、同委員会の判断を仰ぎ、取締役

会はその判断を最大限尊重するものとしています。 

  

 ③ 具体的な取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由 

     当社取締役会は、上記②の施策を上記①の基本方針に則り設計し、企業価値および株主の皆様の共同の利益

を確保、向上させることを前提に導入いたします。 

     それは、当社株式の大量買付の提案・実施がなされるに際しては、株主の皆様が不適切な買付行為等ではな

いかどうかを判断されるために十分な情報や時間の提供がなされることを確保し、①の基本方針のとおり、そ

の提案・実施に応じるか否かの判断を、最終的には株主の皆様の意思に基づき行われるべきことを原則としつ

つ、さらに、上記②の実施、不実施の判断については、当社の経営陣から独立した者で構成される独立委員会

を設置し、同委員会の判断を経ることが定められていることから、公共性・客観性は充分担保されており、当

社取締役の地位の維持を目的とするものではない仕組みの確保が出来るものと考えております。 

  

４ 【事業等のリスク】 

 当社グループは、事業等のリスクに関し、組織的に対処することとしておりますが、以下において投資家の判断

に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項を記載しております。 

 なお、本文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において、当社グループが判断したもの

であります。 

  

① 経済環境におけるリスク 

わが国の経済情勢が急速に悪化した場合、そのファンダメンタルズ(経済の基礎的条件)を反映して不動産市場等

に変動が生じ、不動産価格の下落等によって当社グループの業績や財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

   

  ② 有利子負債におけるリスク 

当社グループの事業に係る土地、建物の取得費及び建築費等は、主に金融機関からの借入金によって調達してい

るため、総資産に占める有利子負債の比率が高くなっております。将来において、金利が上昇した場合には資金調

達コストが増加する事により当社グループの経営成績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。資金調達につ

いては特定の金融機関に依存することなく、案件ごとに複数の金融機関と交渉しておりますが、突発的な内外部環

境の変化等により、資金調達が出来なかった場合には、当社グループの資金繰りに影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

  ③ 不動産の欠陥・瑕疵に関するリスク 

    不動産には、権利、地盤、地質、構造などに関して欠陥、瑕疵等が存在している可能性があります。当社グル

ープは、当社技術部を中心にこれらの品質チェックを行って事業を推進しておりますが、欠陥、瑕疵等の状態に

よっては、資産価値の低下を防ぐ為に、予定外の費用を負担せざるを得ない場合がある等、当社の業績や財政状

態に悪影響を及ぼす可能性があります。 



  

  ④ 災害等によるリスク 

将来において、火災、地震、津波、暴風雨、洪水、落雷、竜巻、戦争、暴動、騒乱、テロ等（以下、「災害等」

という）が発生した場合には、グループとして保有・運営する不動産が滅失、劣化又は毀損し、その資産価値が低

下する可能性があります。このような被害を受けた場合、その修復の為に建物の使用が一定期間不能となり、賃料

収入の減少や資産価値の低下等によって、当社グループの業績や財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

  ⑤ 法的規制に関するリスク 

当社グループは、不動産の収益性改善に関する事業を行う過程で,不動産の取得、開発、賃貸借等を行ってお

り、宅地建物取引業法、建築基準法、都市計画法等の法的規制を受けながら事業を行っております。また、シニア

ハウジング＆サービス事業においては、介護福祉法、老人福祉法等による規制を受けながら、事業を行っておりま

す。今後、法令等の制定・改正や規制の変更への対応に伴い、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  

  ⑥ 減損会計について 

当社は各セグメントにおいて固定資産を所有しており、各所有不動産は当社のコンストラクションマネジメント

機能を活用したリノベーション、コンバージョンにより収益性の維持を図っております。しかし今後の景気動向な

どにより当社グループ所有不動産の収益性が悪化し、投資額の回収が見込めなくなった場合、一定の条件下で固定

資産の減損処理（減損会計）等の会計基準の適用を受けると、回収可能性を反映させるように帳簿価格を減損する

必要性が生じるために、当該会計処理の具体的な内容、地価の動向及び当社の収益状況によっては、当社グループ

の財政状況及び経営成績に少なからず影響を及ぼす可能性があります。 

  

  ⑦ 運営事業全体について 

当社グループはグループ会社において、シニアハウジング＆サービス事業及びその他施設運営事業を行っており

ます。シニアハウジング事業等の施設運営事業は、高齢化社会の進展に伴い、様々な企業の参入が予測されます。

今後の新規参入や競争の激化に伴って、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。また、運営におい

て万一、事故が発生し当社グループの管理責任を問われた場合、また顧客情報の漏洩により、当社が個人情報保護

法違反を問われた場合、当社グループの業績や財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

  ⑧ シニアハウジング＆サービス事業について 

（イ）入居者の安全管理・健康管理について 

当社グループが運営する施設の入居者は平均年齢75歳以上の高齢者であり、更に介護付高齢者住宅では、ほぼ全

員が要介護認定を受けており、入居者の転倒等によって入居者の生命に関わる重大な事故に発展する可能性があり

ます。また、食事や入浴等を共有する集団生活が行なわれている事から入居者の食中毒・集団感染等の危険度は相

対的に高いと考えられます。当社は、十分な人員体制によって万全の安全管理・健康管理を行なっており、過去に

重大な事故や食中毒等を起こした事は有りませんが、万一事故等が発生して、当社の管理責任が問われた場合に

は、当該事業の展開に支障をきたす可能性があります。 

（ロ）施設の売上計上に関して 

当社グループの各施設への入居に際して、入居者は入居時費用として入居一時金と、月額利用料が必要となりま

す。入居一時金は、将来に支払われるべき施設の家賃を入居時に前払い家賃分として支払うものであります。従っ

て当該一定期間内に契約が解除された場合には、入居一時金の内、入居経過年数に応じて償却された残預額（未償

却分）が入居者に返還される事となります。その為、今後中途解約が発生することにより当社から現金が流出する

こととなります。 

なお、当施設からの売上高は、入居一時金の償却分と、月々の家賃及び管理費の合計から構成されております。



会計上、入居一時金は「長期前受収益」勘定とし、その償却分を売上計上するという処理を行っております。ま

た、入居一時金の償却は、アシステッドリビング（介護付有料老人ホーム）「ボンセジュール」シリーズは5年、

シニアレジデンス「チャーミング」シリーズは各施設毎に償却年数が定められており、「チャーミング・コート溝

の口」と「チャーミング・スクウェア舞子」は20年4ヶ月、「チャーミング・スクウェア本郷」は16年で終了する

スケジュールとなっておりますので、償却終了年以降は入居一時金の償却による売上は発生せず、施設の売上高と

しては、月々の家賃と管理費のみが計上されることとなります。 

その為、何らかの理由により、当社施設の入居者の入替えがスムーズに行なわれない場合（①入替え新規入居者

が募集できない場合 ②既存入居者が償却スケジュール以上の期間入居されている場合）には、当社グループの業

績に影響を及ぼす可能性があります。 



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

（1）重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成さ

れております。この連結財務諸表の作成におきましては、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及

び収益・費用の報告金額及び開示に影響を与える見積もりを必要とします。経営者はこれら見積もりについて

過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積もり特有の不確実性があるため、こ

れらの見積もりと異なる場合があります。 

     当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、第５「経理の状況」の連結財務諸表の「連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しておりますが、特に当該連結会計年度における収益・費

用に影響を与える見積もりは、主に貸倒引当金であり、継続して評価を行っております。 

  

（2）当連結会計年度の経営成績の分析 

     「第２［事業の状況］１［業績等の概要］（１）業績、（２）総資産、負債および純資産の状況、（３）キ

ャッシュ・フローの状況」をご参照ください。 

  

（3）経営成績に重大な影響を与える要因について 

当社グループの主力マーケットである、不動産関連マーケット、高齢者マーケットでは法的規制の変動による

業績への影響、有利子負債への依存による事業展開への影響等、経営成績に重要な影響を与える可能性を含む

様々な要因が挙げられます。詳細につきましては、「第２［事業の状況］４［事業等のリスク］」をご参照くだ

さい。 

  

（4）戦略的現状と見通し 

不動産コンサルティング事業につきましては、不良債権処理や、資産リストラ、不動産の収益率向上ニーズや

不動産流動化の流れをビジネスチャンスとし、当社の事業モデルを限定せず、多様なニーズに的確に対応する事

で、当社の事業成約状況は好調に推移しております。今後も、個別性の高い不動産のニーズに対応した事業モデ

ルの創出に注力してビジネスチャンスを捉え、事業原価の抑制に努める事で収益力の高い事業展開を図る努力を

重ねてまいる所存であります。 

 シニアハウジング＆サービス事業におきましては、特に高齢者用住宅の増加に伴い運営戸数も堅調に増加する

予定ですが、展開するシニア住宅において、最高の立地・設備・価格を提供する努力は当然のこと、運営におけ

るサービスの向上こそが施設運営事業の根幹であるという認識のもと、更なる企業努力に努めてまいります。 

 その他施設運営事業におきましては、ホスピタリティあふれるサービスの提供を目的として、ゴルフ場・ホテ

ル等各種施設の運営サービスを行うために、サービスのレベルアップ及び均一化を図る方針であります。 

 中期目標と致しましては、各セグメントの業績伸張を図るとともに、セグメント間のシナジー効果を追求する

ことでグループ全体の成長を目指していく方針であります。 

  

（5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 



資金の状況につきましては、「第２［事業の状況］１［業績等の概要］（３）キャッシュ・フローの状況」を

ご参照ください。 

  

（6）経営者の問題意識と今後の方針について 

     当社グループの経営陣は「社会貢献」をミッションに、現在の事業環境と将来想定される環境の変化に関す

る入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めております。 

     当社グループの主力事業である不動産コンサルティング事業におきましては、ますます不動産価値創造のス

キルが高度化するものと考えられ、ニーズに対応した事業モデルの構築に注力することで、事業成約率の向上

を図りたいと考えております。 

     また、シニアハウジング＆サービス事業及びその他施設運営事業におきましては「ホスピタリティーサービ

スの提供」を事業ミッションに、住宅・施設の開発から運営に関する様々なサービスまでをトータルして提供

するため、社員の採用・教育・モチベーション向上まで注力し、グループ一丸となって企業価値を向上してい

く所存であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度においては、様々な付加価値施設の運営を積極的に推進した結果、ゴルフ場の改修工事、並びに静岡

での温浴施設建設費用等2,868,885千円の設備投資を、またシニアハウジング＆サービス事業の拡大に伴い、シニアレジ

デンス（健常高齢者向けの住宅）やアシステッドリビング（介護付有料老人ホーム）の新規開設に向けて、用地取得並

びに建設・開発費用等として13,442,108千円の設備投資をしております。 

さらに、不動産コンサルティング事業における賃貸用不動産、その他開発用地の取得等に1,252,827千円の設備投資を

実施しております。その結果、当社グループにおける当連結会計年度の設備投資等の総額は、17,563,820千円となって

おります。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

当社グル－プ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

平成19年5月31日現在 

(注) １ 本社、大阪支店及び沖縄支店の帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品であります。なお、帳簿価額に消費税等は含ま

れておりません。 

２ 賃貸用不動産の詳細は次のとおりであります。 

  

(注) １ 帳簿価格は土地および建物、構築物の合計額であります。 

２ 東京都渋谷区の物件は店舗設備であります。 

  

事業所名 
(所在地) 

セグメントの 
名称 

設備の内容 

帳簿価額(千円) 従業員
数 
(名) 

建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

本社 
(東京都千代田
区)(注)１ 

全社 
統括業務 
施設 

81,506 3,054
―

(―) 
18,932 103,493 119

大阪支店 
(大阪府大阪市
北区)（注）1 

全社 
支店業務 
施設 

2,616 ―
―

(―) 
459 3,075 8

沖縄支店 
(沖縄県那覇市)
（注）1 

全社 
支店業務 
施設 

2,202 ―
―

(―) 
659 2,862 3

賃貸用不動産 
(東京都千代田
区)他(注)２ 

不動産コン
サルティン
グ事業 

建物及び 
土地 

457,719 ―
22,490 

(1,435.72)    
   

― 480,209 ―

賃貸用不動産 
(東京都千代田
区)他(注)２ 

シニアハウ
ジング＆サ
ービス事業 

建物及び 
土地 

16,488,727 12,707
4,513,446 

(31,799.12)      
― 21,014,881 ―

所在地 敷地面積(㎡) 帳簿価額(千円) 備考 

東京都新宿区 
1,435.72

(6822/247146) 
38,979 クレスト見晴坂(注)1 

東京都渋谷区 ― 19,409 ラフェンテ代官山(注)2 

兵庫県三木市 ― 421,820 三木部品工場(注)1 

兵庫県神戸市垂水区 15,103.02 6,620,312 

チャーミング・スクウェア

舞子(注)1 

兵庫県芦屋市 16,696.10 14,394,569 

チャーミング・スクウェア

芦屋(注)1 

合計 33,234.84 21,495,091   



  
３ 上記の他、主要な賃借及びリース設備は、次のとおりであります。 

  

      

事業所名 
(所在地) 

セグメントの 
名称 

設備の内容 リース期間

年間賃借料
又は 

リース料 
(千円) 

リース契約残高
(千円) 

本社 
(東京都千代田区)  

全社 事務所 ― 238,027 ― 

本社 
(東京都千代田区)  

全社 
事務機器及
び車両 

2～7年 24,714 90,135 

大阪支店 
（大阪府大阪市 
北区） 

全社 事務所 ― 14,336 ― 

沖縄支店 
（沖縄県那覇市） 

全社 事務所 ― 1,455 ― 



  (2) 国内子会社 

平成19年５月31日現在 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

セグメン
トの名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(千円) 
従業員数
(名) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

株式会社 
ゼクスコ
ミュニテ
ィ 

  

本社 
(東京都 
千代田区) 
(注)１ 

シニアハ
ウジング
＆サービ
ス事業 

統 括 業
務施設 

720 ―
―

( ― )
6,066 6,787 45

介護付高
齢者住宅 
(神奈川県
横浜市青
葉区)他25
件 
(注)１,２ 

シニアハ
ウジング
＆サービ
ス事業 

高 齢 者
向 け 一
般住宅 

77,967 ―
―

( ― )
24,603 102,571 

613
〔84〕

保養施設 
(宮城県宮
城郡松島
町) 

― 
建物及び

土地 
1,038 ―

1,119
(1,648.37)

― 2,157 ―

やすらぎ
の 館（兵
庫県伊丹
市） 

シニアハウ
ジング＆サ
ービス事業 

建 物 及
び土地 

261,725 ―
658,288

(1,227.58)
― 920,013 32

株式会社 
ゼクスペ
ットコミ
ュニティ 
(注)３ 

わんにゃ
んワール
ド多摩他 
(東京都 
多摩市)  

その他施
設運営事
業 
(カルチャ
ー部門) 

学 院 及
び テ ー
マ パ ー
ク施設 

581,646 ―
―

( ― )
10,659 592,305 

34
〔45〕

横浜ペッ
トコミュ
ニティ専
門学院 
(神奈川県
横浜市港
北区)  

その他施
設運営事
業 
(カルチャ
ー部門) 

学院 332,663 ―
168,223
(425.00)

6,454 507,342 
15

〔9〕

株式会社 
チャーミ
ング・エ
イジ研究
所 
(注)４ 

チャーミ
ン グ・コ
ート溝の
口 
(神奈川県
川崎市高
津区)  

シニアハ
ウジング
＆サービ
ス事業 

高 齢 者
向 け 一
般住宅 

3,532,071 6,719
―

( ― )
23,958 3,562,749 ―

株式会社
チャーミ
ング・リ
ゾート那
須 
(注)５ 

チャーミ
ン グ・リ
ゾート那
須グリー
ンコース
倶楽部他 
(栃木県那
須郡那須
町)(注)５ 

その他施
設運営事
業 
(リゾート
部門) 

ゴ ル フ
場 及 び
宿 泊 施
設 

602,942 267
439,510

(1,671,682.01)
5,652 1,048,373 ―

チャーミ
ン グ・リ
ゾート藤
岡ゴルフ
倶楽部 
(群馬県藤
岡市)  

その他施
設運営事
業 
(リゾート
部門) 

ゴルフ
場 

― ―
887,371

(39,054.00 )
― 887,371 ―



  

  
  
  
  
  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

セグメン
トの名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(千円) 
従業員数
(名) 建物

及び構築物

機械装置
及び運搬

具 

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

株式会社
チャーミ
ン グ・リ
ゾート藤
岡 

(注)５ 

チ ャ ー ミ
ン グ・リ
ゾ ー ト 藤
岡 ゴ ル フ
倶楽部 
(群馬県藤
岡市)  

その他施
設運営事
業 
(リゾー
ト部門) 

ゴルフ場 353,497 1,106
1,068,868

(1,075,582.17)
7,987 1,431,460 ―

株式会社
チャーミ
ン グ・リ
ゾート関
越 

(注)５ 

チ ャ ー ミ
ン グ・リ
ゾ ー ト 関
越 ハ イ ラ
ン ド ゴ ル
フクラブ 
(群馬県多
野 郡 吉 井
町)  

その他施
設運営事
業 
(リゾー
ト部門) 

ゴルフ場 136,878 4,353
704,143

(810,480.88)
6,800 852,176 ―

株式会社
チャーミ
ン グ・リ
ゾートワ
イルドダ
ック 
  

(注)６ 

チ ャ ー ミ
ン グ・リ
ゾ ー ト ワ
イ ル ド ダ
ッ ク カ ン
ト リ ー ク
ラブ 
(茨城県神
栖市) 

その他施
設運営事
業 
(リゾー
ト部門) 

ゴルフ場 421,019 26,741
470,480

(836,671.00)
266,103 1,184,345 ―

株式会社
チャーミ
ン グ・リ
ゾート沖
縄 

(注)５ 

JALCITY 那
覇 
(沖縄県那
覇市) 

その他施
設運営事
業(リゾ
ー ト 部
門) 

宿泊施設 3,012,381 ―
1,549,297
(3,307.84)

44,359 4,606,038 
67

〔33〕

株式会社
チャーミ
ン グ・リ
ゾート都
ゴルフ倶
楽部 

(注)７ 

チ ャ ー ミ
ン グ・リ
ゾ ー ト 都
ゴ ル フ 倶
楽部 
(山梨県都
留市)  

その他施
設運営事
業 
(リゾー
ト部門) 

ゴルフ場 347,585 1,891
152,500

(362,787.72)
203,279 705,256 ―

株式会社 
ゼクスア
ク テ ィ
ブ・エ イ
ジ 
(注)５ 

本社 
(東京都 
千代田区) 

シニアハ
ウジング
＆サービ
ス事業 

統括業務
施設 

102,915 ―
―

( ― ) 
21,747 124,662 

78
〔14〕

株式会社 
チャーミ
ン グ・リ
ゾーツ 
(注)５ 

本社 
(東京都 
千代田区) 

その他施
設運営事
業 
(リゾー
ト部門) 

統括業務
施設 

33,733 ―
―

( ― ) 
22,977 56,711 

261
〔63〕

有限会社
ゼット投
信 
(注)５ 

天 坊 マ ン
ション 
(東京都 
江東区) 

不動産コ
ンサルテ
ィング事
業 

建物及び
土地 

187,092 ―
341,575
(954.74)

145 528,813 ―

有限会社
すんぷ夢
ひろば 
(注)８ 

徳 川 温 泉
城 下 町 
す ん ぷ 夢
ひろば 
（静 岡 県
静 岡 市 駿
河区） 

その他施
設運営事
業 
(リゾー
ト部門) 

温浴施設 4,000,624 ―
1,018,136

 (19,389.79) 
108,505 5,127,266 ―

会社名 
事業所名 
(所在地) 

セグメン
トの名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

柏平繊維
工 業 ㈱ 
( 福 島 県

不動産コ
ンサルテ
ィング事

建物及び
土地 

70,162 8,996
107,335

(13,716.88)
― 186,493 ―



 (注) １ 株式会社ゼクスコミュニティの帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。なお、金額には消費税等が含ま

れておりません。 

    

  

  

  

  

  

  

２ 介護付高齢者住宅の詳細は次のとおりであります。 

株式会社 
中央コー
ポレーシ
ョン 

（注）５ 

喜多方) 業 
津ショッ
ピングセ
ン タ ー
“津サテ
ィ” 
（三重県
津市） 

不動産コ
ンサルテ
ィング事
業 

建物及び
土地 

2,519,095 1,444
6,200,000
(29,870.78)

580 8,721,120 ―

中央伏見
ビル 
（愛知県
名古屋市
中区） 

不動産コ
ンサルテ
ィング事
業 

建物及び
土地 

4,999 ―
738,400
(622.93) 

― 743,398 ―

三栄ビル
（愛知県
名古屋市
中区） 

不動産コ
ンサルテ
ィング事
業 

建物及び
土地 

119,034 ―
1,158,300
(1,386.19) 

79,429 1,356,763 ―

㈱オーム
ズ 
（三重県
多気郡勢
和村） 

不動産コ
ンサルテ
ィング事
業 

建物及び
土地 

121,525 638
3,226

(3,655.19) 
856 126,246 ―

㈱オーム
ズ 
（三重県
多気郡勢
和村） 

不動産コ
ンサルテ
ィング事
業 

建物及び
土地 

81,042 1,862
63,850

(2,248.59) 
― 146,755 ―

なでしこ
大紀 
（三重県
度会郡大
紀町） 

不動産コ
ンサルテ
ィング事
業 

建物及び
土地 

77,663 ―
14,825

(1,836.25) 
277 92,765 ―

稲沢事業
所 
（愛知県
稲沢市） 

その他施
設運営事
業 
(その他
部門) 

建物及び
土地 

14,631 33
41,268

(3,161.62) 
347 56,281 ―

本社 
（愛知県
名古屋市
中区） 

不動産コ
ンサルテ
ィング事
業 

建物及び
土地 

12,527 ―
2,250

(1,904.00) 
3,157 17,936 

26
〔3〕

東京支社 
（東京都
港区） 

不動産コ
ンサルテ
ィング事
業 

什器 
備品 

1,457 ― ― 3,526 4,984 
34

〔3〕

大阪支社 
（大阪府
大阪市中
央区） 

不動産コ
ンサルテ
ィング事
業 

建物 11,702 ― ― 1,217 12,919 15

所在地 敷地面積(㎡) 帳簿価額(千円) 備考 

神奈川県横浜市青葉区 ― 5,562
ボンセジュール 
たまプラーザ 

神奈川県横浜市青葉区 ― 6,036 ボンセジュール荏田 

埼玉県川口市 ― 23,912 ボンセジュール川口 

東京都国立市 ― 2,914 ボンセジュール国立 

東京都葛飾区 ― 9,548 ボンセジュール四つ木 

東京都多摩市 ― 10,940 ボンセジュール永山 

神奈川県藤沢市 ― 6,843 ボンセジュール湘南台 



(注) 帳簿価額は建物付属設備及び工具器具備品の合計額であります。 

３ 株式会社ゼクスペットコミュニティの帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び動物であり、金額には消費税等が

含まれておりません。 

なお、わんにゃんワールド多摩他(東京都多摩市)の敷地34,669.81 ㎡(持分：26532/60780)は、期間15年の定期借地契約

により賃借しております。 

４ 株式会社チャ－ミング・エイジ研究所の帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。なお、金額には消費税

等が含まれておりません。 

また、上記施設の敷地(7,676.77㎡)は、期間50年の定期借地契約により賃借しております。 

５ 株式会社チャーミング・リゾート那須、株式会社チャーミング・リゾート関越、株式会社チャーミング・リゾート藤岡、

株式会社チャーミング・リゾート沖縄、株式会社ゼクスアクティブ・エイジ、株式会社チャーミング・リゾーツ、有限会

社ゼット投信、株式会社中央コーポレーションの帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。 

６ 株式会社チャーミング・リゾートワイルドダックの帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品、コース勘定及び立木で

あります。なお、金額には消費税等が含まれておりません。 

７ 株式会社チャーミング・リゾート都ゴルフ倶楽部の帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品、コース勘定及び建設仮

勘定であります。 

８ 有限会社すんぷ夢ひろばの帳簿価格のうち「その他」は、工具器具備品および美術品であります。なお、金額には消費税

等が含まれておりません。 

  

９ 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は〔 〕内に外数で示しております。 

  

10 上記の他、主要なリース設備は、次のとおりであります。 

東京都府中市 ― 4,411 ボンセジュール白糸台 

東京都世田谷区 ― 2,305
ボンセジュール 
千歳船橋 

東京都大田区 ― 2,595 ボンセジュール羽田 

千葉県市川市 ― 886
ボンセジュールフェリ
エ南行徳デイサービス 

埼玉県さいたま市北区 ― 1,907 ボンセジュール大宮 

神奈川県川崎市多摩区 ― 6,281 ボンセジュール中野島 

東京都日野市 ― 4,320 ボンセジュール日野 

神奈川県川崎市高津区 ― 2,116
ボンセジュール 
武蔵新城 

千葉県千葉市中央区 ― 1,310 ボンセジュール千葉 

兵庫県伊丹市 ― 81 ボンセジュール伊丹 

千葉県千葉市花見川区 ― 2,411 ボンセジュール花見川 

愛知県小牧市 ― 974 ボンセジュール小牧 

神奈川県秦野市 ― 665
ボンセジュール秦野渋
沢 

埼玉県草加市 ― 2,039 ボンセジュール草加 

東京都品川区 ― 2,267 ボンセジュール東品川 

東京都大田区 ― 299 ボンセジュール南千束 

東京都西東京市 ― 529 ボンセジュール保谷 

千葉県千葉市稲毛区 ― 512 グループホーム宮野木 

千葉県八千代市 ― 897
ショートステイ八千代
台 

合計 ― 102,571   

会社名 
セグメントの 

名称 
事業所
(所在地) 

設備の内容 リース期間
年間リース料 

(千円) 

リース契約
残高 
(千円) 

株式会社 
ゼクスコミュニティ 

シニアハウ
ジング＆サ
ービス事業 

介護付高齢
者住宅 
(神奈川県横
浜市青葉区)
他19件 

介護用
什器備品 

5～6年 123,519 649,950

株式会社 
ゼクスペットコミュ
ニティ 

その他施設
運営事業 
(カルチャー
部門) 

わんにゃん
ワールド多
摩 
(東京都多摩
市) 

学院及び
テ ー マ パ
ー ク 施 設
内備品他 

2～5年 13,341 31,981

株式会社 その他施設

チャーミン
グ・リ ゾ ー
ト那須グリ 機械装置、



チャーミング・ 
リゾート那須 

運営事業 
(リゾート部
門) 

ーンコース
倶楽部他 
(栃木県那須
郡那須町) 

車両及び
什器備品 

2～5年 27,763 70,242

株式会社 
チャーミング・ 
リゾート藤岡 

その他施設
運営事業 
(リゾート部
門) 

チャーミン
グ・リ ゾ ー
ト藤岡ゴル
フ倶楽部 
(群馬県藤岡
市) 

機械装置、
及び 
什器備品 

5年 20,122 76,394

株式会社 
チャーミング・ 
リゾート都 

その他施設
運営事業 
(リゾート部
門) 

チャーミン
グ・リ ゾ ー
ト都ゴルフ
倶楽部 
(山梨県都留
市) 

機械装置、
及び 
什器備品 

5年 5,542 18,235

株式会社 
チャーミング・ 
リゾート関越 

その他施設
運営事業 
(リゾート部
門) 

チャーミン
グ・リ ゾ ー
ト関越ハイ
ランドゴル
フクラブ 
(群馬県多野
郡吉井町) 

機械装置、
及び 
什器備品 

2～5年 9,155 44,158

株式会社ジーメド 
シニアハウ
ジング＆サ
ービス事業 

本社
(東京都千代
田区) 

車両及び
医療関連 
機器 

5年 8,712 36,996

株式会社チャーミン
グ・リゾートすんぷ 

その他施設
運営事業 
(リゾート部
門) 

すんぷ夢ひ
ろば 
(静岡県静岡
市葵区) 

車両及び
什器備品 

2～5年 58,395 443,127



  

会社名 
セグメントの 

名称 
事業所
(所在地) 

設備の内容 リース期間
年間リース料 

(千円) 

リース契約
残高 
(千円) 

株式会社 
ゼクスアクティブ・
エイジ 
  

シニアハウ
ジング＆サ
ービス事業 

本社
(東京都千代
田区) 

車両 5年 243 4,617

シニアハウ
ジング＆サ
ービス事業 

チャーミン
グ・ス ク ウ
ェ ア 本 郷
（東京都文
京区） 

車両及び
什器備品 

5年 25,203 85,167

シニアハウ
ジング＆サ
ービス事業 

チャーミン
グ・ス ク ウ
ェ ア 舞 子
（兵庫県神
戸 市 垂 水
区） 

車両及び
什器備品 

5年 21,566 214,972

シニアハウ
ジング＆サ
ービス事業 

チャーミン
グ・ス ク ウ
ェ ア 芦 屋
（兵庫県芦
屋市） 

車両及び
什器備品 

5年 27,741 362,038

シニアハウ
ジング＆サ
ービス事業 

チャーミン
グ・ス ク ウ
ェ ア 白 金
（東京都港
区） 

什器備品 5年 58 824

シニアハウ
ジング＆サ
ービス事業 

チャーミン
グ・ス ク ウ
ェ ア 豊 洲
（東京都江
東区） 

什器備品 5年 58 824



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

（1） 重要な設備の新設等 

平成19年５月31日現在 

  

（2） 重要な設備の除却等 

（注） 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

  

  

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

セグメント
の名称 

設備の 
内容 

投資予定額
(千円) 資金調達

方法 
着手年月 完了予定 

完成後の
増加能力 

総額 既支払額 

提出会社 

チャーミン
グ・スクウ
ェア白金 
（東京都港
区） 

シニア 
ハウジング 
＆サービス 

事業 

高齢者
向け一
般住宅 

8,698,117 3,448,405 借入金
平成17年

9月 
平成19年 
12月 

鉄筋コンクリ
ート造 
地下1階 
地上10階 
160戸 

延床面積 
19,063.32㎡ 

提出会社 

チャーミン
グ・スクウ
ェア小金井 
（東京都西
東京市） 

シニア 
ハウジング 
＆サービス 

事業 

高齢者
向け一
般住宅 

15,084,900 3,793,127 借入金
平成20年

4月 
平成21年 

8月 

鉄筋コンクリ
ート造 
地上14階 
464戸 

延床面積 
43,627.40㎡ 

株式会社 
ゼクスコ
ミュニテ

ィ 

ボンセジュ
ール三鷹 
（東京都三
鷹市） 

シニア 
ハウジング 
＆サービス 

事業 

高齢者
向け一
般住宅 

460,000 7,350 借入金
平成19年

5月 
平成19年 
11月 

鉄筋コンクリ
ート造 
地下2階 
地上8階 
塔屋1階建 

66室 
延床面積 
3619.40㎡ 

株式会
社チャ
ーミン
グ・リ
ゾート
藤岡 

チャーミ
ン グ・リ
ゾート藤
岡ゴルフ
倶 楽 部
（群 馬 県
藤岡市） 

そ の 他 施
設 運 営 事
業 
(リゾート
部門) 

ゴルフ
場 

286,650 151,550 借入金
平成18年
11月 

平成19年 
7月 

西コースグリ
ーン１ベント
化改修工事、
散水設備改修

工事等  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

セグメントの名
称 

設備の
内容 

除却時期
除却時帳簿価格

(千円) 

株 式 会 社
ゼクスアクテ
ィブ・エイジ 

芦屋インフォメー
ションセンター
(兵庫県芦屋市) 

シニア 
ハウジング 
＆サービス 

事業 

芦屋モデル
ルーム 

平成19年12月 64,035



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 提出日現在の発行数には、平成19年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法に基づき発行

された新株引受権の権利行使を含む。）により発行された株式数は、含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 以下の新株予約権は、商法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律(平成13年法律

第129号。以下「商法等改正整備法」という。)第19条第１項の規定により新株予約権とみなされる新株引受権

であり、商法等の一部を改正する法律(平成13年法律第128号)により改正される以前の商法280条ノ19の規定に

基づく特別決議により発行された新株引受権であります。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 748,000 

計 748,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年５月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年８月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 215,439 223,503
東京証券取引所
（市場第一部） 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 215,439 223,503 ― ― 



平成12年５月23日の臨時株主総会において特別決議された新株引受権(ストックオプション)の状況 

(注) １ 当該新株引受権については、決議事項及び登記事項を含めて当該事項に関する一切の規定は定めておりません。 

２ 下記に掲げる事由により当社の株式数に変更を生ずる場合または変更を生ずる可能性がある場合には、行使価額を次に定

める算式(「コンバージョン・プライス方式による行使価額調整式」)により調整するものとする。 

(イ)調整前行使価額を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合 

(ロ)株式分割により株式を発行する場合 

(ハ)調整前行使価額を下回る価額をもって当社の普通株式に転換できる、または普通株式の引受権を有する証券を発行す

る場合 

(ニ)調整前行使価額を下回る価額を当初行使価額とする旧商法280条ノ19第２項による新株引受権を付与する場合 

＜コンバージョン・プライス方式＞ 

なお、平成18年5月12日開催の取締役会決議に基づき、平成18年6月1日をもって普通株式１株を２株に分割し、発行価格

は2,233円、資本組入額は2,233円に調整されております。 

３ 上記２により行使価額を調整する場合は、次の算式により株式数の調整を行うものとする。 

この場合に１株未満(端株制度適用の場合は１端株未満)の端数が生ずる場合には、その端数はこれを切り捨てるものとす

る。 

また、利益の資本組入れ等を条件として株式分割を行う場合において、権利行使すべき株主もしくは質権者たることとみ

なす基準日として旧商法224条ノ３第１項に規定された一定の日の翌日から、株式分割の効力が生じ株主となる日の前日

までに新株予約権を行使したものに対しては、次の算出方法により当社の普通株式を発行するものとする。 

なお、平成18年5月12日開催の取締役会決議に基づき、平成18年6月1日をもって普通株式１株を２株に分割し、新株予約

権の目的となる株式の数は294.40株に調整されております。 

４ 当該新株引受権については、権利行使できる株式の上限を以下のとおり定めております。 

被付与者は下記の各期間中において、新株引受権の行使により当該被付与者に対して発行された当社株式の累計が、下記

のそれぞれの期間について規定された株式数を超えない範囲内において権利を行使することが出来る。 

(イ)平成15年５月31日まで 

  付与された新株引受権にかかる株式数の３分の１に相当する株式数 

(ロ)平成15年６月１日から平成16年５月31日まで 

  付与された新株引受権にかかる株式数の３分の２に相当する株式数 

(ハ)平成16年６月１日以降 

  付与された新株引受権にかかる株式数の３分の３に相当する株式数 

５ その他、新株予約権の行使条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成12年５月23日開催の臨時株主総

会及び同日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業員との間で締結した「新株引受権付与契約書」に定

  
事業年度末現在

(平成19年５月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年７月31日) 

新株予約権の数(注)１ ― ― 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(注)３，６ 294.4株 294.4株 

新株予約権の行使時の払込金額(注)１ １株あたり 2,233円 １株あたり 2,233円 

新株予約権の行使期間 
平成14年６月１日から
平成22年５月22日まで 

平成14年６月１日から 
平成22年５月22日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(注)２ 

発行価格 2,233円 

資本組入額 2,233円 

発行価格 2,233円 

資本組入額 2,233円 

新株予約権の行使の条件 (注)４，５ (注)４，５ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４，５ (注)４，５ 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 

調整後 
行使価額 

＝ 
既発行株式数×調整前行使価額 ＋ 新発行株式数×１株当り払込金額 

既発行株式数 ＋ 新発行株式数 

株式数 ＝ 

調整前行使価額をもって権利
行使により発行される株式数 

× 調整前行使価額 

調整後行使価格 

株式数 ＝ 
[ 

調整前
行使価額 

― 
調整後 
行使価額 ] ×

調整前行使価額をもって新株引受権
行使によって発行された株式数 

調整後行使価格 



められています。 

６ 新株引受権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から退職等による権利を喪失した株数を控除した

数のことであります。 

  

② 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、平成14年８月30日開催の定時株主総

会において特別決議された新株予約権(ストックオプション)の状況は、次のとおりであります。 

(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる

調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数についても行われ、調整の結

果生じる１端株未満の端数については、これを切捨てるものとする。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは

吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

なお、株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整による１円

未満の端数は切上げる。 

なお、平成18年5月12日開催の取締役会決議に基づき、平成18年6月1日をもって、普通株式１株を２株に分割し、発行価

格は24,554円、資本組入額は12,277円および新株予約権の目的となる株式の数は672.0株に調整されております。 

２ 新株予約権の行使の条件 

① 権利者は、新株予約権の行使時において一定要件以外は当社および当社子会社の取締役、監査役または従業員であるこ

とを要す。 

② 権利行使が、発行決議の日から２年経過後であること。 

③ 新株予約権の譲渡、質入、その他一切の処分および相続は認めない。 

３ その他、新株予約権の行使条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成14年８月30日開催の定時株主総

会及び平成14年12月９日開催の取締役会決議に基づき、当社および当社子会社の対象取締役、監査役もしくは従業員との

間で締結した「新株予約権割当契約」に定められています。 

  

③ 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、平成15年８月27日開催の定時株主総

会において特別決議された新株予約権(ストックオプション)の状況は、次のとおりであります。 

  
事業年度末現在

(平成19年５月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年７月31日) 

新株予約権の数  23個   23個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(注)１   515.2株 515.2株 

新株予約権の行使時の払込金額(注)１ １株あたり 24,554円 １株あたり 24,554円 

新株予約権の行使期間 
平成16年８月31日から
平成24年８月30日まで 

平成16年８月31日から 
平成24年８月30日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(注)１ 

発行価格 24,554円 

資本組入額 12,277円 

発行価格 24,554円 

資本組入額 12,277円 

新株予約権の行使の条件 (注)２，３ (注)２，３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)２，３ (注)２，３ 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率 

      
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当り払込金額 

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 分割・新規発行による増加株式数 

  
事業年度末現在

(平成19年５月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年７月31日) 

新株予約権の数(注)２ 520個 515個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 



(注)１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる

調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整

の結果生じる１株未満の端数については、これを切捨てるものとする。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは

吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整による1円未満の

端数は切上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整による１円未満の端数は切上

げる。 

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしく

は吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。 

なお、平成18年5月12日開催の取締役会決議に基づき、平成18年6月1日をもって、普通株式１株を２株に分割し、発行価格

は157,636円、資本組入額は78,818円および新株予約権の目的となる株式の数は2,156株に調整されております。 

   ２ 新株予約権の行使の条件 

① 権利者は、新株予約権の権利行使時において一定要件を満たす場合以外は、当社および当社子会社の取締役、監査役、

従業員、顧問であることを要す。 

② 新株予約権者の質入その他一切の処分及び相続は認めない。 

３  その他、新株予約権の行使条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成15年８月27日開催の定時株主

総会及び平成16年７月２日開催の取締役会決議に基づき、当社および当社子会社の対象取締役、監査役、従業員もしくは

顧問との間で締結した「新株予約権割当契約」に定められています。 

  

④ 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、平成16年８月25日開催の定時株主総

会において特別決議された新株予約権(ストックオプション)の状況は、次のとおりであります。 

新株予約権の目的となる株式の数(注)１ 2,080株 2,060株 

新株予約権の行使時の払込金額(注)１ １株あたり 157,636円 １株あたり 157,636円 

新株予約権の行使期間 
平成19年９月１日から
平成25年８月27日まで 

平成19年９月１日から 
平成25年８月27日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(注)１ 

発行価格 157,636円 

資本組入額 78,818円 

発行価格 157,636円 

資本組入額 78,818円 

新株予約権の行使の条件 (注)２，３ (注)２，３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)２，３ (注)２，３ 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率 

調整後 
払込金額 

＝ 調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当り払込金額 

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 

  
事業年度末現在

(平成19年５月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年７月31日) 

新株予約権の数(注)２ 2,095個 2,072個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(注)１ 4,190株 4,144株 

新株予約権の行使時の払込金額(注)１ １株あたり 158,385円 １株あたり 158,385円 

新株予約権の行使期間 
平成20年９月１日から
平成26年８月25日まで 

平成20年９月１日から 
平成26年８月25日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(注)１ 

発行価格 158,385円 

資本組入額 79,193円 

発行価格 158,385円 

資本組入額 79,193円 

新株予約権の行使の条件 (注)２，３ (注)２，３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)２，３ (注)２，３ 



(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる

調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果

生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとする。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは

吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整による１円未満

の端数は切上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整による１円未満の端数は切上

げる。 

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしく

は吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。 

なお、平成18年5月12日開催の取締役会決議に基づき、平成18年6月1日をもって、普通株式１株を２株に分割し、発行価

格は158,385円、資本組入額は79,193円および新株予約権の目的となる株式の数は4,416株に調整されております。 

   ２ 新株予約権の行使の条件 

① 権利者は、新株予約権の権利行使時において一定要件を満たす場合以外は、当社および当社子会社の取締役、監査

役、使用人であることを要す。 

② 新株予約権者の質入その他一切の処分及び相続は認めない。 

３ その他、新株予約権の行使条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成16年８月25日開催の定時株主総

会及び平成17年６月30日開催の取締役会決議に基づき、当社および当社子会社の対象取締役、監査役、もしくは使用人と

の間で締結した「新株予約権割当契約」に定められています。 

  

  

⑤ 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、平成17年８月26日開催の定時株主総

会において特別決議された新株予約権(ストックオプション)の状況は、次のとおりであります。 

(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる

調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果

生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとする。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率 

調整後 
払込金額 

＝ 調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当り払込金額 

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 

  
事業年度末現在

(平成19年５月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年７月31日) 

新株予約権の数(注)２  2,306個  2,270個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(注)１    4,612株    4,540株 

新株予約権の行使時の払込金額(注)１ １株あたり 285,000円 １株あたり 285,000円 

新株予約権の行使期間 
平成18年９月１日から
平成27年８月26日まで 

平成18年９月１日から 
平成27年８月26日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(注)１ 

発行価格 285,000円 

資本組入額 142,500円 

発行価格 285,000円 

資本組入額 142,500円 

新株予約権の行使の条件 (注)２，３ (注)２，３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)２，３ (注)２，３ 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率 



吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整による１円未満

の端数は切上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整による１円未満の端数は切上

げる。 

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしく

は吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。 

なお、平成18年5月12日開催の取締役会決議に基づき、平成18年6月1日をもって、普通株式１株を２株に分割し、発行価

格は285,000円、資本組入額は142,500円および新株予約権の目的となる株式の数は4,770株に調整されております。 

   ２ 新株予約権の行使の条件 

① 権利者は、新株予約権の権利行使時において一定要件を満たす場合以外は、当社および当社子会社の取締役、監査

役、使用人であることを要す。 

② 新株予約権者の質入その他一切の処分及び相続は認めない。 

３ その他、新株予約権の行使条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成17年８月26日開催の定時株主総

会及び平成18年２月10日開催の取締役会決議に基づき、当社および当社子会社の対象取締役、監査役、もしくは使用人と

の間で締結した「新株予約権割当契約」に定められています。 

  

  

⑥ 平成13年改正旧商法第341条ノ2の規定に基づき、次のとおり新株予約権付社債を発行しております。 

  

(注)  当社が本新株予約権付社債発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る発行価額又は処分価額で新たに当社普通株式を発

行又は当社の有する当社普通株式を処分する場合、次の算式により調整する。 

（なお、「既発行株式数」には当社が有する当社普通株式数は含まない。） 

また、転換価額は、当社普通株式の分割または併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請

求できる新株予約権の発行、当社による一定の財産、金銭、株式等の当社株主への分配、その他本新株予約権付社債の要項

調整後 
払込金額 

＝ 調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当り払込金額 

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 

2010年5月31日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債（平成17年6月13日発行） 

  
事業年度末現在

(平成19年５月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年７月31日) 

新株予約権の数    415個   415個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(注) 12,434.2株 12,434.2株 

新株予約権の行使時の払込金額(注) １株あたり 166,878.4円 １株あたり 166,878.4円 

新株予約権の行使期間 
平成17年６月27日から
平成22年５月17日まで 

平成17年６月27日から 
平成22年５月17日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(注) 

発行価格 166,878.4円 

資本組入額 83,440.0円 

発行価格 166,878.4円 

資本組入額 83,440.0円 

新株予約権の行使の条件 
各本新株予約権の一部行使
はできないものとする 

各本新株予約権の一部行使 
はできないものとする 

新株予約権の譲渡に関する事項 該当事項はありません 該当事項はありません 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 

新株予約権付社債の残高（千円） 2,075,000 2,075,000 

        
既発行株式数 ＋

新発行・   １株当り発行 
処分株式数  ×  又は処分価額 

調整後 
転換価額 

＝ 
調整前 
転換価額 

× 
１株当り時価 

既発行株式数 ＋発行または処分株式数 



に定める一定の場合にも適宜調整される。但し、当社のストック・オプション制度によるオプションの付与その他本新株

予約権付社債の要項に定める一定の場合には調整は行われない。 

なお、平成18年5月12日開催の取締役会決議に基づき、平成18年6月1日をもって、普通株式１株を２株に分割し、発行価格

は166,878.4円、資本組入額は83,440円および新株予約権の目的となる株式の数は12,554.05株に調整されております。 

  

  



⑦ 会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、次のとおり新株予約権を発行しております。 

  

(注) １ 本新株予約権1個の行使請求により当社が当社普通株式を交付する数(以下「交付株式数」という。)は、200,000,000円

(以下「出資金額」という。)を行使価額(以下に定義する。)で除して得られる最大整数とし、本新株予約権複数個の行使

請求により当社が当社普通株式を交付する数は、行使請求の対象となった本新株予約権の数に出資金額を乗じた金額(以

下「出資金総額」という。) を行使価額で除して得られる最大整数とする（１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨

て、現金による調整は行わない。）。なお、本新株予約権の目的たる株式の総数の上限は、本新株予約権の総数に出資金

額を乗じた金額を行使価額で除して得られる最大整数となる。ただし、行使価額が修正または調整された場合は、本新株

予約権の目的たる株式の総数は変更される。 

２ ①本新株予約権1個の行使に際して出資される財産の価額は、上記１に定める出資金額とする。なお、修正開始日（以下

に定義する。）後の包括行使請求または個別行使請求に基づく本新株予約権の行使に際して新株予約権1個につき出資

される財産の価額もこれと同額とする。 

      ②本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあたり用いられる当社普通株式1株あたりの価額

（以下「行使価額」という。）は、当初334,500円とする。ただし、下記③または下記④に従い、修正または調整され

る。 

     ③当社は、平成19年2月14日以降、平成20年11月13日までの間、当社取締役会が資金調達のために必要 

       と認め、かつ、本新株予約権と同時に発行される第1回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付

社債間限定同順位特約付）に付された新株予約権の全てが、その権利を行使できなくなった場合には、修正開始日（行

使価額修正の決定を行った日（以下「行使価額修正決議日」という。）の6銀行営業日後の日をいい、以下「修正開始

日」という。）以降、本新株予約権の要項に従って本新株予約権の行使価額が修正される旨を決定（以下「行使価額修

正の決定」という。）することができ、この決定を行った場合には、当社は、行使価額修正の決定が行われたことおよ

び修正開始日を、行使価額修正決議日に、新株予約権原簿に記載された各新株予約権者に通知するものとする。 

      行使価額修正の決定が行われた場合、行使価額は、修正開始日（当日を含む。）から修正開始日の翌月の第3金曜日ま

で（当日を含む。）の期間においては、行使価額修正決議日の前銀行営業日まで（当日を含む。）の3連続取引日（た

だし、終値（気配表示を含む。以下同じ。）のない日は除き、行使価額修正決議日の前銀行営業日が取引日でない場合

には、行使価額修正決議日の前銀行営業日の直前の取引日までの3連続取引日とする。以下「修正開始日行使価額算定

期間」という。）の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値の90％に相当する

金額（1,000円未満を切り捨てる。）に、修正開始日の翌月の第3金曜日の翌日以後においては、毎月第3金曜日（以下

「決定日」という。）の翌日以降、決定日まで（当日を含む。）の3連続取引日（ただし、終値のない日は除き、決定

日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日までの3連続取引日とする。以下「修正後行使価額算定期間」とい

う。）の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値の90％に相当する金額

（1,000円未満を切り捨てる。）に、それぞれ修正される（修正後の行使価額を以下「修正後行使価額」という。）。

なお、修正開始日行使価額算定期間または修正後行使価額算定期間内に、行使価額の調整事由が生じた場合には、修正

後行使価額は、本新株予約権の要項に従い当社が適当と判断する値に調整される。 

ただし、かかる算出の結果、修正後行使価額が111,500円（ただし、④による調整を受ける。以下「下限行使価額」と

いう。）を下回る場合には、修正後行使価額は下限行使価額とし、修正後行使価 額が446,000円（ただし、④による調

整を受ける。以下「上限行使価額」という。）を上回る場合には、修正後行使価額は上限行使価額とする。 

   ④当社は、本新株予約権の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社普通株式数に変更を生じる場合または変更を

第２回乃至第６回新株予約権（平成18年11月14日発行） 

  
事業年度末現在

(平成19年５月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年７月31日) 

新株予約権の数   25個  20個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(注１) 28,735株 31,250株 

新株予約権の行使時の払込金額 (注２) (注２) 

新株予約権の行使可能期間 
平成19年２月14日から
平成21年11月13日まで 

平成19年２月14日から 
平成21年11月13日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(注３) 

発行価格 334,500円 

資本組入額 167,250円 

発行価格 334,500円 

資本組入額 167,250円 

新株予約権の行使の条件(注４) 
各本新株予約権の一部行使
はできないものとする。 

各本新株予約権の一部行使 
はできないものとする 

新株予約権の譲渡に関する事項 該当事項はありません 該当事項はありません 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 



生ずる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）をもって行使価額を調整する。 

  ３ 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第40条の定める 

ところに従って算出された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果1円未満の端数を生ずる場合は、その

端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とす

る。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

  既発行 

普通株式数 
＋ 

交付普通株式数×1株あたりの払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
時 価 

既発行普通株式数 ＋ 交付普通株式数 



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 第１回および第３回新株引受権付社債の新株引受権の権利行使による増加であります。 

２ １株を1.4株にする株式分割による増加であります。 

３ 有償一般募集(ブックビルディング方式、発行価格：300,000円、引受価額：282,000円、発行価額：212,500円、資本組入

額：106,250円)による増加であります。 

４ 第１回ストックオプションの権利行使による増加であります。 

５ 第１回ストックオプションの権利行使による増加であります。 

６  第２回新株引受権付社債の新株引受権の権利行使による増加であります。 

７ 2009年5月31日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の権利行使による増加であります。 

８  １株を４株にする株式分割による増加であります。 

    ９  第１回および第２回ストックオプションの権利行使による増加であります。 

   10 2009年5月31日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の権利行使による増加であります。 

11 １株を２株にする株式分割による増加であります。 

12  第１回および第２回ストックオプションの権利行使による増加であります。 

13 2009年5月31日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債および2010年5月31日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債の新

株予約権の権利行使による増加であります。 

   14 １株を２株にする株式分割による増加及び第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の権利行使並びに第１回新株予約権

の権利行使よる増加であります。  

15 平成19年６月１日から平成19年７月31日までの間に、第２回新株予約権の権利行使により、発行済株式総数が8,064株、

資本金が500百万円及び資本準備金が500百万円増加しております。 

年月日 
発行済株式
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成14年６月１日 
平成15年５月31日 

(注)１ 
3,025 6,378 151,250 424,350 ― 140,600

平成15年１月31日 
(注)２ 

2,551.2 8,929.2 ― 424,350 ― 140,600

平成15年４月22日 
(注)３ 

600 9,529.2 63,750 488,100 105,450 246,050

平成15年５月31日 
(注)４ 

21 9,550.2 749 488,849 ― 246,050

平成15年６月１日 
平成16年５月31日 

(注)５ 
76 9,626.2 1,482 490,332 ― 246,050

平成15年６月１日 
平成16年５月31日 

(注)６ 
175 9,801.2 6,249 496,582 ― 246,050

平成15年６月１日 
平成16年５月31日 

(注)７ 
702.68 10,503.88 194,993 691,575 194,993 441,043

平成16年2月20日 
(注)８ 

29,265.6 39,769.48 ― 691,575 ― 441,043

平成16年６月１日 
平成17年５月31日 

(注)９ 
518.40 40,287.88 11,135 702,710 9,595 450,639

平成16年６月１日 
平成17年５月31日 

(注)10 
2,522.44 42,810.32 364,987 1,067,698 364,987 815,626

平成16年12月20日 
(注)11 

40,094.78 82,905.10 ― 1,067,698 ― 815,626

平成17年６月１日 
平成18年５月31日 

(注)12 
244.40 83,149.50 5,817 1,073,516 5,775 821,401

平成17年６月１日 
平成18年５月31日 

(注)13 
10,393.66 93,543.16 1,602,460 2,675,976 1,602,460 2,423,862

平成18年６月１日 
平成19年５月31日 

(注)14 
121,690.16 215,439 2,552,374 5,228,351 2,552,374 4,976,236



(5) 【所有者別状況】 

平成19年５月31日現在 

(注)自己株式622株は、「個人その他」に含まれております。 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年５月31日現在 

(注)   JPモルガン・アセット・マネジメント株式会社から、平成19年５月30日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書によ
り、平成19年５月23日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当連結会計年度末の実質所
有株式数の確認ができない部分については、上記「大株主の状況」には含めておりません。 
なお、当該大量保有報告書に記載の保有株式数及び平成19年５月31日現在の発行済株式総数に対する所有株式数の割合は以

下のとおりであります。 

区分 

株式の状況 

端株の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 34 27 76 70 3 4,746 4,956 ―

所有株式数 
(株) 

― 28,545 4,053 62,703 44,033 115 75,990 215,439 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― 13.25 1.88 29.10 20.44 0.05 35.27 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社ヒロ・アセット 東京都港区六本木1丁目5-3-2005 44,000 20.42 

平山 啓行 東京都港区 10,032 4.65 

増田 達哉 東京都目黒区 9,280 4.30 

高山 美代子 大阪府大阪市天王寺区 8,968 4.16 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海1丁目8-11 8,329 3.86 

ザ チェース マンハッタン 
バンク エヌエイ ロンドン 
エス エル オムニバス アカ
ウント(常任代理人 株式会社み
ずほコーポレート銀行兜町証券
決済業務室) 

WOOLGATE HOUSE，COLEMAN STREET
LONDONEC2P 2HD，ENGLAND 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

6,643 3.08 

エスイービー エージー(常任代
理人 株式会社三菱東京ＵＦＪ
銀行決済事業部) 

MAINZER LANDSTR，16 D－60437
FRANKFURT F，R，GERMANY 
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号) 

6,400 2.97 

金井 和彦 東京都世田谷区 5,280 2.45 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町2丁目11-3 4,864 2.25

中山 健蔵 東京都西東京市 4,816 2.23 

計 ― 108,612 50.41 

大量保有報告者 住所 
所有株式数 

（株） 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合(％) 

JPモルガン・アセット・マネジメン
ト株式会社 

東京都千代田区丸の内2丁目7
番3号 東京ビルディング 

24,711 11.47



 (7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年５月31日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成19年５月31日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
普通株式 622

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 214,817 214,817 同上 

発行済株式総数 215,439 ― ― 

総株主の議決権 ― 214,817 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
株式会社ゼクス 

東京都千代田区内幸町一
丁目１番７号 

622 ― 622 0.29 

計 ― 622 ― 622 0.29 



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

① 平成12年５月23日の臨時株主総会において特別決議された新株引受権(ストックオプション)の状況 

  

(注) 新株予約権の内容については、「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

  

② 平成14年８月30日の定時株主総会において特別決議された新株予約権(ストックオプション)の状況 

  

(注) 新株予約権の内容については、「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

  

決議年月日 平成12年５月23日 

付与対象者の区分及び人数 従業員 26名 

新株予約権の目的となる株式の種類 (注) 

株式の数 (注) 

新株予約権の行使時の払込金額 (注) 

新株予約権の行使期間 (注) 

新株予約権の行使の条件 (注) 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) 

代用払込みに関する事項 (注) 

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

(注) 

決議年月日 平成14年８月30日 

付与対象者の区分及び人数 
当社監査役        １名  当社従業員        14名
当社子会社の取締役    ５名  当社子会社の従業員    11名 

新株予約権の目的となる株式の種類 (注) 

株式の数 (注) 

新株予約権の行使時の払込金額 (注) 

新株予約権の行使期間 (注) 

新株予約権の行使の条件 (注) 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) 

代用払込みに関する事項 (注) 

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

(注) 



③ 平成15年８月27日の定時株主総会において特別決議された新株予約権(ストックオプション)の状況 

  

(注) 新株予約権の内容については、「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

  

④ 平成16年８月25日の定時株主総会において特別決議された新株予約権(ストックオプション)の状況 

  

(注) 新株予約権の内容については、「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

⑤ 平成17年８月26日の定時株主総会において特別決議された新株予約権(ストックオプション)の状況 

  

決議年月日 平成15年８月27日 

付与対象者の区分及び人数  
当社取締役        ２名  当社監査役        ３名
当社従業員        57名  当社顧問         ３名 
当社子会社の取締役    ５名  当社子会社の従業員    112名 

新株予約権の目的となる株式の種類 (注) 

株式の数  (注) 

新株予約権の行使時の払込金額  (注) 

新株予約権の行使期間 (注) 

新株予約権の行使の条件 (注) 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) 

代用払込みに関する事項 (注) 

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

(注) 

決議年月日 平成16年８月25日 

付与対象者の区分及び人数  
当社取締役        ２名  当社監査役        ３名
当社使用人        95名   
当社子会社の取締役    ８名  当社子会社の使用人    274名 

新株予約権の目的となる株式の種類 (注) 

株式の数  (注) 

新株予約権の行使時の払込金額  (注) 

新株予約権の行使期間 (注) 

新株予約権の行使の条件 (注) 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) 

代用払込みに関する事項 (注) 

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

(注) 

決議年月日 平成17年８月26日 

付与対象者の区分及び人数  
当社取締役        ２名  当社監査役        ３名
当社使用人        105名   
当社子会社の取締役    11名  当社子会社の使用人    60名 

新株予約権の目的となる株式の種類 (注) 



(注) 新株予約権の内容については、「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

  

株式の数  (注) 

新株予約権の行使時の払込金額  (注) 

新株予約権の行使期間 (注) 

新株予約権の行使の条件 (注) 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) 

代用払込みに関する事項 (注) 

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

(注) 



⑥ 平成19年８月24日の定時株主総会において特別決議された新株予約権(ストックオプション)の状況 

  

(注) １ 付与対象者の区分及び人数の詳細は、当社取締役会において決定するものとする。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる

調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果

生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとする。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは

吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

３ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権の行使により発行する１株あたりの金額（以下「行

使価額」という）に新株予約権１個あたりの目的となる株式数を乗じた金額とする。 

行使価額は、新株予約権を割当てする日の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く)における東京証券取引所に

おける当社株式普通取引の終値の平均値(1円未満の端数は切り上げる)とする。ただし、当該金額が割当日の東京証券取

引所の終値(当日に取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値)を下回る場合は、当該終値を行使価額とする。 

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整による１円未満

の端数は切上げる。 

また、時価を下回る価額で募集株式を発行（株式の無償割当による株式の発行および自己株式を交付する場合を含み、新

株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合および当社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除

く）するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整による１円未満の端数は切上げる。 

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしく

は吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。 

４ 新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、新株予約権の行使時において当社および当社子会社の取締役、監査役、従業員であることを要す。た

だし、当社および当社子会社の取締役、監査役を任期満了で退任した場合、定年で退職した場合は、退任および退職後

6ヶ月間に限り行使できるものとする。 

② 新株予約権の質入その他一切の処分および相続は認めない。 

③ その他詳細、条件は、当社取締役会において決定するものとする。 

  ５ 合併等における新株予約権の交付 

    当社は、当社株主総会および取締役会決議において定めるところに従い、当社を消滅会社とする合併、 

当社を分割会社とする吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転を行う場合において、それぞれ合 

併契約等の規定に従い、本新株予約権の新株予約権者に対して、それぞれ合併後存続する株式会社等の 

新株予約権を交付することができる。 

決議年月日 平成19年８月24日 

付与対象者の区分及び人数  当社及び当社子会社の従業員(注)1 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数  3,000株を上限とする (注)2 

新株予約権の行使時の払込金額  (注)２，３ 

新株予約権の行使期間 
割当日の翌日から３年を経過した日から平成28年8月31日までの範囲内
で、当社取締役会において決定する 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとす
る。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

(注)５ 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率 

調整後 
行使価額 

＝ 調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当り払込金額 

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 
  

  

(注) 当事業年度における自己株式の取得は、平成18年５月31日開催の取締役会決議に基づき、平成18年６月１日付をもって当

社普通株式１株を２株に分割したことによる増加であります。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

  

【株式の種類等】 普通株式 

区分 株式数（株） 価額の総額（千円） 

当事業年度における取得自己株式 311.16(注) ― 

当期間における取得自己株式 ― ― 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数(株)
処分価額の総額

(千円) 
株式数(株)

処分価額の総額
(千円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他（市場で売却） 0.32 64 ― ― 

保有自己株式数 622              ― 622 ― 



３ 【配当政策】 

当社は、株主への長期的利益還元を経営の重要な課題と位置付けております。 

配当政策については、企業体質の強化と将来の事業展開の為に内部留保の充実を図るとともに、業績に応じた配当

を継続的に行うことを基本方針としております。また、中期的には連結配当性向20％を目標としております。 

当期の配当につきましては、上記方針に従い、中間配当として1株あたり300円（上場記念配）、期末配当として1

株あたり900円の配当を実施することを決定いたしました。当社は、平成17年6月1日付で１：２の株式分割を実施し

ておりますので、分割前に換算すると前事業年度に対して、実質140％の増配となります。 

配当支払回数につきましては、会社法施行後も期末日を基準とした年1回を継続する方針であります。なお、これ

ら剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当を行う場合については、取締役会でありま

す。なお、当社定款にて「取締役会の決議により毎年11月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」

旨を定めております。また、内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対する備えと、シニ

アハウジング＆サービス事業を積極的に展開していく為の開発費用等として有効投資してまいりたいと考えており

ます。 

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) １  最高・最低株価は、平成16年12月12日以前は日本証券業協会におけるもので第９期は（ ）表示しており、平成16年12

月13日以降はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

当社株式は平成17年4月27日付をもって東京証券取引所市場第二部に上場しており、第９期の上段は市場第二部、下段

は日本証券業協会およびジャスダック証券取引所におけるものであります。また当社は、東京証券取引所市場第二部への

上場に伴い、平成17年4月26日付にてジャスダック証券取引所に対し上場廃止申請を行っております。これに伴い、ジャ

スダック証券取引所における最高・最低株価は、最終取引日である平成17年5月26日までの株価について記載しておりま

す。 

   当社株式は、平成18年11月1日付をもって東京証券取引所市場第二部から市場第一部へ指定替えとなっています。よっ

て、最高・最低株価については、平成18年10月31日以前は東京証券取引所市場第二部におけるものであり、平成18年11月

1日以降は市場第一部のものであります。 

    ２ ※印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価であります。 

  

  

  

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株あたり配当額（円） 

平成19年１月15日 
取締役会決議 

56 300 

平成19年８月24日 
定時株主総会決議 

193 900 

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 

最高(千円) 675
2,200
※795 

353
(636 ※257) 353 

704
※251 

265

最低(千円) 322
629

※317 
285

(471 ※183) 184 
282

※230 
141



(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

（注）１ 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

月別 平成18年12月 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 

最高(千円) 207 217 214 211 200 179 

最低(千円) 171 190 195 181 162 141 



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(株) 

代表取締役 取締役社長 平 山 啓 行 昭和33年１月12日生 

昭和55年４月

平成８年６月

  
平成９年１月

  
  

平成13年４月

  
平成14年10月

  
平成15年10月

平成16年８月

  
平成17年３月

  
平成17年６月

  
平成18年12月

  
平成19年５月

伊藤忠商事㈱入社

当社設立、代表取締役社長就任

(現) 
㈲ゼクスビルケアオペレーション

(現、㈱ゼクスコミュニティ) 
代表取締役就任 
㈱ゼクスアクティブ・エイジ 
代表取締役就任(現) 
㈱チャーミング・エイジ研究所 

代表取締役就任(現) 
㈱ジーメド 代表取締役就任(現) 
㈱チャーミング・リゾート沖縄 

代表取締役就任(現)  
㈱プログレッシブ 取締役就任

(現)  
㈱チャーミング・リゾーツ 代表

取締役就任(現) 
㈱ゼクススポーツ 代表取締役就

任(現) 
ゼクス不動産投資顧問㈱ 代表取

締役就任(現) 

注３ 10,032 

専務取締役   金 井 和 彦 昭和35年７月18日生 

昭和58年４月

平成６年11月

平成８年８月

平成13年６月

平成14年４月

平成18年１月

  
平成18年10月

㈱ポップインターナショナル入社

浅井謙建築設計事務所入社 
当社入社、取締役設計部長就任 
専務取締役就任(現) 
不動産事業開発部長就任 
㈱福祉開発研究所 代表取締役副

社長就任(現) 
㈱ゼクスラーニングコミュニティ 

代表取締役就任（現） 

注３ 5,280 

常務取締役   中 山 健 蔵 昭和36年５月10日生 

昭和59年４月

平成６年４月

平成８年６月

平成18年６月

平成19年１月

㈱朝日住建入社

三木ゴルフ開発㈱入社 
当社入社、取締役総務・人事部長 
常務取締役就任(現) 
㈱チャーミング・リゾートすんぷ 
代表取締役就任（現） 

注３ 4,816 

常務取締役   増 田 達 哉 昭和44年９月17日生 

平成６年４月

平成８年６月

  
平成14年４月

平成18年６月

平成18年８月

平成19年６月

伊藤忠商事㈱入社

当社入社、取締役営業部長(現、不

動産事業開発部長)就任 
取締役財務部長就任 
常務取締役就任 
常務取締役経理部長就任 
常務取締役就任（現） 

注３ 9,280 

取締役   坂 田 雄 一 昭和47年７月５日生 

平成８年４月

平成11年１月

平成14年１月

平成16年６月

平成18年３月

  

平成18年８月

伊藤忠商事㈱入社 

当社入社 

不動産事業開発部長就任 

執行役員不動産事業開発部長就任 

中央毛織㈱（現、㈱中央コーポレ

ーション）取締役就任(現) 

取締役就任(現)、取締役大阪支店

長就任(現) 

注３ 604 



  
  
      

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(株) 

取締役   山 川 隆 義 昭和40年10月２日生

平成７年10月

  

平成11年５月

  

平成12年５月

  

平成15年８月

平成17年６月

  

平成18年６月

ボストンコンサルティンググルー

プ入社 

同社プロジェクトマネージャー就

任 

㈱ドリームインキュベータ取締役

就任 

当社社外取締役就任(現) 

㈱ドリームインキュベータ取締役

副社長就任 

㈱ドリームインキュベータ代表取

締役社長就任(現) 

注３ 100

取締役   荒 木 俊 馬 昭和25年２月１日生

昭和56年４月

  

昭和60年７月

昭和63年９月

  

平成８年７月

  

平成12年６月

平成13年４月

平成18年８月

平成19年８月

弁護士登録 

大野忠男法律事務所入所 

荒木・小林法律事務所開設 

荒木・小林・中島法律事務所開

設 

荒木・小林・加藤法律事務所開

設 

まほろば法律事務所開設(現) 
品川区法律相談員（現） 

㈱アルク 監査役就任（現） 

当社社外取締役就任（現） 

注３ ―

常勤 
監査役   和 泉 忠 義 昭和13年12月９日生

昭和37年４月

  
平成２年３月

  
平成８年３月

  
平成10年４月

  
平成15年２月

平成16年８月

  

平成17年７月

  

平成17年８月

  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

平成18年１月

  

平成18年３月

  

平成18年８月

安宅産業㈱(現、伊藤忠商事㈱)入

社 
Itouchu Brazil S.A. ブラジル会

社副社長兼中南米総支配人席就任 
伊藤忠ファイナンス㈱取締役管理

本部長就任 
同社専務取締役ベンチャーキャピ

タル本部長就任 
当社監査役就任(現) 

㈱ゼクスコミュニティ監査役就任

(現) 

㈱チャーミング・リゾート都ゴル

フ倶楽部監査役就任(現) 

㈱チャーミング・リゾーツ監査役

就任(現) 

㈱チャーミング・リゾート那須監

査役就任(現) 

㈱チャーミング・リゾート藤岡監

査役就任(現) 

㈱チャーミング・リゾート関越監

査役就任(現) 

㈱チャーミング・リゾートワイル

ドダック監査役就任(現) 

㈱チャーミング・リゾート沖縄監

査役就任(現) 

㈱チャーミング・リゾートファイ

ナンス監査役就任(現) 

中央毛織㈱(現、㈱中央コーポレ

ーション)監査役就任(現)  

㈱チャーミング・リゾート都ゴル

フ倶楽部(現) 

注４ ―



  

  

 (注) １ 取締役山川隆義、荒木俊馬の２名は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役和泉忠義、平野巖、木村勇雄、前田征信の４名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 取締役の任期は、平成19年５月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年５月期に係る定時株主総会終結の時までで

あります。 

    ４ 監査役の任期は、平成18年５月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年５月期に係る定時株主総会終結の時までで

あります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(株) 

非常勤 
監査役   平 野   巖 昭和14年７月10日生

昭和38年４月

昭和59年10月

  

平成６年３月

  

平成８年３月

平成11年６月

平成16年８月

平成17年８月

㈱住友銀行 入行 

Sumitomo Finance International 
(ロンドン)社長就任 

ニッカウヰスキー㈱常勤監査役就

任 

同社常務取締役就任 
㈱日本総合研究所常勤監査役就任 

当社監査役就任(現) 
㈱ジーメド監査役就任(現) 

注４ ―

  
  
  
  

非常勤 
監査役 

  
  
  
  

  木 村 勇 雄 昭和16年9月12日生

昭和39年４月

平成４年６月

平成８年６月

平成９年６月

平成14年10月

  
平成17年４月

平成17年８月

  
  
  
  

平成18年８月

㈱大和銀行入行

同社 取締役信託企画部長 
同社 常務取締役信託業務部長 
同社 常任監査役 
㈱りそなホールディングス常勤監

査役 
当社顧問就任 
当社補欠監査役就任 
㈱チャーミング・リゾートすんぷ

監査役就任 
ゼクス不動産投資顧問㈱監査役就

任 
当社監査役就任(現) 

注４ ―

非常勤 
監査役   前 田 征 信 昭和19年２月28日生

昭和43年４月

平成11年５月

  

平成12年５月

  

  

  

平成18年８月

伊藤忠商事㈱入社 

㈱ファミリーマート取締役経理財

務部長就任 

同社常勤監査役就任 

㈱江洋商事監査役就任 

㈱沖縄ファリミーマート監査役就

任 

当社監査役就任(現) 

㈱ゼクスアクティブ・エイジ監査

役就任(現) 

㈱チャーミング・エイジ研究所㈱

監査役就任(現) 

注４ ―

計       
    

計 30,112 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、「不動産価値創造事業を通じて、心の豊かさにつ

ながるホスピタリティサービスを提供する。」というミッションに基づき、適切な経営・監査体制による企業活動

とタイムリーな企業情報の開示により、ステークホルダーに対して利益を還元してゆくことを目的としたコーポレ

ート・ガバナンスを実行していく方針です。 

  

（1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況 

  ① 会社の機関の基本説明 

      取締役会は、社外取締役２名を含む７名で構成され、月１回の定例取締役会のほか、必要に応じ機動的

に臨時取締役会を開催しております。 

     各取締役は各々の判断で意見を述べられる独立性を確保しており、このような環境下で経営上の重要事

項の決定と業務執行の監督を行っております。 

また、当社は監査役制度を採用しております。 

      監査役会は、社外監査役４名（常勤1名、非常勤３名）で構成され、取締役会に出席し、取締役会での議

論を通じて、取締役会及び取締役の独断的な意思決定並びに業務執行の防止に努めております。 

  ② 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況 

     当社では、コーポレートガバナンスの基盤となるコンプライアンス（法令遵守）につきましては「コン

プライアンス委員会」を平成17年５月に設置し、弁護士などの社外専門家とも密接な連携を取りながら、

経営者から従業員に至るまでコンプライアンスの周知徹底を図っております。 

  

（2）リスク管理体制の整備状況 

   当社では、平成17年５月に社長直属の組織として「リスクマネジメント委員会」を設置し、当社を取り巻く

様々なリスクに対応するとともに安定的な収益確保と健全な経営基盤の確立に努めております。 

また、顧問弁護士には、法律上の判断を必要とする場合に適時アドバイスを受けております。 

  

（3）内部監査及び会計監査の状況 

   当社では、内部監査室(人員５)が全部門を対象に業務監査を計画的に実施し、監査結果を報告するととも

に、改善事項の指摘・指導を行うなど、内部統制の向上に努めております。 

   また、当社は、城東監査法人及びあずさ監査法人との間で会社法及び証券取引法に基づく監査契約を締結し

ており、中間期末監査、期末監査のみならず、期中においても適宜監査が実施されております。 

   なお、同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別な利害関係はあ

りません。 

   当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については以下のとおりであ

ります。 



業務を執行した公認会計士の氏名 

 城東監査法人 

      指定社員 業務執行社員  高橋哲雄  大神行徳 

     あずさ監査法人 

      指定社員 業務執行社員  二ノ宮隆雄  小尾淳一 

会計監査業務に係る補助者の構成 

      公認会計士  6名 、 その他  7名 

  

（4）役員報酬及び監査報酬 

   当期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬並びに監査法人に対する監査報酬は以下のとおりで

あります。 

役員報酬 

    取締役に支払った報酬    175,000千円（社外取締役に支払った報酬はありません。） 

    監査役に支払った報酬    21,500千円（すべて社外監査役への報酬であります。） 

監査報酬 

    公認会計士法第2条第1項に規定する業務に基づく報酬 

城東監査法人      21,000千円 

あずさ監査法人     20,000千円 

    上記以外の業務に基づく報酬 

        あずさ監査法人      1,200千円 

  

（5）会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の 

利害関係の概要 

当社は社外取締役２名、社外監査役４名を招聘しております。また社外取締役山川隆義氏は、当連結会計年度

末現在で当社株式100株を所有しております。 

  

  （6）取締役会にて決議できる株主総会決議事項 

     当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる

旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、

市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。 

  

  （7）責任限定契約の内容の概容 

     当社と社外取締役、社外監査役及び会計監査人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を同法第425条第１項が定める限度額を上限とする責任限定契約を締結しております。なお、

当該責任限定契約が認められるのは、当該社外取締役、社外監査役及び会計監査人が責任の原因となった職務

の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。 

  

   

  （8）取締役の定数 

     当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。 

  

  （9）取締役の選任決議の決議要件 



     当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株式の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもっておこなう旨定款に定めております。 

  

  （10）当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっておこなう旨定款に定めております。こ

れは、株主総会における特別決議の客足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営をおこなうことを目

的とするものであります。 

     また、本株主総会終結のときをもって、取締役の解任につき、特別決議から普通決議に変更しております。 

  

経営組織及びコーポレートガバナンス体制の概要（平成19年５月31日） 

  

 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。) に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年６月１日から平成18年５月31日まで)は改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度(平成18年６月１日から平成19年５月31日まで)は改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前会計年度(平成17年６月１日から平成18年５月31日まで)は改正前の財務諸表等規則に基づき、当会計年

度(平成18年６月１日から平成19年５月31日まで)は改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

(1) 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年６月１日から平成18年５月31日まで)

の連結財務諸表について、城東監査法人により監査を受けております。 

当連結会計年度(平成18年６月１日から平成19年５月31日まで)の連結財務諸表について、城東監査法人及びあず

さ監査法人により監査を受けております。 

  

(2) 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前会計年度(平成17年６月１日から平成18年５月31日まで)の財

務諸表について、城東監査法人により監査を受けております。 

当会計年度(平成18年６月１日から平成19年５月31日まで)の財務諸表について、城東監査法人及びあずさ監査法

人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度

(平成18年５月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               
Ⅰ 流動資産               
１ 現金及び預金     6,339,181     9,663,722   
２ 受取手形及び売掛金 ※１   965,667     3,949,724   
３ 販売用不動産 ※1,5   2,791,737     2,761,212   
４ 仕掛販売用不動産 ※１   15,336,025     34,281,358   
５ 仕掛品 ※1,3   1,401,180     2,352,034   
６ その他のたな卸資産     759,121     853,177   
７ 繰延税金資産     125,466     921,854   
８ その他     2,343,438     6,772,295   

貸倒引当金     △22,619     △19,139   
流動資産合計     30,039,200 30.3   61,536,239 41.9 

Ⅱ 固定資産               
１ 有形固定資産               
(1) 建物及び構築物 ※1,4,5 23,954,280     40,257,939     

減価償却累計額   4,411,845 19,542,434   6,046,837 34,211,102   
(2) 機械装置及び運搬具 ※１ 958,090     1,017,491     

減価償却累計額   905,848 52,241   932,281 85,209   
(3) 工具器具備品   505,665     847,536     

減価償却累計額   289,535 216,129   429,861 417,674   
(4) 土地 ※1,4,5   29,338,848     27,544,297   
(5) 建設仮勘定 ※１   4,962,592     1,042,277   
(6) その他   247,230     445,677     

減価償却累計額   4,267 242,963   4,400 441,277   
有形固定資産合計     54,355,209 54.7   63,741,838 43.4 

２ 無形固定資産               
(1) 営業権     8,423     ―   
(2) 借地権     656,050     1,398,592   
(3) 商標権     1,454     33,409   
(4) ソフトウェア     46,984     114,244   
(5) 連結調整勘定     852,920     ―   
(6) 電話加入権     8,420     8,599   
(7) のれん     ―     932,137   
無形固定資産合計     1,574,254 1.6   2,486,984 1.7 

３ 投資その他の資産               
(1) 投資有価証券 ※1,6,9   6,876,711     9,644,945   
(2) 長期貸付金     1,049,133     2,286,651   
(3) 差入保証金 ※１   3,119,284     4,306,923   
(4) 繰延税金資産     215,698     259,170   
(5) その他 ※１   1,096,685     1,105,299   

貸倒引当金     △63,150     △53,150   
投資その他の資産合計     12,294,363 12.4   17,549,840 12.0 
固定資産合計     68,223,827 68.7   83,778,663 57.1 

Ⅲ 繰延資産               
１ 開業費     1,042,530     1,398,309   

 ２ 創立費     1,342     559   
繰延資産合計     1,043,872 1.0   1,398,869 1.0 
資産合計     99,306,900 100.0   146,713,772 100.0 

                



  

  
前連結会計年度

(平成18年５月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金     2,377,022     4,948,107   

２ 営業外支払手形     1,155,000     ―   

３ 短期借入金 ※1,9   20,273,823     33,989,010   

４ 一年内償還予定社債     ―     2,424,000   

５ 未払法人税等     731,286     2,760,715   

６ 不動産事業前受金     1,747,001     1,699,468   

７ 預り金 ※10   1,307,313     3,427,822   

８ 賞与引当金     34,984     129,278   

９ 事業損失引当金     ―     1,242,917   

10 その他     2,100,891     4,127,185   

流動負債合計     29,727,322 29.9   54,748,507 37.3 

Ⅱ 固定負債               

１ 社債     344,000     520,000   

２ 新株予約権付社債     2,175,000     2,075,000   

３ 長期借入金 ※１   37,610,454     48,922,617   

４ 長期前受収益 ※７   10,657,703     14,182,960   

５ 預り保証金 ※１   5,348,738     5,089,297   

６ 匿名組合出資預り金     260,767     ―   

７ 繰延税金負債     1,028,080     1,749,555   

８ 建替費用引当金     ―     269,427   

９ その他     57,575     303,051   

固定負債合計     57,482,320 57.9   73,111,911 49.8 

負債合計     87,209,643 87.8   127,860,419 87.1 

                

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     2,675,976 2.7   5,228,351 3.6 

２ 資本剰余金     2,441,478 2.5   4,993,852 3.4 

３ 利益剰余金     2,557,705 2.6   3,795,688 2.6 

４ 自己株式     △89,582 △0.1   △89,582 △0.1 

株主資本合計     7,585,577 7.7   13,928,309 9.5 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１  その他有価証券評価差額金     532,119 0.5   409,307 0.3 

 ２ 繰延ヘッジ損益     ―     △8,925 △0.0 

評価・換算差額等合計     532,119 0.5   400,382 0.3 

Ⅲ 新株予約権     ―     13,525 0.0 

Ⅳ 少数株主持分     3,979,560 4.0   4,511,136 3.1 

純資産合計     12,097,257 12.2   18,853,352 12.9 

負債純資産合計     99,306,900 100.0   146,713,772 100.0 

                



② 【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     23,058,025 100.0   58,906,610 100.0 

Ⅱ 売上原価     16,167,820 70.1   45,902,933 77.9 

売上総利益     6,890,204 29.9   13,003,676 22.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   3,797,954 16.5   6,709,472 11.4 

営業利益     3,092,250 13.4   6,294,203 10.7 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   76,189     113,390     

２ 受取配当金   7,614     41,433     

３ 受取手数料   111,000     ―     

４ 連結調整勘定償却額   1,947     ―     

５ 債権譲渡益   1,529     ―     

６ 持分法による投資利益   60,008     83,690     

７ 保険解約返戻金   ―     153,047     

８ 雑収入   87,953 346,242 1.5 212,090 603,652 1.0 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   888,423     2,289,962     

２ 支払融資手数料   100,199     476,705     

３ 開業費償却   115,554     290,041     

４ 社債発行費   34,742     21,036     

５ その他   44,283 1,183,203 5.1 64,830 3,142,576 5.3 

経常利益     2,255,289 9.8   3,755,279 6.4 

Ⅵ 特別利益               

１ 前期損益修正益   4,881     ―     

 ２ 固定資産売却益 ※２ 307     2,953,555     

 ３ 投資有価証券売却益   223,688     209,295     

 ４ 違約金   329,125     ―     

５ その他   3,049 561,051 2.4 46,907 3,209,758 5.4 

Ⅶ 特別損失               

１ たな卸資産評価損   60,982     34,001     

２ たな卸資産処分損   11,269     ―     

３ 固定資産売却損 ※３ 2,842     ―     

４ 固定資産除却損 ※４ 60,148     65,461     

５ 減損損失 ※５ 174,760     6,058     

６ 投資有価証券評価損   1,999     175,258     

７ 特別退職金   335,416     ―     

８ ビル建替費用   ―     332,986     

９ 子会社再編費用   ―     69,097     

10 事業損失引当金繰入   ―     1,242,917     

11 その他    9,009 656,428 2.8 103,544 2,029,325 3.4 

匿名組合損益分配前税金
等調整前当期純利益 

    2,159,912 9.4   4,935,712 8.4 

匿名組合損益分配額     △55,500 △0.3   18,826 0.0 

税金等調整前当期純利益     2,104,411 9.1   4,954,539 8.4 

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,017,169     3,190,803     

法人税等調整額   9,579 1,026,748 4.5 △561,371 2,629,432 4.5 

少数株主利益     149,496 0.6   661,690 1.1 

当期純利益     928,165 4.0   1,663,416 2.8 

                



③ 【連結株主資本等変動計算書】 

  

前連結会計年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

（単位：千円） 

  

  

株主資本 評価・換算
差額等 

少数株主 
持分 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本

合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

平成17年５月31日残高 1,067,698 815,626 1,716,166 △154,291 3,445,200 613,651 32,433 

連結会計年度中の変動額               

 新株の発行 1,608,278 1,608,235     3,216,513     

 剰余金の配当     △65,805   △65,805     

 当期純利益     928,165   928,165     

 自己株式の取得       △98,520 △98,520     

自己株式の処分   17,615   163,229 180,845     

連結子会社の増加     △20,821   △20,821     

株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額 

(純額) 
          △81,531 3,947,127 

連結会計年度中の変動額 
合計 

1,608,278 1,625,851 841,539 64,709 4,140,376 △81,531 3,947,127 

平成18年５月31日残高 2,675,976 2,441,478 2,557,705 △89,582 7,585,577 532,119 3,979,560 



  

当連結会計年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 

合計 

平成18年５月31日残高(千

円) 
2,675,976 2,441,478 2,557,705 △89,582 7,585,577 

連結会計年度中の変動額           

 新株の発行 2,552,374 2,552,374     5,104,748 

 剰余金の配当     △149,233   △149,233 

連結範囲の変動     △276,200   △276,200 

当期純利益     1,663,416   1,663,416 

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額 

(純額) 
          

連結会計年度中の変動額 

合計(千円) 
2,552,374 2,552,374 1,237,983 ― 6,342,731 

 平成19年５月31日残高(千

円) 
5,228,351 4,993,852 3,795,688 △89,582 13,928,309 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 繰延ヘッジ損益
評価・換算

差額等合計 

平成18年５月31日残高(千

円) 
532,119 ― 532,119 ― 3,979,560 12,097,257 

連結会計年度中の変動額             

 新株の発行           5,104,748 

 剰余金の配当           △149,233 

連結範囲の変動           △276,200 

当期純利益           1,663,416 

株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額 

(純額) 
△122,812 △8,925 △131,737 13,525 531,575 413,363 

連結会計年度中の変動額 

合計(千円) 
△122,812 △8,925 △131,737 13,525 531,575 6,756,095 

 平成19年５月31日残高(千

円) 
409,307 △8,925 400,382 13,525 4,511,136 18,853,352 



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税金等調整前当期純利益   2,104,411 4,954,539 

２ 減価償却費   604,411 1,855,550 

３ 減損損失   174,760 6,058 

４ 持分法による投資損益   △60,008 △83,690 

５ 連結調整勘定償却額   9,827 ― 

６ のれん償却額   ― 76,777 

７ 貸倒引当金の増減額（△減少）   △213,484 △13,529 

８ 事業損失引当金の増減額（△減少）   ― 1,242,917 

９ 受取利息及び受取配当金   △83,803 △154,823 

10 支払利息   888,423 2,289,962 

11 投資有価証券売却益   △223,688 △209,295 

12 投資有価証券評価損   1,999 175,258 

13 固定資産売却損（△売却益）       2,535 △2,953,555 

14 固定資産除却損         60,148 65,461 

15 ビル建替費用   ― 332,986 

16 売上債権の増減額(△増加)   19,429 △2,988,187 

17 たな卸資産の増減額(△増加)   △10,056,528 △11,340,555 

18 繰延資産の増減額(△増加)   △736,002 △354,796 

19 仕入債務の増減額(△減少)   1,534,458 1,414,578 

20 不動産事業前受金の増減額(△減少)   1,694,115 △1,017,532 

21 匿名組合出資金の増減額(△増加)   △62,962 △1,120,897 

22 長期前受収益の増減額(△減少)   2,243,412 3,166,648 

23 預り保証金の増減額（△減少）   △121,646 △450,745 

24 前払費用の増減額（△増加）   ― △1,897,185 

25 預り金の増減額（△減少）   ― 1,890,980 

26 立替金の増減額（△増加）   ― △1,460,400 

27 その他   228,742 19,323 

小計   △1,991,447 △6,554,151 

28 利息及び配当金の受取額   98,051 153,220 

29 利息の支払額   △901,928 △2,277,935 

30 法人税等の支払額   △883,120 △1,475,729 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △3,678,444 △10,154,595 



  
  

  
  

   
前連結会計年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１ 定期預金の純増減額(△増加)   △103,172 127,817 

２ 投資有価証券の取得による支出   △994,407 △2,563,497 

３ 投資有価証券の売却による収入   405,575 378,765 

４ 有形固定資産の取得による支出   △18,205,724 △17,563,820 

５ 有形固定資産の売却による収入   9,773 8,821,840 

６ 営業譲渡による支出   ― △575,825 

７ 連結の範囲の変更を伴う子会社 
  株式の取得による収支 

  △3,161,616 △1,124,106 

８ 関係会社株式の追加取得による支出   △1,012,953 △41,300 

９ 関係会社株式の売却による収入   ― 616,130 

10 貸付金の回収による収入   2,423,093 1,807,038 

11 貸付けによる支出   △1,706,030 △2,108,576 

12 差入保証金の増加額   △738,317 △988,764 

13 その他   △646,269 △24,384 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △23,730,048 △13,238,683 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１ 短期借入れの純増減額(△減少)   2,961,550 △6,207,637 

２ 長期借入れによる収入   33,534,323 46,999,079 

３ 長期借入金の返済による支出   △9,107,020 △23,172,940 

４ 社債の発行による収入   180,000 2,584,010 

５ 新株予約権付社債の発行による収入   3,965,257 3,994,953

６ 社債の償還による支出   △338,000 △168,000 

７ 株式の発行による収入   11,593 1,015,324 

８ 新株予約権出資金相当額の預かりによる

収入 
  ― 2,000,106 

９ 自己株式の取得・売却による純収支   82,245 ― 

10 株主への配当金の支払額   ― △149,233 

11 少数株主への配当金の支払額   ― △23,875 

12 その他   △65,805 ― 

財務活動によるキャッシュ・フロー   31,224,143 26,871,786 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(△は減少)   3,815,649 3,478,508 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   2,049,112 6,201,508 

Ⅶ 連結範囲の変更による現金及び
現金同等物の期首残高 

  336,746 △29,294

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 6,201,508 9,650,722 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数     25社 

連結子会社の名称 

㈱ゼクスコミュニティ 

㈱チャーミング・エイジ研究所 

㈱ゼクスペットコミュニティ 

㈱ジーメド 

㈱チャーミング・リゾート那須 

㈱チャーミング・コミュニティ 

㈱チャーミング・リゾーツ 

中央毛織㈱ 

㈱チャーミング・リゾート藤岡 

㈱チャーミング・リゾート関越 

他15社 

  

なお、㈱チャーミング・リゾー

ツ、㈱チャーミング・リゾートフ

ァイナンス、㈱チャーミング・コ

ミュニティ豊洲、㈱チャーミン

グ・コミュニティ小金井及び㈲カ

ヌチャ・ゼットは新たに設立した

ことにより、また、㈱チャーミン

グ・リゾート都ゴルフ倶楽部、中

央毛織㈱は株式の取得により新た

に子会社となったことにより、NSB

サ ポ ー ト・フ ァ ン ド ㈲、㈲ RZ 

ONE、及び㈲すんぷ夢ひろばは昨今

の情勢変化に鑑み、当連結会計年

度より連結の範囲に含めておりま

す。 

  

また、㈱チャーミング・リゾート

藤岡、㈱チャーミング・リゾート関

越及び㈱チャーミング・リゾートワ

イルドダックは、平成17年8月24日

にそれぞれ㈱チャーミング・リゾー

ト藤岡ゴルフ倶楽部、㈱チャーミン

グ・リゾート関越ハイランドゴルフ

クラブ及び㈱チャーミング・リゾー

トワイルドダッククラブより商号

を、㈱チャーミング・リゾートすん

ぷは、平成17年10月11日に㈲チャー

ミング・リゾートすんぷより組織及

び商号を変更しております。 

(1) 連結子会社の数     22社 

連結子会社の名称 

㈱ゼクスコミュニティ 

㈱チャーミング・エイジ研究所 

㈱ゼクスアクティブ・エイジ 

㈱チャーミング・リゾート那須 

㈱ジーメド 

㈱チャーミング・リゾート沖縄 

㈱チャーミング・リゾーツ 

㈱中央コーポレーション 

ゼクス不動産投資顧問㈱ 

㈱ゼクススポーツ 

他12社 

  

なお、㈲ゼット投信及び㈲Z・ONE

は、重要性が増したこと等により、

㈱ゼクススポーツ及び㈱ゼクスラー

ニングコミュニティは、新たに設立

したことにより、那覇バスターミナ

ル㈱は、株式の取得により、それぞ

れ当連結会計年度より連結の範囲に

含めております。 

  

また、㈱チャーミング・コミュニ

ティ、㈱チャーミング・コミュニテ

ィ芦屋、㈱チャーミング・コミュニ

ティ白金、㈱チャーミング・コミュ

ニティ豊洲及び㈱チャーミング・コ

ミュニティ小金井は当社への吸収合

併により、また㈲Z・ONEは重要性の

観点から当連結会計年度より連結の

範囲から除外しております。 

  

また、NSBサポート・ファンド㈲

及び他１社は匿名組合契約への出資

比率の減少等により、当連結会計年

度より連結の範囲から除外し、持分

法適用会社としております。 

  

また、㈱中央コーポレーション

は、平成18年10月１日に中央毛織㈱

より商号を変更しております。 



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

  

(2) 非連結子会社名 

中央興産㈱ 

中央リース㈱ 

柏平繊維工業㈱ 

中央ケアサービス㈱ 

他15社 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社のうち4社は、財務
及び営業又は事業の方針を決定する
機関に対する支配力が一時的である
と認められることから、また非連結
子会社のうち15社は、いずれも小規
模会社であり、合計の総資産、売上
高、当期純損益及び利益剰余金(持
分に見合う額)等は、いずれも連結
財務諸表に重要な影響を及ぼしてい
ないため、連結の範囲から除外して
おります。 

(2) 非連結子会社名 

中央興産㈱ 

中央リース㈱ 

柏平繊維工業㈱ 

中央ケアサービス㈱ 

他６社 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、いずれも小規模会社
であり、合計の総資産、売上高、当期純
損益及び利益剰余金(持分に見合う額)等
は、いずれも連結財務諸表に重要な影響
を及ぼしていないため、連結の範囲から
除外しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

(1) 持分法を適用した関連会社数 

１社 

   関連会社の名称 

   東西アセット・マネジメント㈱ 

  

なお、東西アセット・マネジメン

ト㈱は株式の取得により新たに関連

会社となったことから、当連結会計

年度より持分法を適用しておりま

す。 

  

(1) 持分法を適用した関連会社数 

８社 

   関連会社の名称 

   東西アセット・マネジメント㈱ 

㈲RZ ONE 

NSBサポート・ファンド㈲ 

㈲ゼット・スター 

チャーミング・アセット溝の口特定目

的会社 

レオ・アセット特定目的会社 

NSBサポート・ファンド合同会社 

特定目的会社アクロポリス 

  

なお、NSBサポート・ファンド㈲及び

他１社は、上記「１ 連結の範囲に関す

る事項」に記載のとおり、当連結会計年

度よりそれぞれ連結の範囲から除外し、

持分法適用会社としております。 

  

また、チャーミング・アセット溝の口

特定目的会社及び他４社は、新規設立等

に伴い、当連結会計年度より持分法適用

会社としております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

  (2) 持分法を適用しない非連結子会 (2) 持分法を適用しない非連結子会社及



  

社及び関連会社名 

中央興産㈱ 

  中央リース㈱ 

  柏平繊維工業㈱ 

  中央ケアサービス㈱ 

            他17社 

び関連会社名 

中央興産㈱ 

  中央リース㈱ 

  柏平繊維工業㈱ 

  中央ケアサービス㈱ 

            他９社 

  

  持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社のうち4社は、

財務及び営業又は事業の方針を決定

する機関に対する影響力が一時的で

あると認められることから、また、

持分法非適用会社のうち17社はそれ

ぞれ当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除い

ても連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要

性がないため、持分法の適用から除

外しております。 

  

(3) 持分法の適用の手続について特に

記載する必要があると認められる事

項 

持分法適用会社である東西アセッ

ト・マネジメント㈱の決算日は12月

31日であります。連結財務諸表の作

成にあたり、連結決算日現在で実施

した仮決算に基づく財務諸表を使用

しております。 

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、それぞれ当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため、持分

法の適用から除外しております。 

  

  

  

  

  

  

(3) 持分法の適用の手続について特に記載

する必要があると認められる事項 

 持分法適用会社のうち、東西アセッ

ト・マネジメント㈱、チャーミング・

アセット溝の口特定目的会社、レオ・

アセット特定目的会社及びNSBサポー

ト・ファンド合同会社の決算日はそれ

ぞれ12月31日であります。連結財務諸

表の作成にあたり、連結決算日現在で

実施した仮決算に基づく財務諸表を使

用しております。 

 特定目的会社アクロポリスの決算日

は７月31日であります。連結財務諸表

の作成にあたり、連結決算日現在で実

施した仮決算に基づく財務諸表を使用

しております。 

 ㈲RZ ONEの決算日は３月31日であり

ます。連結財務諸表の作成にあたり、

同日現在の財務諸表を使用しておりま

す。 

 NSBサポート・ファンド㈲及び㈲ゼッ

ト・スターの中間決算日は３月31日で

あります。連結財務諸表の作成にあた

り、同日現在で実施した仮決算に基づ

く財務諸表を使用しております。 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち、㈲すんぷ夢ひ

ろば及び㈲RZ ONEの決算日は、それ

ぞれ2月28日、3月31日であります。 

連結財務諸表の作成にあたって

は、同日現在の財務諸表を使用し、

連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を

連結子会社のうち、那覇バスター

ミナル㈱の決算日は３月31日であり

ます。連結財務諸表の作成にあた

り、同日現在の財務諸表を使用し、

連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を

行っております。 



  

  

  

行っております。 

また、NSBサポートファンド㈲の決

算日は、9月30日であります。連結財

務諸表の作成にあっては連結決算日

現在で実施した仮決算に基づく財務

諸表を使用しております。 

  なお、その他の連結子会社の決算

日は、連結決算日と一致しておりま

す。 

なお、中央毛織㈱については、当

連結会計年度より決算日を5月31日に

変更しております。 

  

また、㈲ゼット投信の中間決算日

は３月31日であります。連結財務諸

表の作成にあたり、同日現在で実施

した仮決算に基づく財務諸表を使用

しております。 

なお、その他の連結子会社の決算

日は、連結決算日と一致しておりま

す。 

なお、㈲すんぷ夢ひろばは、当連

結会計年度より決算日を５月31日に

変更しております。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

 その他有価証券 

  ＜時価のあるもの＞ 

決算期末日の市場価格等に基

づく時価法 

    (評価差額は全部純資産直入法 

    により処理し、売却原価は移 

    動平均法により算定しており

ます。) 

  

① 有価証券 

 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

 その他有価証券 

  ＜時価のあるもの＞ 

   連結会計年度末日の市場価格等

に基づく時価法 

   （評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算定しておりま

す。） 

    ＜時価のないもの＞ 

移動平均法による原価法 

ただし、匿名組合出資金は個

別法によっており、詳細は

「(7)②匿名組合出資金の会計

処理」に記載しております。 

  ＜時価のないもの＞ 

同左 

  ② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

  

③ たな卸資産 

 販売用不動産、仕掛販売用不動

産、仕掛品 

 個別法による原価法 

 その他のたな卸資産 

 主として移動平均法による原価法

③ たな卸資産 

販売用不動産、仕掛販売用不動産、

仕掛品 

同左 

 その他のたな卸資産 

同左 

  

 項目 
前連結会計年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産 

  定率法(平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除

く)は定額法)を採用しておりま

す。 

  ただし、定期借地権を設定し賃

借した土地にある建物について

は、残存価額を０円として、使用

期限を耐用年数とした定額法を採

用しております。 

  なお、取得価額10万円以上20万

円未満の少額減価償却資産につい

ては、３年間均等償却を採用して

おります。 

① 有形固定資産 

  定率法(平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除

く)は定額法)を採用しておりま

す。 

  ただし、定期借地権を設定し賃

借した土地にある一部の建物（建

物附属設備を含む）については、

残存価額を０円として、使用期限

を耐用年数とした定額法を採用し

ております。 

  なお、取得価額10万円以上20万

円未満の少額減価償却資産につい

ては、３年間均等償却を採用して



  主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物及び構築物 ２～60年

機械装置及び運搬具 ２～12年

工具器具備品   ３～20年

おります。 

  主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物及び構築物 ２～60年

機械装置及び運搬具 ２～15年

工具器具備品  ３～20年

  ② 無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

  なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間(５年)に基づいておりま

す。 

② 無形固定資産 

同左 

(3) 重要な繰延資産の処理

方     法 

① 開業費 

開業後、効果の発現する期間（５

年間）にわたり均等償却 

  

① 開業費 

開業後、効果の発現する期間（５

年間）にわたり月数を基準とした均

等償却 

  

  

② 社債発行費 

  支払時に全額費用として処理し

ております。 

② 社債発行費 

同左 

  

  ③ 創立費 

設立後、効果の発現する期間（５

年間）にわたり均等償却 

  

― 

  

③ 創立費 

 設立後、効果の発現する期間（５

年間）にわたり月数を基準とした均

等償却 

④ 株式交付費 

 支払時に全額費用として処理して

おります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

(4) 重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

  債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

② 賞与引当金 

  一部の連結子会社については、

従業員に対して支給する賞与に充

てるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

③  退職給付引当金 

 一部の連結子会社については、従

業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。ただし、当

期末においては、年金資産が退職

①  貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

  

② 賞与引当金 

同左 

  

  

  

③  退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  



給付債務を超えているため、投資そ

の他の資産「その他」として計上

しております。 

       ― 

  

  

  

  

  

  

       ― 

  

  

  

④ 建替費用引当金 

  連結子会社（㈱中央コーポレー

ション）において、同社所有ビル

建替え計画により今後発生する損

失に備えるため、当連結会計年度

末における損失負担見込額を計上

しております。 

⑤ 事業損失引当金 

  連結子会社（㈱ゼクスペットコ

ミュニティ）の譲渡により今後発

生する損失に備えるため、当連結

会計年度末における損失負担見込

額を計上しております。 

 (5) 重要なリース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

項目 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップのうち特例処理の

要件を満たしているものについて

は、特例処理を採用しておりま

す。 

  

  

  

  

  

  

前連結会計年度 

(自 平成17年６月１日 

至 平成18年５月31日) 

① ヘッジ会計の方法 

   一部の連結子会社においては、繰

延ヘッジ処理を採用しております。 

 また、金利スワップについて特例処

理の要件を満たしている場合には特

例処理を採用しております。 

  

  

  

  

  
当連結会計年度 

(自 平成18年６月１日 

至 平成19年５月31日) 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

当連結会計年度にヘッジ会計を適

用したヘッジ手段とヘッジ対象は以

下のとおりであります。 

a ヘッジ手段…金利スワップ 

b ヘッジ対象…借入金 

③ ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避

する目的で、デリバティブ取引を

行っており、ヘッジ対象の識別は

個別契約ごとに行っております。 

  

  

  

  

  

  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

個別取引ごとに、有効性を判断

することとしております。なお、

特例処理によっている金利スワッ

プについては、有効性の評価を省

略しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

  

  

③ ヘッジ方針 

    借入金の金利変動リスクを回避

する目的で、デリバティブ取引を

行っており、ヘッジ対象の識別は

個別契約ごとに行っております。 

  一部の連結子会社においては、

当該会社の内部規程である「市場

リスク管理規程」及び「リスク別

管理要領」に基づき、金利変動リ

スクを軽減することを目的に行っ

ております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

  個別取引ごとに、有効性を判断

することとしております。なお、

特例処理によっている金利スワッ

プについては、有効性の評価を省

略しております。 



  

  

  

  

  一部の連結子会社においては、

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー

変動の累計又は相場変動とヘッジ

手段のキャッシュ・フロー変動の

累計又は相場変動を半期ごとに比

較し、両者の変動額を基礎にし

て、ヘッジ有効性を評価しており

ます。 

  

  



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

(7) その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。 

  

  

② 匿名組合出資金の会計処理 

当社は、匿名組合出資を行うに際

して、匿名組合の財産の持分相当額

を「投資有価証券」として計上して

おります。匿名組合への出資時に

「投資有価証券」を計上し、匿名組

合が獲得した純損益の持分相当額に

ついては、「営業損益」に計上する

とともに、同額を「投資有価証券」

に加減し、営業者からの出資金の払

い戻しについては、「投資有価証

券」を減額させております。 

① 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。 

  ただし、一部の連結子会社は税込

方式によっております。 

 ② 匿名組合出資金の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価

については、全面時価評価法を採用

しております。 

  

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定は、原則として子会社

ごとに、発生日後20年以内で均等償却

しております。なお、連結調整勘定が

僅少な場合には、その発生時に全額を

償却しております。 

― 

  

７ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

― 

  

  

  

  

  

 のれんは、子会社ごとに、20年以内

のその効果の及ぶ期間で均等償却して

おります。 

 負ののれんは、子会社ごとに、20年

以内の取得の実態に基づいた適切な期

間で均等償却しております。 

 なお、のれん又は負ののれんが僅少

な場合には、その発生時に全額を償却

しております。 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。 

同左 



        
会計方針の変更 

  

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14年8月9日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第6号)を適用しております。 

  この結果、売上原価が2,357千円減少し、販売費及

び一般管理費が2,659千円減少し、営業利益及び経常

利益は5,016千円増加、特別損失が174,760千円増加

し、税金等調整前当期純利益が169,743千円減少して

おります。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき、各資産の金額から直接控除して

おります。 

  

― 

（連結貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準） 

  当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17

年12月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第8号 平成17年12月9日）を適用しております。 

  なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は、

8,117,696千円であります。 

また、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計

年度における貸借対照表の純資産の部については、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

  

― 

（ストック・オプション等に関する会計基準等） 

  当連結会計年度から「ストック・オプション等に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準第8号）及び「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成17年12月27日 企業会計基準適用指針第

11号）を適用しております。 

 なお、これによる損益に与える影響はありません。 

  

― 

― 

  

  

  

  

  

  

  

  

（企業結合に係る会計基準等） 

 当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「事業

分離等に関する会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年12月27日 企業会計基準第７号）並びに

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準委員会 平成18年12月

22日 企業会計基準適用指針第10号）を適用してお

ります。 

  これによる損益に与える影響はありません。 

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

― 

  

  

（固定資産の減価償却方法の変更） 

  当連結会計年度から、法人税法の改正（「所得税法

等の一部を改正する法律」（平成19年３月30日 法律



  

表示方法の変更 

  

  

  第６号）及び「法人税法施行令の一部を改正する政令」

（平成19年３月30日 政令第83号））に伴い、平成19

年４月１日以降に取得したものについては、改正後の

法人税法に基づく方法に変更しております。 

これによる損益に与える影響は軽微であります。 

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

― 

（連結貸借対照表） 

(1) 前連結会計年度において流動負債の「その他」に

含めておりました「一年内償還予定社債」について

は、重要性が増したため、当連結会計年度より区分

掲記しております。 

  なお、前連結会計年度の「一年内償還予定社債」

は、168,000千円であります。 

(2) 前連結会計年度において無形固定資産の「営業

権」と掲記されていたものは、当連結会計年度から

無形固定資産の「のれん」と表示しております。 

  また、無形固定資産の「連結調整勘定」と掲記さ

れていたものは、当連結会計年度から無形固定資産

の「のれん」に含めて表示しております。 

(3) 前連結会計年度において流動負債の「預り金」に

含めておりました投資有価証券の消費貸借契約に係

る預り金受入高については、取引の実情を鑑み、当

連結会計年度より「短期借入金」に含めておりま

す。 

  なお、前連結会計年度の当該残高は、826,248千

円であります。 

（連結損益計算書） 

 (1) 前連結会計年度において営業外収益の「雑収入」

に含めておりました「保険解約返戻金」について

は、重要性が増したため、当連結会計年度より区分

掲記しております。 

   なお、前連結会計年度の「保険解約返戻金」は、

4,524千円であります。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

― 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

(1) 前連結会計年度において営業活動によるキャッ

シュ・フローの「連結調整勘定償却額」と掲記さ

れていたものは、当連結会計年度から「のれん償

却額」と表示しております。  

(2) 前連結会計年度において営業活動によるキャッ

シュ・フローの小計区分前の「その他」に含めて

おりました「前払費用の増減額」、「預り金の増

減額」、「立替金の増減額」については、重要性



  

が増したため、当連結会計年度より区分掲記しており

ます。 

なお、前連結会計年度の「前払費用の増減

額」、「預り金の増減額」、「立替金の増減額」

は、それぞれ△160,232 千円、861,552 千円、△

165,181千円であります。 

(3)  前連結会計年度において財務活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めておりました

「株主への配当金の支払額」については、重要性

が増したため、当連結会計年度より区分掲記して

おります。 

   なお、前連結会計年度の「株主への配当金の支

払額」は、△65,805千円であります。 

(4)  前連結会計年度において営業活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めておりました投

資有価証券の消費貸借契約に係る預り金の純増減

額については、財務的な意味合いが強くなってき

たことから、当連結会計年度より、財務活動によ

るキャッシュ・フローの「短期借入れの純増減

額」に含めて表示しております。 

    なお、前連結会計年度の営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含まれる投資有価証券の

消費貸借契約に係る預り金の純増減額は、511,116

千円であります。 

  



注記事項 
(連結貸借対照表関係) 

  

  
  

前連結会計年度
(平成18年５月31日) 

当連結会計年度
(平成19年５月31日) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりであります。 

仕掛販売用不動産 14,354,418千円

販売用不動産 2,497,476千円

建物 10,719,217千円

土地 25,601,124千円

建設仮勘定 43,788千円

投資有価証券 1,295,016千円

その他(投資その他の資産)  58,000千円

 計 54,569,041千円

※１ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりであります。 

売掛金 239,496千円

仕掛販売用不動産 28,445,947千円

販売用不動産 2,760,916千円

仕掛品 1,054,293千円

建物及び構築物 24,137,975千円

機械装置及び運搬具 12,707千円

土地 17,467,549千円

建設仮勘定 883,064千円

投資有価証券 881,450千円

その他(投資その他の資産)  58,500千円

 計 75,941,901千円

   担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 14,595,086千円

長期借入金 36,745,808千円

預り保証金 2,686,600千円

 計 54,027,494千円

   担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 25,855,746千円

長期借入金 43,006,389千円

預り保証金 2,686,600千円

 計 71,548,736千円

     質権が設定されている差入保証金 

   差入保証金213,678千円は、介護付有料老人ホーム

の運営に支障が生じた場合の入居者への返還債務

に対する信用補完措置として、差入保証金の返還

請求権に対して質権が設定されております。 

２ 保証債務 

   次の子会社及び取引先について、リース契約並び

に金融機関からの借入に対し債務保証を行ってお

ります。 

㈲ゼット・ワン 

㈲武蔵野リアルティ 

㈲ゼット・ティー・エム 

㈲仙台本町ビル 

医療法人社団和啓会 

8,000,000千円

465,000千円

160,000千円

418,000千円

  4,228千円

 計 9,047,228千円

２ 保証債務 

   次の子会社及び取引先について、リース契約並び

に金融機関からの借入に対し債務保証を行ってお

ります。 

㈲仙台本町ビル 

医療法人社団和啓会 

410,000千円

2,511千円

 計 412,511千円

※３ 土地の仕入に関する金額が含まれております。 ※３ 土地の仕入に関する金額が含まれております。 

※４ 信託受益権に関するものは以下のとおりでありま

す。 

建物 671,702千円

土地 1,974,090千円

※４         ― 

※５ 販売用不動産に振り替えたものは以下のとおりで

あります。         

建物 3,582,832千円

工具器具備品 742千円

土地 3,031,328千円

※５ 販売用不動産に振り替えたものは以下のとおりで

あります。         

建物 246,740千円

土地 210,742千円

※６ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

    投資有価証券         2,436,501千円 

※６ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

    投資有価証券         3,552,393千円 

前連結会計年度
(平成18年５月31日) 

当連結会計年度
(平成19年５月31日) 

※７ より有用かつ詳細な情報開示に資するため、「預

り保証金」のうちシニアハウジング＆サービス事

業に係る入居一時金については、「長期前受収

益」として区分掲記しております。 

※７ シニアハウジング＆サービス事業に係る入居一時

金であります。 



  

 ８ 当社及び連結子会社（㈱チャーミング・コミュニ

ティ芦屋、㈱チャーミング・コミュニティ白金及

び㈱チャーミング・リゾート沖縄）においては、

プロジェクト資金の効率的な調達を行うため取引

銀行8行と当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約を締結しております。 

   当連結会計年度における当座貸越契約に係る借入

金未実行残高等は次のとおりであります。    

当座貸越極度額及び貸出コミ
ットメントの総額 

24,237,000千円

借入実行残高 13,671,836千円

差引額 10,565,164千円

 ８ 当社及び連結子会社（㈱チャーミング・リゾート

沖縄及び㈱中央コーポレーション）においては、

プロジェクト資金の効率的な調達を行うため取引

銀行8行と当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約を締結しております。 

   当連結会計年度における当座貸越契約に係る借入

金未実行残高等は次のとおりであります。    

当座貸越極度額及び貸出コミ
ットメントの総額 

23,460,000千円

借入実行残高 16,547,000千円

差引額 6,913,000千円

※９ 投資有価証券の消費貸借契約 

  投資有価証券の一部に消費貸借契約を結んでお

り、その貸借対照表価額は1,144,702千円でありま

す。なお、当該取引に係る預り金受入高は、流動負

債の「預り金」に含まれており、その金額は

826,248千円であります。 

※９ 投資有価証券の消費貸借契約 

   投資有価証券の一部に消費貸借契約を結んでお

り、その連結貸借対照表価額は881,450千円であ

ります。なお、当該取引に係る預り金受入高は、

流動負債の「短期借入金」に含まれており、その

金額は551,401千円であります。 

※10  新株予約権に係る出資相当額が2,000,106千円含

まれており、新株予約権者の権利行使請求により

株式へ転換されるものであります。 



(連結損益計算書関係) 

  

  

次へ 

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

 役員報酬 250,431千円

 給料手当 990,606 

 賞与手当 64,176 

 法定福利費 167,006 

 租税公課 304,692 

 保険料 73,049 

 支払手数料 636,603 

 地代家賃 263,461 

 減価償却費 74,738 

    

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

 役員報酬 312,347千円

 給料手当 1,761,115 

 賞与手当 256,648 

 法定福利費 287,472 

 租税公課 473,299 

 支払手数料 1,072,879 

 地代家賃 524,807 

 減価償却費 109,510 

 広告宣伝費 625,097 

※２ 固定資産売却益 

工具器具備品 307千円

   

※２ 固定資産売却益 

建物及び構築物 936,435千円

土地 2,016,913千円

工具器具備品 206千円

 計 2,953,555千円

※３ 固定資産売却損 

工具器具備品     147千円

土地  2,694千円

 計 2,842千円

※３           ― 

  

※４ 固定資産除却損 

建物 58,964千円

工具器具備品 1,183千円

 計 60,148千円

※４ 固定資産除却損 

建物及び構築物 64,441千円

工具器具備品 1,020千円

 計 65,461千円

※５ 減損損失 

   中央毛織㈱において、当連結会計年度において、

以下の資産グループについて減損損失を計上してお

ります。 

   中央毛織㈱においては、事業の種類を基本とし、

不動産賃貸事業については個々の物件単位でグルー

ピングしております。 

   繊維事業については、収益性が低下し営業損失が

発生していることにより、資産グループの帳簿価額

を回収可能価額まで減額しております。 

   なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定

しており、土地については、不動産鑑定士より入手

した鑑定評価額に基づき算定し、その他の資産につ

いては、正味売却価額を0円としております。 

  

場所 用途 種類 減損損失 

繊維事業にお
ける稲沢事業
所 
（愛知県稲沢
市） 

事業
所 
及び 
倉庫 

建物 
その他 

24,338千円
9,673千円 

繊維事業にお
ける紡績工場 
（福島県喜多
方市） 

紡績 
工場 

建物 
機械装置 
その他 

83,604千円
55,258千円 
1,885千円 

計     174,760千円

※５ 減損損失 

当連結会計年度において、㈱ゼクスコミュニティ

の以下のリース資産について減損損失を計上してお

ります。 

   当社グループは、事業の種類を基本とし、不動産

賃貸事業については個々の物件単位でグルーピング

しております。 

   上記物件は営業活動から生じる損益が継続してマ

イナスとなっているため、当該資産の帳簿価額を回

収可能価額まで減額しております。 

   なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し

ており、リース資産については0円として評価して

おります。 

  

場所 用途 種類 減損損失 

デイサービ
ス南行徳 
（千葉県市
川市） 

介護付
高齢者
住宅 
  

そ の 他
（リ ー
ス 資
産） 

6,058千円 



(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

  

１. 発行済株式に関する事項 

注．普通株式の発行済株式総数の増加10,638.06株は,転換社債の権利行使による増加10,393.66株、新株予約権の権利行使による新

株発行による増加244.4株であります。 

  

２. 自己株式に関する事項 

  
注１．普通株式の自己株式の増加311.06株は、端株の買取による増加であります。 
２．普通株式の自己株式の減少648株は、譲渡による減少であります。 

  
  
３. 配当に関する事項 

（１）配当金の支払額 
  

  

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 
  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度

末 

摘要 

普通株式 82,905.10 10,638.06 － 93,543.16 注 

合計 82,905.10 10,638.06 － 93,543.16   

株式の種類 前連結会計年度

末 

増加 減少 当連結会計年度

末 

摘要 

普通株式 648.10 311.06 648.00 311.16 注1,2 

合計 648.10 311.06 648.00 311.16   

  株式の種類 配当金の総額 
一株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

  
平成17年8月26日 

定時株主総会 
普通株式 65,805千円 800円 平成17年5月31日 平成17年8月27日 

  株式の種類 配当金の総額 
一株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

  
平成18年8月25日 

定時株主総会 
普通株式 93,232千円 1,000円 平成18年5月31日 平成18年8月28日 



当連結会計年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

  

１. 発行済株式に関する事項 

（注）１ 普通株式の発行済株式総数の増加121,896.16株は,株式分割による増加93,543.16株、転換社債の権利行使による増加

22,613株、新株予約権の権利行使による新株発行による増加5,740株であります。 
２ 普通株式の発行済株式総数の減少0.32株は,端株の売渡しによる減少0.32株であります。 

  

２. 自己株式に関する事項 

  
（注）１ 自己株式の増加311.16株は,株式分割による増加であります。 

２ 自己株式の減少0.32株は,端株の売渡しによる減少であります。 
  
３．新株予約権等に関する事項 
  

 (注)１ 目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しております。 

２ 各回の新株予約権の増加は発行による増加、第1回新株予約権の減少は権利行使による減少であります。 

３ 各回の新株予約権の総数は５個であります。なお、各回の本新株予約権の目的たる株式の総数の上限は、本新株予約権の

総数に200,000,000円を乗じた金額を行使価額で除して得られる最大整数となります。ただし、一定の条件に従い、行使

価額が修正又は調整された場合は、本新株予約権の目的たる株式の総数は変更されます。本新株予約権の当連結会計年度

末における新株予約権の数は25個であります。 

４ 上記(注)３の事象があるため、合計欄の記載を省略しております。 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
４. 配当に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度

末 

摘要 

普通株式 93,543.16 121,896.16 0.32 215,439 注1,2 

合計 93,543.16 121,896.16 0.32 215,439   

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度

末 

摘要 

普通株式 311.16 311.16 0.32 622.00 注1,2 

合計 311.16 311.16 0.32 622.00   

会社名 内訳 
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数(株) 当連結 
会計年度 
末残高 
（千円） 

前連結
会計年度末

増加 減少 
当連結 

会計年度末 

提出会社 

第1回新株予
約権 (注)２ 

普通株式 ― 5,586 5,586 ― ― 

第2回新株予
約権 (注)２ 

普通株式 ― (注)３ ― (注)３ 1,935 

第3回新株予
約権 (注)２ 

普通株式 ― (注)３ ― (注)３ 1,935 

第4回新株予
約権 (注)２ 

普通株式 ― (注)３ ― (注)３ 1,935 

第5回新株予
約権 (注)２ 

普通株式 ― (注)３ ― (注)３ 1,935 

第6回新株予
約権 (注)２ 

普通株式 ― (注)３ ― (注)３ 1,935 

連結子会社（㈱中央コ
ーポレーション） 

ストック・オプ
ション 

普通株式 ― ― ― ― 3,850 

合計 ― ― (注)４ ― (注)４ 13,525 



（１）配当金の支払額 
  

  

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 
  

  

  株式の種類 配当金の総額 
一株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

  
平成18年8月25日 

定時株主総会 
普通株式 93,232千円 1,000円 平成18年5月31日 平成18年8月28日 

平成19年１月15日 

取締役会 普通株式 56,001千円   300円 平成18年11月30日 平成19年２月13日 

  
株式の 種

類 
配当の原資 配当金の総額 

一株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

  
平成19年8月24日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 193,335千円 900円 

平成19年 
5月31日 

平成19年 
8月27日 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 6,339,181千円

預入期間３ヶ月超の定期預金等 △137,672千円

現金及び現金同等物 6,201,508千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 9,663,722千円

預入期間３ヶ月超の定期預金等 △13,000千円

現金及び現金同等物 9,650,722千円

２ 重要な非資金取引の内容 

新株予約権の行使 

新株予約権の行使による 
資本金増加額 

1,602,460千円

新株予約権の行使による 
資本準備金増加額 

1,602,460千円

新株予約権の行使による新株予約権 
付社債減少額 

3,205,000千円

２ 重要な非資金取引の内容 

新株予約権の行使 

新株予約権の行使による
資本金増加額 

2,049,565千円

新株予約権の行使による
資本準備金増加額 

2,049,569千円

新株予約権の行使による新株予約権 
付社債減少額 

4,099,138千円

３ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

    株式の取得により新たに連結したことに伴う連

結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得

価額と取得のための支出（純額）との関係は次の

とおりであります。 

 （株）チャーミング・リゾート都ゴルフ倶楽部 

             (平成17年11月30日現在)

流動資産               77,069千円 

固定資産               710,063千円 

流動負債               △87,878千円 

固定負債              △650,306千円 

  連結調整勘定                 △38,948千円 

㈱チャーミング・リゾ         10,000千円 

ート都ゴルフ倶楽部株 

式の取得価額 

  ㈱チャーミング・リゾート    △46,211千円 

都ゴルフ倶楽部の現金及 

び現金同等物 

  差引：㈱チャーミング・ 

リゾート都ゴルフ 

倶楽部取得による    36,211千円 

       収入 

３ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

    株式の取得により新たに連結したことに伴う連

結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得

価額と取得のための支出（純額）との関係は次の

とおりであります。 

  那覇バスターミナル（株） 

             (平成19年3月31日現在) 

流動資産                855,591千円 

固定資産               1,030,058千円 

流動負債               △273,204千円 

固定負債               △392,445千円 

那覇バスターミナル㈱   1,220,000千円 

株式の取得価額     

    那覇バスターミナル㈱    △95,893千円 

の現金及び現金 

同等物 

差引：那覇バスターミナ 

ル㈱取得による 

支出          1,124,106千円 

  

  



  

  

次へ 

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

 中央毛織（株） 

              (平成17年11月30日現在) 

流動資産             1,402,393千円 

固定資産             16,446,882千円 

流動負債            △4,119,271千円 

固定負債            △7,281,085千円 

少数株主持分        △3,475,323千円 

    連結調整勘定           473,584千円 

      中央毛織㈱株式の      3,447,181千円 

    取得価額 

    中央毛織㈱の現金及び     △249,354千円 

   現金同等物 

     差引：中央毛織㈱取得 

        のための支出    3,197,827千円 
      



(リース取引関係) 

  

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

減損損失
累計額 
相当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
(千円) 

建物及び 
構築物 

13,150 3,028 ― 10,121 

機械装置 
及び運搬具 

285,927 84,172 474 201,281 

工具器具 
備品 

887,262 294,793 1,029 591,439 

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

減損損失
累計額 
相当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
(千円) 

建物及び
構築物 

13,150 5,443 ― 7,706 

機械装置
及び運搬具

434,229 133,415 474 300,339 

工具器具 
備品 

1,657,344 317,170 ― 1,340,174 

ソフトウェ
ア 

65,563 14,761 ― 50,801 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 211,891千円

１年超 605,312千円

合計 817,203千円

   

リース資産減損勘定の残高 361千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 445,642千円

１年超 1,272,251千円

合計 1,717,893千円

   

リース資産減損勘定の残高 3,830千円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 204,465千円

リース資産減損勘定の取崩額 1,141千円

減価償却費相当額 189,145千円

支払利息相当額 21,073千円

減損損失 1,503千円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 366,821千円

リース資産減損勘定の取崩額 270千円

減価償却費相当額 344,365千円

支払利息相当額 36,378千円

減損損失 6,058千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 11,833千円

１年超 39,534千円

合計 51,368千円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 1,714,847千円

１年超 40,413,481千円

合計 42,128,328千円



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成18年５月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

  ２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

３ 時価評価されていない有価証券 

  

（注）当連結会計年度において、時価評価されていない有価証券のうちの一部について減損処理を行い、投資有価証券評価損1,999

千円を計上しております。 

  

  種類 
取得原価
(千円) 

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

(1) 株式 914,922 3,312,294 2,397,372 

(2) 債券 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

小計 914,922 3,312,294 2,397,372 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

(1) 株式 426,000 390,852 △35,148 

(2) 債券 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

小計 426,000 390,852 △35,148 

合計 1,340,922 3,703,146 2,362,224 

売却額(千円) 売却益の合計(千円) 売却損の合計(千円) 

405,575 223,688 ― 

内容 連結貸借対照表(千円) 

その他有価証券 

匿名組合出資金 537,064

関係会社匿名組合出資金 200,000

非上場株式 1,403,075

関係会社株式 1,033,425 



当連結会計年度(平成19年５月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

  ２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

３ 時価評価されていない有価証券 

  

  

  

  

  

（注） 従来、匿名組合出資金については、その他有価証券に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度より、子会社等に該

当する匿名組合への出資金については、関係会社株式等に含めて表示することとしました。 

なお、前連結会計年度末における匿名組合出資金のうち、関係会社株式等に該当する金額は、1,403,075千円 

であります。 

また当連結会計年度において、時価評価されていない有価証券のうちの一部について減損処理を行い、投資有価証券評価

  種類 
取得原価
(千円) 

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

(1) 株式 1,009,587 1,740,085 730,498 

(2) 債券 ― ― ― 

(3) その他 426,000 498,036 72,036 

小計 1,435,587 2,238,121 802,534 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

(1) 株式 1,187,970 1,052,398 △135,572 

(2) 債券 ― ― ― 

(3) その他 11,573 10,155 △1,417 

小計 1,199,544 1,062,554 △136,990 

合計 2,635,132 3,300,676 665,544 

売却額(千円) 売却益の合計(千円) 売却損の合計(千円) 

378,765 209,295 ― 

内容 連結貸借対照表(千円) 

関係会社株式等   

 関係会社株式 1,078,126

 匿名組合出資金 999,657

 優先出資証券 1,474,610

その他有価証券 

非上場株式 1,606,404

 匿名組合出資金 968,706 

 優先出資証券 100,000 

 その他 116,765 



損175,258千円を計上しております。 

  

前へ   次へ 



(デリバティブ取引関係) 

  

  １ 取引の状況に関する事項 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

(1) 取引内容  当社グループの利用しているデリバ

ティブ取引は、金利スワップ及び金利

キャップ取引であります。 

 当社グループの利用しているデリバ

ティブ取引は、金利スワップ取引であ

ります。 

(2) 取引に対する取組方針  当社グループのデリバティブ取引

は、将来の金利の変動によるリスクを

回避することを目的としており、投機

的な取引は行わない方針であります。 

同左 

(3) 取引の利用目的  当社グループのデリバティブ取引

は、借入金の将来の金利市場における

利率上昇による変動リスクを回避する

目的で利用しております。 

同左 

  ① ヘッジ手段とヘッジ対象 

当連結会計年度にヘッジ会計を適

用したヘッジ手段とヘッジ対象は以

下のとおりであります。 

  a ヘッジ手段…金利スワップ   

  b ヘッジ対象…借入金 

① ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ② ヘッジ方針 

  借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で、デリバティブ取引を行っ

ており、ヘッジ対象の識別は個別契

約ごとに行っております。 

② ヘッジ方針 

  借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で、デリバティブ取引を行っ

ており、ヘッジ対象の識別は個別契

約ごとに行っております。 

  一部の連結子会社においては、当

該会社の内部規程である「市場リス

ク管理規程」及び「リスク別管理要

領」に基づき、金利変動リスクを軽

減することを目的に行っておりま

す。 

  ③ ヘッジ有効性評価の方法 

  個別取引ごとに、有効性を判断す

ることとしております。なお、特例

処理によっている金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省略してお

ります。 

③ ヘッジ有効性評価の方法 

個別取引ごとに、有効性を判断す

ることとしております。なお、特例

処理によっている金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省略してお

ります。 

一部の連結子会社においては、ヘ

ッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計又は相場変動とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計又は

相場変動を半期ごとに比較し、両者

の変動額を基礎にして、ヘッジ有効

性を評価しております。 

  

  

  

  

  

(4) 取引に係るリスクの内

容 

 金利スワップ及び金利キャップは、

市場金利の変動によるリスクを有して

おりますが、各取引は、リスクを回避

することを目的としていることから、

これらが経営成績に与える影響は限定

的であると考えております。また、当

同左 



  

社グループは取引先が契約不履行に陥

る信用リスクを有しています。しか

し、当社グループは、デリバティブ取

引の相手方を長期債務に関する信用格

付けが高い金融機関に限定しているた

め、実質的な信用リスクは無いものと

判断しております。 

(5) 取引に係るリスク管理

体制 

 デリバティブ取引の執行・管理につ

いては、取引権限等を定めた社内ルー

ルに従い、財務部が決済責任者の承認

を得て行っております。 

同左 



２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（平成18年５月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 

（注）1 ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 
   2 時価の算定方法は、取引金融機関から提示された価格によっております。 
   3 キャップ取引における（  ）内の金額は、支払キャップ料であります。 

  

当連結会計年度（平成19年５月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 

（注）1 ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 
   2 時価の算定方法は、取引金融機関から提示された価格によっております。 
    

前へ   次へ 

区分 種類 
契約額等 
（千円） 

契約額等の 
うち1年超 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

市場取引以

外の取引 

スワップ取引         

固定受取・変動支払 770,000 710,000 △13,040 △13,040 

キャップ取引         

買建 
300,000 

（2,501） 
300,000 
（―） 

206 △2,294 

合計 1,070,000 1,010,000 △12,834 △15,334 

区分 種類 
契約額等 
（千円） 

契約額等の 
うち1年超 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

市場取引以

外の取引 

スワップ取引         

固定受取・変動支払 710,000 650,000 △7,763 △7,763 

合計 710,000 650,000 △7,763 △7,763 



(ストック・オプション関係) 

  

前連結会計年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

１ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（1）ストック・オプションの内容 

  

（注）株式数に換算して記載しております。 

  

発行会社 当社 当社 当社 当社 当社 

  平成12年 
ストック・オプション

平成14年 
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成17年
ストック・オプション 

平成18年 
ストック・オプション

付与対象者の区
分及び数 

従業員   26名 当社監査役   1名
当社従業員  14名
当社子会社の取締役
        5名
当社子会社の従業員
       11名

当社取締役   2名
当社監査役   3名
当社従業員  57名
当社顧問    3名
当社子会社の取締役
        5名
当社子会社の従業員
       112名

当社取締役   2名 
当社監査役   3名 
当社使用人  95名 
当社完全子会社の 
取締役     5名 
当社完全子会社の 
使用人    133名 
上記以外の子会社の 
取締役     3名 
上記以外の子会社の 
従業員    141名 

当社取締役   2名
当社監査役   3名
当社使用人  105名
当社完全子会社の 
取締役     7名
当社完全子会社の 
使用人    31名
上記以外の子会社の
取締役     4名
上記以外の子会社の
従業員    29名

ストック・オプ
ション数(注) 

普通株式  
     1,220.8株

普通株式  
     1,008.0株

普通株式 
     1,200.0株

普通株式 
     2,300.0株 

普通株式  
     2,400.0株

付与日 平成12年5月28日 平成14年12月27日 平成16年7月12日 平成17年7月8日 平成18年2月20日 

権利確定条件 

付与日から権利確
定日まで継続して
勤 務 し て い る こ
と。 

付与日から権利確
定日まで継続して
勤 務 し て い る こ
と。 

付与日から権利確
定日まで継続して
勤 務 し て い る こ
と。 

付与日から権利確
定日まで継続して
勤 務 し て い る こ
と。 

付与日から権利確
定日まで継続して
勤 務 し て い る こ
と。 

対象勤務期間 
対象勤務期間の定
めはありません。 

対象勤務期間の定
めはありません。 

対象勤務期間の定
めはありません。 

対象勤務期間の定
めはありません。 

対象勤務期間の定
めはありません。 

権利行使期間 
自平成14年６月１日
至平成22年５月22日

自平成16年８月31日
至平成24年８月30日

自平成19年9月１日
至平成25年8月27日 

自平成20年９月１日 
至平成26年８月25日 

自平成18年９月１日
至平成27年８月26日

発行会社 
株式会社 
ゼクスペットコミュニティ 

株式会社
ゼクスペットコミュニティ 

  第1回 新株予約権 第2回 新株予約権

付与対象者の区分及
び数 

当社取引先 1社 当社取引先  1社

ストック・オプショ
ン数(注) 

普通株式  73株 普通株式  97株 

付与日 平成14年9月17日 平成15年8月29日 

権利確定条件 該当事項はありません。 該当事項はありません。

対象勤務期間 該当事項はありません。 該当事項はありません。

権利行使期間 
自平成14年９月17日 
至平成24年９月12日 

自平成16年８月29日
至平成25年８月29日 



（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

  前連結会計年度（平成18年5月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算しております。 

  

① ストック・オプションの数 

  

  

  

  

  

  

②単価情報 

（単位：円）

  当社 当社 当社 当社 当社

  
平成12年 

ストック・オプショ
ン 

平成14年
ストック・オプショ
ン 

平成16年
ストック・オプショ
ン 

平成17年 
ストック・オプショ
ン 

平成18年
ストック・オプショ
ン 

権利確定前  (株)           

 前連結会計年度末 ― ― 1,200 ― ― 

 付与 ― ― ― 2,300 2,400 

 失効 ― ― 122 92 15 

 権利確定 ― ― ― ― ― 

 未確定残 ― ― 1,078 2,208 2,385 

権利確定後  (株)           

 前連結会計年度末 156.8 571.2 ― ― ― 

 権利確定 ― ― ― ― ― 

 権利行使 9.6 235.2 ― ― ― 

 失効 ― ― ― ― ― 

 未行使残 147.2 336.0 ― ― ― 

  
株式会社 
ゼクスペットコミュニティ 

株式会社
ゼクスペットコミュニティ 

  第1回 新株予約権 第2回 新株予約権

権利確定前  (株)     

 前連結会計年度末 ― ― 

 付与 ― ― 

 失効 ― ― 

 権利確定 ― ― 

 未確定残 ― ― 

権利確定後  (株)     

 前連結会計年度末 73 97 

 権利確定 ― ― 

 権利行使 ― ― 

 失効 ― ― 

 未行使残 73 97 

  当社 当社 当社 当社 当社

平成12年 
ストック・オプショ

平成14年
ストック・オプショ

平成16年
ストック・オプショ

平成17年 
ストック・オプショ

平成18年
ストック・オプショ



（注）平成15年1月8日開催の取締役会決議に基づき、平成15年1月31日付をもって普通株式1株を1.4株に、平成15年11月10日開催の取
締役会決議に基づき、平成16年2月20日付をもって普通株式1株を4株に、また、平成16年9月22日開催の取締役会決議に基づ
き、平成16年12月20付をもって普通株式1株を2株に分割しております。 

  

  

前へ   次へ 

  
ン ン ン ン ン

権利行使価格（注） 4,465 49,108 315,271 316,770 285,000 

行使時平均株価 479,000 395,714 ― ― ― 

公正な評価単価 
(付与日) 

― ― ― ― ― 

  
株式会社 
ゼクスペットコミュニティ 

株式会社
ゼクスペットコミュニティ 

  第1回 新株予約権 第2回 新株予約権

権利行使価格 550,000 280,000 

行使時平均株価    ― ― 

公正な評価単価 
(付与日) 

― ― 



当連結会計年度（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日） 

提出会社 

１ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（1）ストック・オプションの内容 

  

（注）株式数に換算して記載しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

  当連結会計年度（平成19年5月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算しております。 

  

  平成12年 
ストック・オプション

平成14年 
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成17年
ストック・オプショ

ン 

平成18年 
ストック・オプション

付与対象者の区
分及び数 

従業員   26名 当社監査役   1名
当社従業員  14名
当社子会社の取締役
        5名
当社子会社の従業員
       11名

当社取締役   2名
当社監査役   3名 
当社従業員  57名 
当社顧問    3名 
当社子会社の取締役 
        5名 
当社子会社の従業員 
       112名 

当社取締役   2名 
当社監査役   3名 
当社使用人  95名 
当社完全子会社の 
取締役     5名 
当社完全子会社の 
使用人    133名 
上記以外の子会社の 
取締役     3名 
上記以外の子会社の 
従業員    141名 

当社取締役   2名
当社監査役   3名 
当社使用人  105名 
当社完全子会社の 
取締役     7名 
当社完全子会社の 
使用人    31名 
上記以外の子会社の 
取締役     4名 
上記以外の子会社の 
従業員    29名 

ストック・オプ
ション数(注) 

普通株式  
     1,220.8株

普通株式  
     1,008.0株

普通株式 
     1,200.0株 

普通株式 
     2,300.0株 

普通株式  
     2,400.0株 

付与日 平成12年5月28日 平成14年12月27日 平成16年7月12日 平成17年7月8日 平成18年2月20日 

権利確定条件 

付与日から権利確
定日まで継続して
勤 務 し て い る こ
と。 

付与日から権利確
定日まで継続して
勤 務 し て い る こ
と。 

付与日から権利確定
日まで継続して勤務
していること。 

付与日から権利確
定日まで継続して
勤務 して いる こ
と。 

付与日から権利確
定日まで継続して
勤 務 し て い る こ
と。 

対象勤務期間 
対象勤務期間の定
めはありません。 

対象勤務期間の定
めはありません。 

対象勤務期間の定め
はありません。 

対象勤務期間の定
めはありません。 

対象勤務期間の定
めはありません。 

権利行使期間 
自平成14年６月１日
至平成22年５月22日

自平成16年８月31日
至平成24年８月30日

自平成19年９月１日
至平成25年８月27日 

自平成20年９月１日 
至平成26年８月25日 

自平成18年９月１日
至平成27年８月26日 



①ストック・オプションの数 

  

  

② 単価情報 

（単位：円）

（注）平成15年1月8日開催の取締役会決議に基づき、平成15年1月31日付をもって普通株式1株を1.4株に、平成15年11月10日開催の取
締役会決議に基づき、平成16年2月20日付をもって普通株式1株を4株に、また、平成16年9月22日開催の取締役会決議に基づ
き、平成16年12月20付をもって普通株式1株を2株に、平成18年5月12日開催の取締役会決議に基づき、平成18年6月1日付をもっ
て普通株式1株を2株に分割しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

連結子会社（㈱ゼクスペットコミュニティ） 

１ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1)  ストック・オプションの内容 

  
平成12年 

ストック・オプショ
ン 

平成14年
ストック・オプショ
ン 

平成16年
ストック・オプショ
ン 

平成17年 
ストック・オプショ
ン 

平成18年
ストック・オプショ
ン 

権利確定前  (株)           

 前連結会計年度末 ― ― 2,156 4,416 4,770 

 付与 ― ― ― ― ― 

 失効 ― ― 76 226 ― 

 権利確定 ― ― ― ― 4,770 

 未確定残 ― ― 2,080 4,190 ― 

権利確定後  (株)           

 前連結会計年度末 294.4 672 ― ― ― 

 権利確定 ― ― ― ― 4,770 

 権利行使 ― 156.8 ― ― ― 

 失効 ― ― ― ― 158 

 未行使残 294.4 515.2 ― ― 4,612 

  
平成12年 

ストック・オプショ
ン 

平成14年
ストック・オプショ
ン 

平成16年
ストック・オプショ
ン 

平成17年 
ストック・オプショ
ン 

平成18年
ストック・オプショ
ン 

権利行使価格（注） 2,233 24,554 157,636 158,385 285,000 

行使時平均株価 ― 213,500 ― ― ― 

公正な評価単価 
(付与日) 

― ― ― ― ― 

  第1回 新株予約権 第2回 新株予約権

付与対象者の区分及
び数 

当社取引先 1社 当社取引先 1社

ストック・オプショ
ン数(注) 

普通株式  73株 普通株式  97株 

付与日 平成14年9月17日 平成15年8月29日 



（注）株式数に換算して記載しております。 

  

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

  当連結会計年度（平成19年5月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算しております。 

  

①ストック・オプションの数 

  

  

  

  

  

  

  

②単価情報 

  

  

連結子会社（㈱中央コーポレーション） 

１ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1)  ストック・オプションの内容 

権利確定条件 該当事項はありません。 該当事項はありません。

対象勤務期間 該当事項はありません。 該当事項はありません。

権利行使期間 
自平成14年９月17日 
至平成24年９月12日 

自平成16年８月29日
至平成25年８月29日 

  第1回 新株予約権 第2回 新株予約権

権利確定前  (株)     

 前連結会計年度末 ― ― 

 付与 ― ― 

 失効 ― ― 

 権利確定 ― ― 

 未確定残 ― ― 

権利確定後  (株)     

 前連結会計年度末 73 97 

 権利確定 ― ― 

 権利行使 ― ― 

 失効 18 97 

 未行使残 55 ― 

  第1回 新株予約権 第2回 新株予約権

権利行使価格 550,000 280,000 

行使時平均株価 ― ― 

公正な評価単価 
(付与日) 

― ― 

  第1回新株予約権 

当社子会社の取締役 



（注） 株式数に換算して記載しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

  当連結会計年度（平成19年5月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算しております。 

  

① ストック・オプションの数 

  

付与対象者の区分及
び数 

        7名 
当社子会社の監査役 
        3名 
当社子会社の従業員 

      98名 
ストック・オプショ
ン数(注) 

普通株式  700,000株 

付与日 平成19年5月1日 

権利確定条件 

新株予約権者は、平成
19年1月末現在当該子会社
及び当該子会社の子会社
の在籍者でかつ新株予約
権の行使時においても当
該子会社または当該子会
社の子会社の取締役、監
査役または従業員等の地
位にあることを要する。 

ただし、任期満了によ
る退任及び定年退職、そ
の他正当な理由があると
取締役会が認めた場合は
この限りではない。 

対象勤務期間 
対象勤務期間の定めはあ
りません。 

権利行使期間 
自平成21年５月2日 
至平成24年５月1日 

  第1回新株予約権 

権利確定前  (株)   

 前連結会計年度末 ― 

 付与 700,000 

 失効 ― 

 権利確定 ― 

 未確定残 700,000 

権利確定後  (株)   

 前連結会計年度末 ― 

 権利確定 ― 

 権利行使 ― 

 失効 ― 



  

② 単価情報 

  

  

２ ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

当連結会計年度において付与されたストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下のとお

りであります。 

①使用した評価技法  ブラック・ショールズ式 

②主な基礎数値および見積方法 

（注）1 ３年６ヶ月（平成15年11月１日から平成19年４月30日）の株価実績に基づき算定しております。 

2 十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使されるもの

と推定して見積もっております。 

3 平成17年12月期および平成18年５月期（５ヶ月決算）の配当実績より算定しております。 

4予想残存期間に対応する期間の国債の利回りであります。 

  

３ ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であり、また過去の実績もないため、失効の見積数

をゼロとしております。 

  

４ 財務諸表への影響額 

販売費及び一般管理費の株式報酬費用  3,850千円 

前へ   次へ 

 未行使残 ― 

  第1回新株予約権 

権利行使価格 399 

行使時平均株価 ― 

公正な評価単価 
(付与日) 

132 

  第1回新株予約権 

株価変動性(注)1 54.59％ 

予想残存期間(注)2 ３年６ヶ月 

予想配当(注)3 ４円/株 

無リスク利子率(注)

4 
1.034% 



(退職給付関係) 

  

  

前へ   次へ 

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１．採用している退職給付制度の概要 

  一部の連結子会社において、確定給付型の制度とし

て、厚生年金基金制度、適格年金制度及び退職一時金

制度を設けております。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

  (1)退職給付債務        △643,294千円 

  (2)年金資産           691,216千円 

  (3)前払年金費用          47,922千円 

  

３．退職給付費用に関する事項 

  (1)勤務費用            15,172千円 

  (2)退職給付費用                 15,172千円 

  

４．退職給付債務等に計算の基礎に関する事項 

  一部の連結子会社においては、簡便法を採用してお
りますので、基礎率等について記載しておりません。

１．採用している退職給付制度の概要 

            同左 

  

  

  

２．退職給付債務に関する事項 

  (1)退職給付債務         △629,094千円 

  (2)年金資産             862,909千円 

  (3)前払年金費用          233,815千円 

  

３．退職給付費用に関する事項 

  (1)勤務費用           △79,248千円 

  (2)退職給付費用                 △79,248千円 

  

４．退職給付債務等に計算の基礎に関する事項 

            同左 



(税効果会計関係) 

  

  

前へ     

前連結会計年度
(平成18年５月31日) 

当連結会計年度
(平成19年５月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。 

流動資産―繰延税金資産       125,466千円 

固定資産―繰延税金資産       215,698千円 

固定負債―繰延税金負債     △1,028,080千円 
  
  

繰延税金資産     

未払事業税等   67,943千円 

賞与引当金   14,133千円 

棚卸資産評価損   31,308千円 

子会社繰越欠損金   401,658千円 

減価償却費   25,586千円 

貸倒引当金・貸倒損失   29,011千円 

未払役員退職慰労金   17,258千円 

減損損失   68,576千円 

子会社資産時価評価による 

評価差額 
  1,170,467千円 

その他   74,405千円 

繰延税金資産小計   1,900,350千円 

評価性引当額   △431,019千円 

繰延税金資産合計   1,469,331千円 

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金   △955,214千円 

前払年金費用   △19,360千円 

圧縮記帳積立金   △41,255千円 

子会社資産時価評価による 

評価差額 

  △1,140,416千円 

繰延税金負債合計   △2,156,247千円 

繰延税金負債の純額   △686,915千円 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。 

流動資産―繰延税金資産       921,854千円 

固定資産―繰延税金資産       259,170千円 

固定負債―繰延税金負債     △1,749,555千円 
  

繰延税金資産     

未払事業税等   196,880千円 

賞与引当金   52,233千円 

棚卸資産評価損   30,009千円 

子会社繰越欠損金   642,469千円 

減価償却費・臨時償却費   103,268千円 

投資有価証券評価損   79,870千円 

減損損失   69,056千円 

子会社資産時価評価による 

評価差額 
  174,555千円 

事業損失引当金   505,867千円 

前払年金費用   △97,009千円 

建替費用引当金   109,387千円 

その他   178,542千円 

繰延税金資産小計   2,045,131千円 

評価性引当額   △678,633千円 

繰延税金資産合計   1,366,497千円 

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金   △757,359千円 

圧縮記帳積立金   △39,200千円 

子会社資産時価評価による 

評価差額 

  △1,138,420千円 

その他   △48千円 

繰延税金負債合計   △1,935,028千円 

繰延税金負債の純額   △568,531千円 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別内訳 

法定実効税率   40.5％ 

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

  2.5％ 

住民税均等割   0.8％ 

評価性引当額   6.3％ 

連結調整   △0.2％ 

その他   △1.2％ 

税効果会計適用後   48.7％ 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別内訳 

法定実効税率   40.7％ 

交際費等永久に損金に
算入されない項目 

  2.6％ 

住民税均等割   0.5％ 

評価性引当額   5.0％ 

連結調整   2.1％ 

その他   2.2％ 

税効果会計適用後   53.1％ 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、事業の性質及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要な事業内容 

    (1) 不動産コンサルティング事業………不動産コンサルティング、コンストラクションマネジメント 

ディベロップメント、インベストメント、アセットマネジメント 

(2) シニアハウジング＆サービス事業…シニアハウジング、医療関連サービス 

    (3) その他施設運営事業…………………リゾート施設の運営、カルチャー、繊維事業 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社の総務部門等管理部門にかかる費

用であり、当連結会計年度は2,110,405千円であります。また、消去又は全社の項目にはセグメント間の内部取引高が、当

連結会計年度は△225,522千円含まれております。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金(現金預金)、長期投資資金及

び管理部門に係る資産等であり、当連結会計年度は6,948,369千円であります。 

     なお、前連結会計年度までシニアハウジング＆サービス事業に含まれておりました1,439,027千円についてはセグメント

の変更に伴い、当連結会計年度において不動産コンサルティング事業に振替えております。 

５ 減価償却費及び資本的支出については、有形固定資産及び無形固定資産のみでなく、長期前払費用及び繰延資産も含んで

おります。 

  

  

不動産 
コンサル 
ティング 
事業 
(千円) 

シニア
ハウジング 
＆サービス 

事業 
(千円) 

その他
施設運営 
事業 
(千円) 

計
(千円) 

消去
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

15,266,374 4,497,947 3,293,703 23,058,025 ― 23,058,025

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

124,048 82,571 10,110 216,730 (216,730) ―

計 15,390,422 4,580,518 3,303,813 23,274,755 (216,730) 23,058,025 

  営業費用 10,704,019 3,961,477 3,415,394 18,080,891 1,884,883 19,965,774 

  営業利益又は 
営業損失(△) 

4,686,403 619,041 △111,581 5,193,863 (2,101,613) 3,092,250

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失及び資本的 

支出 
     

資産 47,022,288 30,798,910 14,537,331 92,358,531 6,948,369 99,306,900 

減価償却費 160,542 376,561 226,709 763,813 23,959 787,722 

減損損失 ― ― 174,760 174,760 ― 174,760 

資本的支出 4,469,228 14,995,528 556,241 20,020,998 162,200 20,183,198 



当連結会計年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、事業の性質及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要な事業内容 

    (1) 不動産コンサルティング事業………不動産コンサルティング、コンストラクションマネジメント 

ディベロップメント、インベストメント、アセットマネジメント 

(2) シニアハウジング＆サービス事業…シニアハウジング、医療関連サービス 

    (3) その他施設運営事業…………………リゾート施設の運営、カルチャー、繊維事業 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社の総務部門等管理部門にかかる費

用であり、当連結会計年度は2,935,314千円であります。また、消去又は全社の項目にはセグメント間の内部取引高が、当

連結会計年度△113,327千円含まれております。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金(現金預金)、長期投資資金及

び管理部門に係る資産等であり、当連結会計年度は7,979,775千円であります。 

  ５ 減価償却費及び資本的支出については、有形固定資産及び無形固定資産のみでなく、長期前払費用も含んでおります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がな

いため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において海外売上高がないため、該当事項はありません。 
  

  

不動産 
コンサル 
ティング 
事業 
(千円) 

シニア
ハウジング 
＆サービス 

事業 
(千円) 

その他
施設運営 
事業 
(千円) 

計
(千円) 

消去
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

46,407,245 5,758,714 6,740,650 58,906,610 ― 58,906,610

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

117,395 ― 36,552 153,948 (153,948) ―

計 46,524,641 5,758,714 6,777,202 59,060,558 (153,948) 58,906,610 

  営業費用 35,948,021 6,462,207 7,380,190 49,790,419 2,821,986 52,612,406 

  営業利益又は 
営業損失(△) 

10,576,619 △703,492 △602,987 9,270,139 (2,975,935) 6,294,203

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失及び資本的 

支出 
     

資産 75,064,834 42,326,876 21,342,285 138,733,996 7,979,775 146,713,772 

減価償却費 410,754 752,686 728,606 1,892,047 41,800 1,933,848 

減損損失 ― 6,058 ― 6,058 ― 6,058 

資本的支出 1,309,973 14,998,450 5,363,362 21,671,787 63,394 21,735,181 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

(注) １ 上記金額の取引金額及び期末残高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 上記取引は、市場価格等を勘案して、一般の取引条件と同様に決定しております。 

(2) (財)余暇厚生文化財団は、当社代表取締役平山啓行が理事長を務める財団法人であります。なお、平成18年5月31日付

にて、(財)余暇厚生文化財団の理事長から退任しており、人的関係は解消しております。 

 (3) ㈱福祉開発研究所は、当社取締役金井和彦が取締役を務める会社であります。 

  

２ 子会社等 

  

(注) １ 上記金額の取引金額及び期末残高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 上記取引は、一般の取引条件と同様に決定しております。 

(2) 当社は、有限会社ゼット・ワンの銀行借入に対して債務保証を行っております。なお、当該保証に関する保証料等は収

受しておりません。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及
び個人
主要株
主 

平山啓行 ― ― 
当社代表取
締役 
  

(被所有)
直接 14.94 

(財)余暇
厚生文化
財団 

理事長 

― 協賛金 8,500 ― ― 

役員及
び個人
主要株
主 

金井和彦 ― ― 当社取締役 (被所有)
直接 2.82 

㈱福祉開
発研究所
取締役 

― 業務委託 ― 買掛金 3,000

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円) 科目 期末残高 

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

子会社 ㈲ゼット 
・ワン 

東京都 
千代田区 

3,000 不動産業 ― ― ―

当該子会社
の銀行借入
に対する債
務保証 

8,000,000 ― ― 



当連結会計年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

(注) １ 上記金額の取引金額及び期末残高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 上記取引は、市場価格等を勘案して、一般の取引条件と同様に決定しております。 

 (2) ㈱福祉開発研究所は、当社取締役金井和彦が代表取締役を務める会社であります。 

     (3) ㈱ドリームインキュベータは、当社取締役山川隆義が代表取締役を務める会社であります。 

  

(企業結合等関係) 

（1）シニア事業再編に関する会社分割の概要 

①結合当事企業の名称およびその事業の内容 

㈱チャーミング・コミュニティ：健常高齢者向けシニア住宅（チャーミング・スクウェア舞子の運営） 

㈱チャーミング・コミュニティ芦屋：健常高齢者向けシニア住宅（チャーミング・スクウェア芦屋の運営） 

㈱チャーミング・コミュニティ白金：健常高齢者向けシニア住宅（チャーミング・スクウェア白金の運営） 

②企業結合の法的方式 

㈱チャーミング・コミュニティ、㈱チャーミング・コミュニティ芦屋及び㈱チャーミング・コミュニティ白金を分割会社と

し、㈱ゼクスアクティブ・エイジを承継会社とする吸収分割 

③結合後企業の名称 

㈱ゼクスアクティブ・エイジ 

④取引を含む取引の概要 

健常高齢者向シニア住宅の保有と運営を分離し、経営効率の改善及びキャッシュ・フローの増大を図るため、当社連結子会社

㈱ゼクスアクティブ・エイジが、上記連結子会社三社の運営事業に関する権利義務を承継いたしました。 

⑤実施した会計処理の概要 

当該分割会社は、企業結合に係る会計基準（「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成15年

10月31日））及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成18年

12月22日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。なお、当該会社分割に伴うのれんは発生いたしま

せん。 

（2）シニア事業再編に関する合併の概要 

①結合当事企業の名称およびその事業の内容 

㈱チャーミング・コミュニティ：健常高齢者向けシニア住宅（チャーミング・スクウェア舞子の運営） 

㈱チャーミング・コミュニティ芦屋：健常高齢者向けシニア住宅（チャーミング・スクウェア芦屋の運営） 

㈱チャーミング・コミュニティ白金：健常高齢者向けシニア住宅（チャーミング・スクウェア白金の運営） 

㈱チャーミング・コミュニティ豊洲：健常高齢者向けシニア住宅（チャーミング・スクウェア豊洲の運営） 

㈱チャーミング・コミュニティ小金井：健常高齢者向けシニア住宅（チャーミング・スクウェア小金井の運営） 

②企業結合の法的方式 

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及
び個人
主要株
主 

金井和彦 ― ― 

当社取締役 
㈱福祉開発
研究所代表
取締役 

(被所有)
直接 2.45 ― ― 業務委託 66,510 ―  ― 

役員及
び個人
主要株
主 

山川隆義 ― ― 

当社取締役 
㈱ドリーム
インキュベ
ータ代表取
締役 

(被所有)
直接 0.05 ― ―

関係会社株
式譲受 
  

36,300 
  

  

  
― 

  
  ― 



当社を存続会社とする吸収合併形式で、㈱チャーミング・コミュニティ、㈱チャーミング・コミュニティ芦屋、㈱チャーミン

グ・コミュニティ白金、㈱チャーミング・コミュニティ豊洲及び㈱チャーミング・コミュニティ小金井は解散いたしました。

③結合後企業の名称 

㈱ゼクス 

④取引を含む取引の概要 

上記連結子会社５社に分散されていた資産を集中させるため、当社が資産を保有し、保有と運営を分離し、経営効率の改善及

びキャッシュ・フローの増大を図るため合併いたしました。 

⑤実施した会計処理の概要 

当該合併は、企業結合に係る会計基準（「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成15年10月

31日））及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成18年12月

22日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。なお、当該会社分割に伴うのれんは発生いたしませ

ん。 



 (１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎は、以下の通りであります。 

１ １株当たり純資産額 

  

  

２ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

  

 (重要な後発事象) 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１株当たり純資産額 87,069円85銭 66,701円85銭

１株当たり当期純利益 10,653円83銭 8,553円07銭
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

9,251円17銭 7,329円12銭

項目 
前連結会計年度末 

（平成18年5月31日） 
当連結会計年度末 

（平成19年5月31日） 
連結貸借対照表の純資産の部の合計
額 
（千円） 

12,097,257 18,853,352 

普通株式に係る純資産額（千円） 8,117,696 14,328,691 
連結貸借対照表の純資産の部の合計
額から控除する金額（千円） 

△3,979,560 △4,524,661 

(うち新株予約権) ― △13,525 

(うち少数株主持分) △3,979,560 △4,511,136 

普通株式の発行済株式数（株） 93,543.16 215,439 
普通株式の自己株式数（株） 311.16 622 
１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数（株） 

93,232 214,817 

  
前連結会計年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

連結損益計算書上の当期純利益（千円) 928,165 1,663,416 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（千円） 928,165 1,663,416 

普通株式の期中平均株式数（株） 87,120 194,481 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
の算定に用いられた普通株式増加数の
主要な内訳（株） 

 新株引受権 162.02 291.25 

 新株予約権 13,047.14 32,187.03 

普通株式増加数（株） 13,209.16 32,478.28 

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益の算定に
含めなかった潜在株式の概要 

(株)ゼクスペットコミュニテ
ィ 

第１回新株予約権   73個 

第２回新株予約権   97個 
(株)ゼクス 
 第４回新株予約権 1,104個 

(株)ゼクスペットコミュニティ

第１回新株予約権   55個 

(株)ゼクス 
 第５回ストックオプション 

           2,306個 

第４回新株予約権   5個 

第５回新株予約権   5個 

第６回新株予約権   5個 

(株)中央コーポレーション 
 ストックオプション     

700個 

  

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

当社は、平成18年5月12日開催の取締役会の決議に ― 



  

基づき、次のように株式分割による新株式を発行

しております。 

 (1) 平成18年6月1日をもって普通株式１株を２株に

分割しております。 

  ① 分割により増加する株式数 

普通株式 93,542.84株 

  ② 分割方法 

    平成18年5月31日最終の株主名簿及び実質株主

名簿に記載または記録された株主並びに端株原

簿に記載または記録された株主の所有株式数

を、１株につき２株の割合をもって分割いたし

ます。 

 (2) 新株券交付日 

平成18年7月20日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

１株当たり情報については、それぞれ以下のとおりと

なります。 

  

    

前連結会計年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

１株当たり純資産額 
24,671円77銭 

１株当たり当期純利益 
4,584円24銭 

潜在株式調整後1株当たり当
期純利益 
        4,527円51銭 

１株当たり純資産額 
43,534円93銭

１株当たり当期純利益 
5,326円92銭

潜在株式調整後1株当たり当
期純利益 
       4,625円59銭



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) １ 「当期末残高」欄の（内書）は、１年内償還予定の金額であります。 

２ 2009年5月31日満期転換社債型新株予約権付社債の内容 

（注）平成17年7月15日開催の取締役会決議に基づき、平成17年8月2日付にて自己株式の処分を行ったことに伴い、株式の発

行価格は277,297.9円に、また、平成18年5月12日開催の取締役会決議に基づき、平成18年6月1日をもって普通株式1株

を2株に分割したことに伴い、株式の発行価格は138,649円に調整されております。 

  

３ 2010年5月31日満期転換社債型新株予約権付社債の内容 

（注）平成17年7月15日開催の取締役会決議に基づき、平成17年8月2日付にて自己株式の処分を行ったことに伴い、発行価格
は333,756.8円に、また、平成18年5月12日開催の取締役会決議に基づき、平成18年6月1日をもって普通株式1株を2株
に分割し、株式の発行価格は166,878.4円に調整されております。 

  

４ 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の内容 

（注）１ 本新株予約権付社債は会社法第254条第2項本文および第3項本文の定めにより本社債または本新予約権のうち一

方のみを譲渡することはできません。 

   ２ 本新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該本新株予約権に係る本社債とし、当該本社債の価額はその

払込金額と同額とします。ただし、交付株式数に当初転換価額の（ただし、転換価額が修正または調整された場

合は修正後または調整後の修正価額）を乗じた額が行使請求する本新株予約権に係る本社債の払込金額の総額を

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高

(千円) 
当期末残高
(千円) 

利率
(％) 

担保 償還期限

㈱ゼクス 第５回無担保社債 
平成16年 
12月30日 

332,000
164,000

(164,000) 
1.20 無担保社債 

平成19年
12月28日 

㈱ゼクス 第６回無担保社債 
平成19年 
２月28日 

―
500,000

(160,000) 
1.11 無担保社債 

平成22年
２月26日 

㈱ゼクス 第７回無担保社債 
平成19年 
４月９日 

―
2,100,000

(2,100,000) 
2.80 無担保社債 

平成20年
４月９日 

㈱ゼクス(注)２ 

2009年5月31日満
期円貨建転換社債
型新株予約権付社
債 

平成16年 
２月16日 

80,000 ― ― 無担保社債 
平成21年
５月31日 

㈱ゼクス(注)３ 

2010年5月31日満
期円貨建転換社債
型新株予約権付社
債 

平成17年 
６月13日 

2,095,000 2,075,000 ― 無担保社債 
平成22年
５月31日 

㈱ゼクス(注)４ 
第1回無担保転換
社債型新株予約権
付社債 

平成18年 
11月14日 

― ― ― 無担保社債 
平成20年
11月14日 

ゼクス不動産投資
顧問㈱ 

第1回社債 
平成17年 
10月13日 

180,000 180,000 10.0 無担保社債 
平成22年
10月13日 

合計 ― ― 2,687,000
5,019,000

(2,424,000) 
― ― ― 

発行すべき
株式の内容 

株式の 
発行価格 

発行価額の総額 

新株予約権の
行使により発行
した株式の発行
価額の総額 

新株予約権
の付与割合 

新株予約権 
の行使期間 

新株予約権の
譲渡に 

関する事項 

㈱ゼクス 
普通株式 

138,649円 2,500,000千円 2,499,797千円
社債額面10百
万円につき10
百万円 

自 平成16年 
  ３月１日 
至 平成21年 
  ５月15日 

― 

発行すべき
株式の内容 

株式の 
発行価格 

発行価額の総額 

新株予約権の
行使により発行
した株式の発行
価額の総額 

新株予約権
の付与割合 

新株予約権 
の行使期間 

新株予約権の
譲渡に 

関する事項 

㈱ゼクス 
普通株式 

166,878.4円 4,000,000千円 1,924,946千円
社債額面5百
万円につき5
百万円 

自 平成17年 
  ６月27日 
至 平成22年 
  ５月17日 

― 

発行すべき
株式の内容 

株式の 
発行価格 

発行価額の総額 

新株予約権の
行使により発行
した株式の発行
価額の総額 

新株予約権
の付与割合 

新株予約権
の行使期間 

新株予約権
の譲渡に 
関する事項 

代用払込み
に関する 
事項 

㈱ゼクス 
普通株式 

184,000円 4,000,000千円 3,999,278千円
社債額面100
百万円につき
100百万円 

自 平成18年
  11月15日 
至 平成20年 
  11月13日 

注１ 注２ 



下回る場合には、本新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該差額部分を除く本社債とし、この場合の本社債の価

額は、本社債の払込金額から上記差額を差し引いた額とします。上記ただし書きの場合には、本社債の償還とし

て上記差額を償還します。 

  

    ５ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

  

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金 (１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額の総額 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

１年以内 
(千円) 

１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

2,424,000 160,000 2,255,000 180,000 ― 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 12,340,550 14,929,161 2.23 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 7,933,273 19,059,849 2.76 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

37,610,454 48,922,617 2.65
平成20年6月～  
平成41年9月 

その他の有利子負債 826,248     ― ― ― 

合計 58,710,525 82,911,628 ― ― 

区分 
１年超２年以内 

(千円) 
２年超３年以内

(千円) 
３年超４年以内

(千円) 
４年超５年以内 

(千円) 

長期借入金 19,136,589 9,476,377 4,050,084 6,851,873 



２ 【財務諸表等】 
(1) 【財務諸表】 
① 【貸借対照表】 

  

  

    
前事業年度 

(平成18年５月31日) 

当事業年度 

(平成19年５月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     2,850,663     1,785,608   

２ 受取手形     ―     1,918,000   

３ 売掛金     351,783     252,427   

４ 販売用不動産  ※1,5   2,032,235     2,303,092   

５ 仕掛販売用不動産 ※１   2,366,417     5,464,576   

６ 仕掛品  ※1,4   1,304,580     2,341,156   

７ 前渡金     200,525     704,501   

８ 前払費用     102,831     246,884   

９ 繰延税金資産     56,523     760,154   

10 関係会社短期貸付金     268,000     20,000   

11 短期貸付金     30,622     52,236   

12 立替金 ※３   2,592,143     281,916   

13 その他     110,411     504,920   

14 貸倒引当金     △22,319     △17,389   

流動資産合計     12,244,420 35.2   16,618,085 23.0 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物 ※1,5 413,763     17,189,585     

減価償却累計額   73,184 340,578   525,368 16,664,217   

(2) 構築物 ※1 ―     406,409 

32,826 

    

減価償却累計額   ― ―   373,582   

(3) 車両運搬具   15,527     15,694     

減価償却累計額   11,205 4,322   12,639 3,054   

(4) 機械装置 ※1 ―     13,175 

467 

    

減価償却累計額   ― ―   12,707   

(5) 工具器具備品 ※5 39,361     62,013     

減価償却累計額   18,651 20,710   32,897 29,116   

(6) 土地 ※1,5   228,490     10,894,405   

(7) 建設仮勘定 ※1   306,000     883,064   

有形固定資産合計     900,102 2.6   28,860,148 39.9 

２ 無形固定資産               

(1) ソフトウェア     30,475     68,838   

(2) 電話加入権     543     543   

無形固定資産合計     31,019 0.1   69,381 0.1 



  

  

   
前事業年度

(平成18年５月31日) 
当事業年度 

(平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

３ 投資その他の資産              

(1) 投資有価証券 ※1,7   2,009,310     3,907,235   

(2) 関係会社株式 ※１   9,678,314     12,442,085   

(3) 出資金 ※１   36,750     36,750   

(4) 関係会社社債     70,000     70,000   

(5) その他の関係会社有
価証券 

※１   1,922,988     2,734,783   

(6) 長期貸付金     9,960     16,306   

(7) 関係会社長期貸付金     7,058,941     8,525,936   

(8) 長期前払費用     138,343     342,856   

(9) 差入保証金     455,533     545,036   

(10) 保険積立金     130,127     ―   

(11) ゴルフ会員権     11,750     11,750   

(12) 長期性預金 ※１   121,200     45,000   

貸倒引当金     △7,700     △31,773   

  投資損失引当金     ―     △2,317,404   

投資その他の資産合計     21,635,519 62.1   26,328,562 36.4 

固定資産合計     22,566,640 64.8   55,258,093 76.4 

Ⅲ 繰延資産               

１ 開業費     ―     440,743   

 繰延資産合計     ―     440,743 0.6 

資産合計     34,811,060 100.0   72,316,922 100.0 

      



  

  

   
前事業年度

(平成18年５月31日) 
当事業年度 

(平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形     849,049     392,004   

２ 買掛金     1,220,563     1,820,880   

３ 短期借入金 ※1,7   2,695,000     9,833,161   

４ 一年以内返済予定の 
長期借入金 

※１   2,625,439 7,190,383   

５ 一年以内償還予定の社債     168,000     2,424,000   

６ 未払金     150,986     209,787   

７ 未払費用     78,172     116,932   

８ 未払法人税等     554,131     1,565,241   

９ 不動産事業前受金     1,704,628     241,532   

10 預り金 ※3,7   4,986,329     8,961,911   

11 その他     13,040     8,809   

流動負債合計     15,045,341 43.2   32,764,643 45.3 

Ⅱ 固定負債               

１ 社債     164,000     340,000   

２ 新株予約権付社債     2,175,000     2,075,000   

３ 長期借入金 ※１   8,451,102     21,139,909   

４ 長期未払金     26,038     8,356   

５ 長期前受収益     ―     1,232,591   

６ 預り保証金     378,138     811,123   

７ 繰延税金負債     325,873     279,052   

固定負債合計     11,520,153 33.1   25,886,033 35.8 

負債合計     26,565,494 76.3   58,650,676 81.1 

         



  

  

  
前事業年度

(平成18年５月31日) 
当事業年度 

(平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)             

Ⅰ 株主資本             

１ 資本金   2,675,976 7.7   5,228,351 7.2 

２ 資本剰余金             

(1) 資本準備金 2,423,862     4,976,236     

(2) その他資本剰余金 17,615     17,615     

資本剰余金合計   2,441,478 7.0   4,993,852 6.9 

３ 利益剰余金             

(1) その他利益剰余金             

繰越利益剰余金 2,696,176     3,090,278     

利益剰余金合計   2,696,176 7.7   3,090,278 4.3 

４ 自己株式   △89,582 △0.2   △89,582 △0.1 

株主資本合計   7,724,048 22.2   13,222,899 18.3 

Ⅱ 評価・換算差額等             

１ その他有価証券評価 
  差額金 

  521,517 1.5   433,670 0.6 

評価・換算差額等合計   521,517 1.5   433,670 0.6 

Ⅲ 新株予約権   ― ―   9,675 0.0 

純資産合計   8,245,566 23.7   13,666,245 18.9 

負債及び純資産合計   34,811,060 100.0   72,316,922 100.0 

       



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     13,583,745 100.0   20,668,173 100.0 

Ⅱ 売上原価     9,006,872 66.3   11,525,815 55.8 

売上総利益     4,576,873 33.7   9,142,357 44.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 役員報酬   115,825     150,070     

２ 給料手当   695,308     992,169     

３ 賞与手当   23,442     46,802     

４ 雑給   15,848     15,993     

５ 法定福利費   94,407     130,730     

６ 福利厚生費   12,700     27,658     

７ 広告宣伝費   128,990     396,610     

８ 旅費交通費   96,433     161,499     

９ 接待交際費   89,602     249,287     

10 租税公課   202,704     232,388     

11 保険料   66,826     68,983     

12 支払手数料   477,145     543,418     

13 減価償却費   23,876     40,398     

14 貸倒引当金繰入   22,319     12,009     

15 貸倒損失   39,375     ―     

16 地代家賃   207,419     263,843     

17 その他   193,206 2,505,432 18.5 199,302 3,531,167 17.1 

営業利益     2,071,440 15.2   5,611,190 27.1 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息 ※１ 194,020     372,947     

２ 受取配当金 ※１ 45,907     56,020     

３ 保険解約返戻金   ―     153,047     

４ 雑収入   16,204 256,132 1.9 149,213 731,229 3.5 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息 ※1 376,302     952,091     

２ 社債利息   4,806     2,666     

３ 支払融資手数料   40,832     181,651     

４ 社債発行費   24,568     21,036     

５ 雑損失   19,583 466,093 3.4 91,700 1,249,145 6.0 

経常利益     1,861,479 13.7   5,093,274 24.6 



  

  

  
前事業年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※２ ―     583,587     

２ 投資有価証券売却益   ― ―   98,661 682,249 3.3 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産除却損 ※３ 31,114     1,002     

２ 出資金評価損   2,651     ―     

３ 投資有価証券評価損   1,999     112,514     

 ４ 子会社再編費用   ―     1,556,510     

 ５ 投資損失引当金繰入   ― 35,766 0.3 2,317,404 3,987,432 19.3 

税引前当期純利益     1,825,713 13.4   1,788,091 8.6 

法人税、住民税 
及び事業税 

834,367 1,937,870   

法人税等調整額   △47,415 786,951 5.8 △693,114 1,244,755 6.0 

当期純利益     1,038,761 7.6   543,335 2.6 

      



売上原価明細書 

  

  

  

(注) ※１ 主な内訳は、次のとおりであります。 

    
  
  
  
  
  

 ※2 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 

  
前事業年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比 
(％) 

Ⅰ 土地仕入   2,711,736 34.2 8,517,552 53.5 

Ⅱ 建物仕入   858,285 10.8 712,906 4.5 

Ⅲ 外注費   2,545,432 32.1 4,650,953 29.2 

Ⅳ 減価償却費   55,609 0.7 276,000 1.7 

Ⅴ 経費 ※１ 1,764,254 22.2 1,773,994 11.1 

当期総事業費用   7,935,318 100.0 15,931,407 100.0 

期首販売用不動産たな卸高   334,655   2,032,235   

小計   8,269,974   17,963,643   

期末販売用不動産たな卸高   2,032,235   2,303,092   

差引   6,237,738   15,660,550   

  期首仕掛販売用不動産たな 
  卸高 

849,053 2,366,417  

      小計   7,086,791   18,026,967   

  期末仕掛販売用不動産たな
卸高 

2,366,417 5,464,576  

      差引   4,720,374   12,562,391   

  期首仕掛品たな卸高   1,621,733   1,304,580   

      小計   6,342,107   13,866,972   

  期末仕掛品たな卸高   1,304,580   2,341,156   

他勘定からの振替高 ※２ 3,969,345   ―   

当期売上原価   9,006,872   11,525,815   

     

項目 
前事業年度
(千円) 

当事業年度 
(千円) 

支払手数料 1,454,194 1,039,007 

租税公課 96,305 323,631 

地代家賃 132,182 157,489 

広告宣伝費 5,118 59,728 

水道光熱費 15,885 33,704 

項目 
前事業年度
(千円) 

当事業年度 
(千円) 

建物 2,233,270 ― 

工具器具備品 742 ― 



  
  
  

(原価計算の方法) 

当社の原価計算は、個別原価計算によっております。 

土地 1,735,332 ― 

計 3,969,345 ― 



③ 【株主資本等変動計算書】 

前事業年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

（単位 千円）

 

  

株主資本 
評価・換算

差額等 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 

その他 

有価証券 

評価差額金
資本 

準備金 

その他 

資本剰余金 

その他 

利益剰余金 

繰越 

利益剰余金 

平成17年５月31日残高 1,067,698 815,626 － 1,723,220 △154,291 3,452,254 613,651 

事業年度中の変動額               

 新株の発行 1,608,278 1,608,235       3,216,513   

剰余金の配当       △65,805   △65,805   

当期純利益       1,038,761   1,038,761   

自己株式の取得         △98,520 △98,520   

 自己株式の処分     17,615   163,229 180,845   

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額) 

          － △92,133 

事業年度中の変動額合計 1,608,278 1,608,235 17,615 972,955 64,709 4,271,794 △92,133 

平成18年５月31日残高 2,675,976 2,423,862 17,615 2,696,176 △89,582 7,724,048 521,517 



当事業年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

  

  

  

 

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計資本 
準備金 

その他 
資本剰余金 

その他 
利益剰余金 

繰越 
利益剰余金 

平成18年５月31日残高（千

円） 
2,675,976 2,423,862 17,615 2,696,176 △89,582 7,724,048 

事業年度中の変動額             

 新株の発行 2,552,374 2,552,374       5,104,748 

 剰余金の配当       △149,233   △149,233 

 当期純利益       543,335   543,335 

 株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)  

      ― 

事業年度中の変動額合計(千
円) 

2,552,374 2,552,374 ― 394,102 ― 5,498,851 

平成19年５月31日残高(千

円) 
5,228,351 4,976,236 17,615 3,090,278 △89,582 13,222,899 

  

評価・換算 

差額等 
新株予約権 純資産合計 

その他有価証券
評価差額金 

平成18年５月31日残高(千

円) 
521,517 ― 8,245,566 

事業年度中の変動額       

 新株の発行     5,104,748 

 剰余金の配当     △149,233 

 当期純利益     543,335 

 株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) 

△87,846 9,675 △78,171 

事業年度中の変動額合計(千
円) 

△87,846 9,675 5,420,679 

平成19年５月31日残高(千

円) 
433,670 9,675 13,666,245 



重要な会計方針 

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用し

ております。 

(2) その他有価証券 

 ＜時価のあるもの＞ 

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法 

(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定しております。) 

 ＜時価のないもの＞ 

移動平均法による原価法 

ただし、匿名組合出資金は個別法 

によっており、詳細は「9(2) 匿 

名組合出資金の会計処理」に記載 

しております。 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  

(2) その他有価証券 

＜時価のあるもの＞ 

同左 

  

  

  

  

＜時価のないもの＞ 

同左 

  

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

時価法 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

販売用不動産、仕掛販売用不動産、仕

掛品 

 個別法による原価法 

販売用不動産、仕掛販売用不動産、仕

掛品 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

 定率法(平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除く)

については定額法)を採用しており

ます。 

 ただし、定期借地権を設定し賃借

した土地にある建物については、残

存価額を０円として、使用期限を耐

用年数とした定額法を採用しており

ます。 

 なお、取得価額10万円以上20万円

未満の少額減価償却資産について

は、３年間均等償却を採用しており

ます。 

 主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

 建物           ３～47年 

 車両運搬具       ３～６年 

 工具器具備品       ３～15年 

(1) 有形固定資産 

 定率法(平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除く)

については定額法)を採用しており

ます。 

 なお、取得価額10万円以上20万円

未満の少額減価償却資産について

は、３年間均等償却を採用しており

ます。 

 主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

 建物           ３～47年 

 車両運搬具       ３～６年 

 工具器具備品       ３～15年 

  (2) 無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づいております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

  



項目 
前事業年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

５ 繰延資産の処理方法 社債発行費 

支払時に全額費用として処理して

おります。 

① 社債発行費 

同左 

  

  

② 開業費 

開業後、効果の発現する期間（５

年間）にわたり月数を基準とした均

等償却 

  

③ 株式交付費 

支払時に全額費用として処理して

おります。 

６ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

①貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

②投資損失引当金 

 関係会社への投資等に対する損失に

備えるため、その財政状態等を勘案し

て計上しております。 

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    

８ ヘッジ会計の方法   ① ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては特例処理

の要件を満たしておりますので、特

例処理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップのうち特例処理の要

件を満たしているものについては、

特例処理を採用しております。 

  



  

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

当事業年度にヘッジ会計を適用し

たヘッジ手段とヘッジ対象は以下の

とおりであります。 

ａ ヘッジ手段…金利スワップ 

ｂ ヘッジ対象…借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  ③ ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で、デリバティブ取引を行っ

ており、ヘッジ対象の識別は個別契

約ごとに行っております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

個別取引ごとに、有効性を判断す

ることとしております。なお、特例

処理によっている金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省略してお

ります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。 

(1) 消費税等の会計処理方法 

同左 



  

  
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

会計処理方法の変更 

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

  (2) 匿名組合出資金の会計処理 

 当社は、匿名組合出資を行うに際し

て、匿名組合の財産の持分相当額を、

関係会社に対するものは「その他の関

係会社有価証券」とし、その他の会社

に対するものは「投資有価証券」とし

て計上しております。匿名組合への出

資時に「その他の関係会社有価証券」

ないし「投資有価証券」を計上し、匿

名組合が獲得した純損益の持分相当額

については、「営業損益」に計上する

とともに、同額を「その他の関係会社

有価証券」ないし「投資有価証券」に

加減し、営業者からの出資金の払い戻

しについては、「その他の関係会社有

価証券」ないし「投資有価証券」を減

額させております。 

(2) 匿名組合出資金の会計処理 

 当社は、匿名組合出資を行うに際し

て、匿名組合の財産の持分相当額を、

関係会社に対するものは「その他の関

係会社有価証券」とし、その他の会社

に対するものは「投資有価証券」とし

て計上しております。匿名組合への出

資時に「その他の関係会社有価証券」

ないし「投資有価証券」を計上し、匿

名組合が獲得した純損益の持分相当額

については、「営業損益」に計上する

とともに、同額を「その他の関係会社

有価証券」ないし「投資有価証券」に

加減し、営業者からの出資金の払い戻

しについては、「その他の関係会社有

価証券」ないし「投資有価証券」を減

額させております。 

 ただし、当社が管理運営する匿名組

合等への出資に係る会計処理は、決算

日における組合等の決算による財務諸

表に基づいて組合等の資産、負債及び

収益、費用を当社の持分割合に応じて

計上しております。 

前事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 



  

  

表示方法の変更 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当期から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 

 なお、これによる損益に与える影響はありません。 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月9日

企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8

号）を適用しております。 

なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は

8,245,566千円であります。 

また、財務諸表等規則の改正により、当期における

貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 

  

（ストック・オプション等に関する会計基準等） 

  当期から「ストック・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第8号）及び「ストック・オプション等に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月27日 企業会計基準適用指針第11号）を適用

しております。 

なお、これによる損益に与える影響はありません。 

― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

― 

  

                        ―  （企業結合に係る会計基準等） 

  当期から「企業結合に係る会計基準」（企業会計審

議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 

企業会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基

準委員会 平成18年12月22日 企業会計基準適用指針

第10号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

― 

  

  

  

  

  

  

  

 （固定資産の減価償却方法の変更） 

  当期から、法人税法の改正（（所得税法等の一部

を改正する法律 平成19年３月30日 法律第６号）及

び（法人税法施行令の一部を改正する政令 平成19年

３月30日 政令第83号））に伴い、 平成19年４月１

日以降に取得したものについては、改正後の法人税法

に基づく方法に変更しております。 

  これによる損益に与える影響は軽微であります。 

前事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

（貸借対照表） 

 前期まで流動資産の「その他」に含めて表示してお

りました「立替金」については、資産総額の100分の1

を超えることとなったため、当期より区分掲記するこ

（貸借対照表） 

   前期において流動負債の「預り金」に含めており

ました投資有価証券の消費貸借契約に係る預り金受

入高については、取引の実情を鑑み、当期より「短



  

とといたしました。 

 なお、前期の「立替金」は、22,043千円でありま

す。 

期借入金」に含めております。 

  なお、前期の「預り金」に含まれる当該契約に係

る預り金受入高は、826,248千円であります。 

（損益計算書） 

   前期において営業外収益の「雑収入」に含めてお

りました「保険解約返戻金」については、重要性が

増したため、当期より区分掲記しております。 

   なお、前期の「保険解約返戻金」は、4,524千円

であります。  

  



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成18年５月31日) 

当事業年度
(平成19年５月31日) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

  担保に供している資産は次のとおりであります。 

販売用不動産 1,737,974千円

仕掛販売用不動産 2,124,886千円

建物 134,950千円

土地 122,417千円

関係会社株式 4,752,766千円

その他の関係会社有価証券 753,606千円

出資金 13,000千円

長期性預金 45,000千円

 計 9,684,602千円

※１ 担保資産及び担保付債務 

  担保に供している資産は次のとおりであります。 

販売用不動産 2,302,796千円

仕掛販売用不動産 4,996,364千円

仕掛品 1,054,293千円

建物 16,197,484千円

構築物 291,242千円

機械装置 12,707千円

土地 10,871,915千円

建設仮勘定 883,064千円

投資有価証券 881,450千円

関係会社株式 5,424,166千円

出資金 13,500千円

長期性預金 45,000千円

 計 42,973,985千円

  担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 700,000千円

１年以内返済予定長期借入金 2,575,359千円

長期借入金 8,282,182千円

 計 11,557,542千円

  担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 5,214,561千円

１年以内返済予定長期借入金 7,141,143千円

長期借入金 19,018,947千円

 計 31,374,652千円

 ２ 保証債務 

   次の連結子会社及び取引先について、リース契約

並びに金融機関からの借入に対し債務保証を行って

おります。 

㈱ゼクスコミュニティ 507,124千円

㈱ゼクスペットコミュニティ 439,225千円

㈱チャーミング・エイジ研究所 1,000,000千円

㈱チャーミング・リゾート那須 48,699千円

㈱ジーメド 9,250千円

㈱チャーミング・コミュニティ 4,551,400千円

㈱チャーミング・コミュニティ芦屋 5,500,000千円

㈱チャーミング・リゾート沖縄 3,171,836千円

㈱チャーミング・リゾート藤岡 1,530,000千円
㈱チャーミング・リゾート関越 850,000千円
㈱チャーミング・コミュニティ白金 3,700,000千円

㈱チャーミング・リゾート都ゴルフ倶

楽部 
748,800千円

㈱チャーミング・コミュニティ小金井 3,600,000千円

㈲ゼット・ワン 8,000,000千円

㈲武蔵野リアルティ 465,000千円

㈲ゼット・ティー・エム 160,000千円

㈲仙台本町ビル 418,000千円

 ２ 保証債務 

   次の連結子会社及び取引先について、リース契約

並びに金融機関からの借入に対し債務保証を行って

おります。 

㈱ゼクスコミュニティ 2,204,092千円

㈱ゼクスペットコミュニティ 327,352千円

㈱ゼクスアクティブ・エイジ 7,508,432千円

㈱チャーミング・リゾート那須 36,838千円

㈱ジーメド 5,543千円

㈱チャーミング・リゾート沖縄 4,696,398千円

㈱チャーミング・リゾート藤岡 1,350,000千円
㈱チャーミング・リゾートワイ
ルドダック 

760,000千円

㈱チャーミング・リゾート関越 750,000千円

㈱チャーミング・リゾート都ゴ

ルフ倶楽部 
672,000千円

㈱チャーミング・リゾートすん

ぷ 
386,487千円

㈲すんぷ夢ひろば 2,548,666千円

㈲仙台本町ビル 410,000千円



  

  

  

(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(平成18年５月31日) 

当事業年度
(平成19年５月31日) 

※３ 関係会社に対する資産及び負債 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。 

立替金     2,507,891千円 

預り金     3,899,820千円 

※３ 関係会社に対する資産及び負債 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。 

立替金       5,799千円 

預り金     6,941,129千円 

※４ 土地の仕入に関する金額が含まれております。 ※４ 土地の仕入に関する金額が含まれております。 

※５  販売用不動産に振り替えたものは以下のとおり

であります。         

建物 2,233,270千円

工具器具備品 742千円

土地 1,735,332千円

※５          ― 

  

６  当社は、プロジェクト資金の効率的な調達を行

うため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメント契約を締結しております。 

   当期における当座貸越契約に係る借入金未実行残

高等は次のとおりであります。    

当座貸越極度額及び貸出コミ
ットメントの総額 

2,000,000千円

借入実行残高 1,300,000千円

差引額 700,000千円

６  当社は、プロジェクト資金の効率的な調達を行

うため取引銀行１行と貸出コミットメント契約を

締結しております。 

   当期における貸出コミットメント契約に係る借入

金未実行残高等は次のとおりであります。    

貸出コミットメントの総額 5,500,000千円

借入実行残高 3,700,000千円

差引額 1,800,000千円

※７ 投資有価証券の消費貸借契約 

   投資有価証券の一部に消費貸借契約を結んでお

り、その貸借対照表価額は1,144,702千円であり

ます。なお、当該取引に係る預り金受入高は、流

動負債の「預り金」に含まれており、その金額は

826,248千円であります。 

※７ 投資有価証券の消費貸借契約 

   投資有価証券の一部に消費貸借契約を結んでお

り、その貸借対照表価額は881,450千円でありま

す。なお、当該取引に係る預り金受入高は、流動

負債の「短期借入金」に含まれており、その金額

は555,401千円であります。 

前事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。 

受取利息 157,280千円

受取配当金 43,268千円

支払利息 118,169千円

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。 

受取利息 319,595千円

受取配当金 29,176千円

支払利息 170,752千円

※２          ― 

    

※２ 固定資産売却益 

建物 291,075千円

土地 292,512千円

合計 583,587千円

※３          ― 

    

※３ 固定資産除却損 

建物 437千円

備品 565千円

合計 1,002千円



(株主資本等変動計算書関係) 

  

前事業年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

自己株式に関する事項 

  
（注）１ 自己株式の増加311.06株は,端株の買取による増加であります。 

２ 自己株式の減少648株は,譲渡による減少であります。 

  

当事業年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

自己株式に関する事項 

  
（注）１ 自己株式の増加311.16株は,株式分割による増加であります。 

２ 自己株式の減少0.32株は,端株の売渡しによる減少であります。 

  

(企業結合等関係) 

連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）（２）における記載内容と同一であるため、記載しておりません。 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 摘要 

普通株式 648.10 311.06 648.00 311.16 注1,2 

合計 648.10 311.06 648.00 311.16   

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 摘要 

普通株式 311.16 311.16 0.32 622.00 注1,2 

合計 311.16 311.16 0.32 622.00   



(リース取引関係) 

        

  

(有価証券関係) 

    有価証券 

     子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

(税効果会計関係) 

  

前事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

工具器具備品 
千円 

87,009 
千円 

44,423 
千円

42,586 

取得価額
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 
相当額 

工具器具備品
千円

64,387 
千円 

37,977 
千円

26,409 

ソフトウェア 34,276 
  

8,927 
 

25,348 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 15,588千円

１年超 28,100千円

合計 43,688千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 18,778千円

１年超 34,133千円

合計 52,911千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 16,728千円

減価償却費相当額 15,457千円

支払利息相当額 1,305千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 22,131千円

減価償却費相当額 20,758千円

支払利息相当額 1,422千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 1,064千円

１年超 2,217千円

合計 3,281千円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 190,340千円

１年超 1,112,581千円

合計 1,302,921千円

区分 

前事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

貸借対照表 
計上額 
（千円） 

時価 
（千円） 

差額
（千円） 

貸借対照表
計上額 
（千円） 

時価
（千円） 

差額 
（千円） 

子会社株式 
関連会社株式 

5,447,124 
  

6,345,780 
  

898,655
  

5,447,124
  

5,441,324 
  

△5,800
  

合計 
5,447,124 
  

6,345,780 
  

898,655
  

5,447,124
  

5,441,324 
  

△5,800
  

前事業年度 
(平成18年５月31日) 

当事業年度
(平成19年５月31日) 



  

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に

含まれております。 

流動資産―繰延税金資産       56,523千円 

固定負債―繰延税金負債     △325,873千円 

  

  繰延税金資産     

  未払事業税等   47,484千円 

  貸倒引当金・貸倒損失   29,011千円 

  その他   9,136千円 

  繰延税金資産小計   85,632千円 

繰延税金負債      
その他有価証券評価差額金   △354,982千円  

  繰延税金負債小計   △354,982千円 

  繰延税金負債の純額   △269,350千円 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

  

繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。 

流動資産―繰延税金資産       760,154千円 

固定負債―繰延税金負債      △279,052千円 
  
  

繰延税金資産     

未払事業税等   125,800千円 

投資損失引当金   943,183千円 

投資有価証券評価損   54,747千円 

その他   45,645千円 

繰延税金資産小計   1,169,377千円 

評価性引当額   △390,629千円 

繰延税金資産合計   778,747千円 

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金   △297,645千円 

繰延税金負債合計   △297,645千円 

繰延税金負債の純額   481,101千円 

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  

法定実効税率   40.5％ 

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

  2.0％ 

住民税均等割   0.3％ 

その他   0.3％ 

税効果会計適用後の法人税等負担率   43.1％ 

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別内訳 

法定実効税率   40.7％ 

交際費等永久に損金に
算入されない項目 

  5.7％ 

住民税均等割   0.3％ 

評価性引当額   21.8％ 

その他   1.1％ 

税効果会計適用後   69.6％ 



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎は、以下の通りであります。 

１ １株当たり純資産額 

  

２ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１株当たり純資産額 88,441円37銭 63,573円05銭 

１株当たり当期純利益 11,923円28銭 2,793円76銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

10,353円49銭 2,393円97銭 

項目 
前事業年度末 

（平成18年5月31日） 
当事業年度末 

（平成19年5月31日） 
貸借対照表の純資産の部の合計額（千
円） 

8,245,566 13,666,245 

普通株式に係る純資産額（千円） 8,245,566 13,656,570 
貸借対照表の純資産の部の合計額から控
除する金額（千円） 

― △9,675 

(うち新株予約権) ― △9,675 
普通株式の発行済株式数（株） 93,543.16 215,439 
普通株式の自己株式数（株） 311.16 622 
１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（株） 

93,232 214,817 

  
前事業年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

損益計算書上の当期純利益（千円） 1,038,761 543,335 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,038,761 543,335 

普通株式の期中平均株式数（株） 87,120.41 194,481.73 

潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定に用
いられた普通株式増加数の主要な内訳（株） 

 

 新株引受権 162.02 291.25 

 新株予約権 13,047.14 32,187.03 

普通株式増加数（株） 13,209.16 32,478.28

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式
の概要 

第4回新株予約権 1,104個
  

第5回ストックオプション
            2,306個 
第4回新株予約権    5個 
第5回新株予約権  5個 
第6回新株予約権  5個 



 (重要な後発事象) 

  

前事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

当社は、平成18年5月12日開催の取締役会の決議に

基づき、次のように株式分割による新株式を発行し

ております。 

 (1) 平成18年6月1日をもって普通株式１株を２株に

分割しております。 

  ① 分割により増加する株式数 

普通株式 93,542.84株 

  ② 分割方法 

    平成18年5月31日最終の株主名簿及び実質株主

名簿に記載または記録された株主並びに端株原

簿に記載または記録された株主の所有株式数

を、１株につき２株の割合をもって分割いたし

ます。 

 (2) 新株券交付日 

平成18年7月20日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

１株当たり情報については、それぞれ以下のとおりと

なります。 
    

前事業年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

１株当たり純資産額 
24,714円65銭 

１株当たり当期純利益 
4,101円45銭 

潜在株式調整後1株当たり当
期純利益 
        4,050円69銭 

１株当たり純資産額 
44,220円69銭

１株当たり当期純利益 
5,961円65銭

潜在株式調整後1株当たり当
期純利益 
        5,176円75銭

― 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【その他】 

  

  

  

  

  

  

  

  

【有形固定資産等明細表】 

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

投資有価 
証券 

その他 
有価証券 

㈱カヌチャベイリゾート 9,093 1,078,000 

㈱フィデック 2,400 501,600 

㈱ランド 1,044 203,580 

極東証券㈱ 150,000 198,450 

㈱ドリームインキュベータ 567 127,575 

㈱ディアーズブレイン 800 104,000 

㈱大正銀行 271,000 98,102 

㈱クリード 240 78,000 

㈱ワークショップリゾート 1,000 50,000 

大和證券 
株式累積投資（関西アーバン銀行） 

74,685.23 35,400 

その他（１８銘柄） 28,079 110,520 

小計 538,908.23 2,585,228 

計 538,908.23 2,585,228 

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(千円) 

投資有価 
証券 

その他 
有価証券 

（不動産投資信託証券）     

ＬＣＰ投資法人 924 498,036 

（投資事業組合出資金）     

シニアビジネス応援ファンド 1 100,000 

ラムツーＦＥＶＣ投資事業組合 9 5,265 

（匿名組合出資金）     

 合同会社クレイスインベストメント ― 608,706 

 オスペデール・ワン特定目的会社 ― 100,000 

 ㈲ＳＪ三田インベストメント ― 10,000 

小計 934 1,322,007 

計 934 1,322,007 

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却 

当期償却額 
(千円) 差引当期末

残高 



(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

３ 無形固定資産の金額が、資産総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を

省略しております。 

  

  

【引当金明細表】 

  

累計額
(千円) 

(千円) 

有形固定資産               

 建物 413,763 17,008,631 232,809 17,189,585 525,368 270,565 16,664,217 

構築物 ― 406,409 ― 406,409 32,826 21,664 373,582 

 車両運搬具 15,527 166 ― 15,694 12,639 1,434 3,054 

機械装置 ― 13,175 ― 13,175 467 467 12,707 

 工具器具備品 39,361 24,175 1,523 62,013 32,897 10,485 29,116 

 土地 228,490 13,830,075 3,164,159 10,894,405 ― ― 10,894,405 

 建設仮勘定 306,000 1,501,215 924,151 883,064 ― ― 883,064 

有形固定資産計 1,003,143 32,783,846 4,322,643 29,464,348 604,200 304,618 28,860,148 

無形固定資産               

 ソフトウェア ― ― ― 80,618 11,781 11,781 68,838 

 電話加入権 ― ― ― 543 ― ― 543 

無形固定資産計 ― ― ― 81,161 11,781 11,781 69,381 

長期前払費用 146,932 326,021 85,513 387,440 44,584 16,107 342,856 

繰延資産               

 開業費 ― 472,225 ― 472,225 31,481 31,481 440,743 

繰延資産計 ― 472,225 ― 472,225 31,481 31,481 440,743 

建物 三木部品組立工場   362,302千円 

  吸収合併による増加      

  チャーミング・スクウェア舞子   5,175,072千円 

  チャーミング・スクウェア芦屋   11,427,405千円 

土地 吸収合併による増加      

  チャーミング・スクウェア舞子   1,652,495千円 

  チャーミング・スクウェア芦屋   2,860,951千円 

  チャーミング・スクウェア白金   2,678,226千円 

  チャーミング・スクウェア豊洲   2,957,896千円 

  チャーミング・スクウェア小金井   3,680,242千円 

建物 オリンピックイン   232,309千円 

土地 オリンピックイン   206,263千円 

  チャーミング・スクウェア豊洲   2,957,896千円 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(千円) 当期末残高 

(千円) 
目的使用 その他 

貸倒引当金（流動） 22,319 16,586 ― 21,515 17,389 



（注） 減少（その他）は、一般債権の貸倒実績率に基づく洗替額であります。 

貸倒引当金（固定） 7,700 24,073 ― ― 31,773 

投資損失引当金（固定） ― 2,317,404 ― ― 2,317,404 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

  
  

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

  
  

(ロ)期日別内訳 

  

  
  
  

ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

  

  

(ロ)売掛金滞留状況 
  

区分 金額(千円) 

現金 345 

預金   

当座預金 25,925 

普通預金 1,658,424 

定期積金 97,800 

別段預金 3,114 

計 1,785,263 

合計 1,785,608 

相手先 金額(千円) 

㈱ランド 1,918,000 

合計 1,918,000 

期日 金額(千円) 

平成19年11月満期 1,918,000 

合計 1,918,000 

相手先 金額(千円) 

㈲Ｚ・ＯＮＥ 151,884 

㈱中央コーポレーション 30,721 

㈱和喜産業 24,018 

オリンピックイン㈱ 15,884 

㈱ゼクスコミュニティ 10,500 

その他 19,421 

合計 252,427 

期首残高(千円) 
  

当期発生高(千円)
  

当期回収高(千円)
  

当期末残高(千円)
  

回収率(％)
  

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 

２ 



(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

ニ 販売用不動産 

  

  

  

ホ 仕掛販売用不動産 
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

ヘ 仕掛品 

  

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
(Ｂ) 
365 

351,783 5,327,675 5,427,031 252,427 95.6 20.7 

プロジェクト名 金額(千円) 

西宮市収益物件保有 805,778 

熊本ハイパーホテル 755,923 

アルテミス久米川 394,090 

仙川ビル 347,302 

合計 2,303,092 

プロジェクト名 金額(千円) 

北九州商業施設開発プロジェクト 1,539,234 

長崎ウォーターフロントプロジェクト 1,227,557 

下北沢開発プロジェクト 788,261 

岩国ビジネスホテル開発 710,021 

元浅草マンション 505,597 

その他 693,908 

合計 5,464,576 

プロジェクト名 金額(千円) 

六甲柏尾台完成宅地卸プロジェクト 1,086,718 

大栄町物流センター 753,423 

つつじヶ丘プロジェクト 330,478 



  

ト 関係会社株式 

  

  

  

  

  

  

  

チ 関係会社長期貸付金 

  

カヌチャ案件 93,371 

カヌチャベイリゾート新館新築工事プロジェクト 47,619 

その他 29,548 

合計  2,341,156 

区分 金額(千円) 

㈱中央コーポレーション 5,447,124 

那覇バスターミナル㈱ 1,220,000 

㈱ゼクスペットコミュニティ 1,179,159 

㈱チャーミング・リゾーツ 910,000 

㈱チャーミング・リゾートすんぷ 880,000 

㈱チャーミング・リゾート沖縄 770,000 

㈱ゼクスアクティブ・エイジ 737,000 

東西アセット・マネジメント㈱ 582,971 

ロイヤルステージ㈱ 300,300 

㈱ゼクススポーツ 180,000 

㈱ジーメド 100,000 

㈱ゼクスコミュニティ 84,000 

ゼクス不動産投資顧問㈱ 50,000 

オリンピックイン㈱ 1,530 

合計 12,442,085 

相手先 金額(千円) 

㈲すんぷ夢ひろば 2,461,336 

㈱チャーミング・リゾーツ 2,299,052 

㈱チャーミング・リゾート那須 1,564,947 

㈱チャーミング・リゾートすんぷ 594,000 

㈱ゼクスコミュニティ 570,000 

中央コーポレーション㈱ 525,000 

㈱ゼクスペットコミュニティ 294,000 

㈱ジーメド 100,000 



  

㈲ゼット投信 80,000 

㈱チャーミング・リゾート都ゴルフ倶楽部 20,000 

㈱チャーミング・リゾートファイナンス 17,600 

合計 8,525,936 



ｂ 負債の部 

イ 支払手形 

（イ）相手先別内訳 

  

  

（ロ）期日別内訳 

  

  

ロ 買掛金 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

ハ 短期借入金 

  

相手先 金額(千円) 

㈱長谷工コーポレーション 392,004 

合計 392,004 

期日別 金額(千円) 

平成19年７月 150,000 

平成19年８月 242,004 

合計 392,004 

相手先 金額(千円) 

鹿島建設㈱ 1,488,207 

浅井謙建築研究所㈱ 50,050 

三井不動産レジデンシャル㈱ 37,532 

健商住宅開発㈱ 10,089 

㈱南美紀屋 8,000 

その他 227,001 

合計 1,820,880 

区分 金額(千円) 

オリックス㈱ 1,400,000 



  

ニ 一年以内返済予定の長期借入金 

  

  

ホ 預り金 

  

  

ヘ 長期借入金 

  

㈱みなと銀行 1,033,160 

WestLB AG 1,000,000 

三洋電機クレジット㈱ 800,000 

SMBCファイナンスサービス㈱ 760,000 

商工組合中央金庫 666,000 

東京東信用金庫 653,600 

インドステイト銀行 500,000 

セントラル短資㈱ 350,805 

その他 2,669,596 

合計 9,833,161 

区分 金額(千円) 

㈱りそな銀行 3,600,000 

オリックス㈱ 1,095,000 

㈱あおぞら銀行 300,000 

㈱大正銀行 300,000 

㈱三菱東京UFJ銀行 300,000 

㈱泉州銀行 300,000 

その他 1,295,383 

合計 7,190,383 

区分 金額(千円) 

㈱ゼクスアクティブ・エイジ 2,866,609 

㈱チャーミング・エイジ研究所 2,080,804 

野村信託銀行㈱ 2,000,106 

那覇バスターミナル㈱ 750,000 

その他 1,264,391 

合計 8,961,911 

区分 金額(千円) 

㈱関西アーバン銀行 5,315,500 

㈱あおぞら銀行 4,200,000 

㈱みずほ銀行 3,700,000 

㈱三井住友銀行 1,127,140 

オリックス㈱ 1,031,915 



  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

ゴールドマン・サックス・クレディット・パートナーズ㈲ 1,000,000 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 935,000 

㈱大正銀行 825,000 

㈱泉州銀行 825,000 

㈱チャーミング・リゾート藤岡 551,000 

セコム損害保険㈱ 437,500 

㈱横浜銀行 415,000 

その他 776,854 

合計 21,139,909 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

事業年度 ６月１日から５月31日まで 

定時株主総会 ８月中 

基準日 ５月31日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券 

剰余金の配当の基準日 11月30日、５月31日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
  
東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社 本店 
  

  株主名簿管理人 
  

東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社
  

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第10期(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日)平成18年８月28日関東財務局長に提出 

(2) 有価証券届出書(新株予約権付社債)及びその添付書類 

  平成18年10月27日関東財務局長に提出 

(3) 有価証券届出書(新株予約権証券)及びその添付書類 

  平成18年10月27日関東財務局長に提出 

(4) 臨時報告書 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特定子会社の異動)、第７号の３(合併)の規定に基づく臨

時報告書を平成18年12月21日に関東財務局長に提出 

(5) 半期報告書 

  事業年度 第11期中(自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日)平成19年２月23日関東財務局長に提出 

(6) 臨時報告書 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特定子会社の異動)の規定に基づく臨時報告書を平成19年７

月20日に関東財務局長に提出 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年8月25日
  
株式会社ゼクス 
 取締役会 御中 
               城東監査法人 
  

  

  
 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会
社ゼクスの平成17年6月1日から平成18年5月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。
この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す
ることにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を
基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全
体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理
的な基礎を得たと判断している。 
  
 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株
式会社ゼクス及び連結子会社の平成18年5月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及
びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  
追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているた
め、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上
  

  

代 表 社 員
業務執行社員

  公認会計士  高橋 哲雄  ㊞ 

代 表 社 員
業務執行社員

  公認会計士  椎野 泰孝  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の監査報告書 
平成19年８月24日

株式会社ゼクス 
取締役会 御中 

  

  

私たち監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ゼクスの平成18年６月１日から平成19年５月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たち監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 
私たち監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たち監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たち監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
私たち監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ゼクス及び連結子会社の平成19年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と私たち監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
                                   以  上

  

  

城 東 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 高 橋 哲 雄 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 大 神 行 徳 ㊞

  
あ ず さ 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 二ノ宮 隆 雄 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 小 尾 淳 一 ㊞

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管しており

ます。 



 

独立監査人の監査報告書 

  

平成18年8月25日
  
株式会社ゼクス 
 取締役会 御中 
  
               城東監査法人 
  

  

  
 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる株式会社ゼクスの平成17年6月1日から平成18年5月31日までの第10期事業年度の財務諸表、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成
責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい
る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって
行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監
査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
  
 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、株式会社ゼクスの平成18年5月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以上
  

  

代 表 社 員
業務執行社員

  公認会計士  高橋 哲雄  ㊞ 

代 表 社 員
業務執行社員

  公認会計士  椎野 泰孝  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管しており

ます。 



 

独立監査人の監査報告書 
平成19年８月24日

株式会社ゼクス 
取締役会 御中 

  

  

私たち監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ゼクスの平成18年６月１日から平成19年５月31日までの第11期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私

たち監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 
私たち監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たち監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たち監査法人は、監査の結果として意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。 
私たち監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ゼクスの平成19年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

会社と私たち監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
                                   以  上

  

  

城 東 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 高 橋 哲 雄 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 大 神 行 徳 ㊞

  
あ ず さ 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 二ノ宮 隆 雄 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 小 尾 淳 一 ㊞

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管しており

ます。 
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